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1. 事業全体概要 

プロジェクト名 

海洋生分解性プラスチックの社会実装に向けた技

術開発事業 

（経済産業省予算要求名称：プラスチック有効利

用高度化事業） 

プロジェクト番

号 
P20008 

担当推進部/ 

プロジェクトマ

ネージャー（ＰＭ

ｇｒ）または担当

者 

及び経済産業省担

当課 

バイオ・材料部  ＰＭgr 氏名 宇津木 功二（2021 年 10 月～2025 年 3 月） 
バイオ・材料部      担当者氏名 山口 優（2024 年 4 月～2025 年 3 月） 
バイオ・材料部      担当者氏名 大上 俊彦（2024年 11月～2025年 3月 ） 
材料・ナノテクノロジー部 ＰＭgr 氏名 奥井 学 （2021 年 9 月～2021 年 9月） 
材料・ナノテクノロジー部 ＰＭgr 氏名 吉木 政行（2021 年 7 月～2021 年 8月） 
材料・ナノテクノロジー部 ＰＭgr 氏名 沖 和宏（2020 年 7 月～2021 年 6 月） 
材料・ナノテクノロジー部 担当者氏名 勝田 伸一（2021 年 10 月～2024 年 3 月） 
材料・ナノテクノロジー部 担当者氏名 柳川 裕彦（2020 年 7 月～2021 年 8 月） 
経済産業省  イノベーション・環境局 GX グループ 資源循環経済課 

０．事業の概要 

プラスチックは、日常生活の利便性をもたらす素材として幅広く活用されてきて

いる一方で、プラスチックごみによる海洋汚染が問題視されるようになってきてい

る。日本では、国内プラスチック生産量（年間 1 千万トン程度）の内、国内流通の

生分解性プラスチックは 2,300 トン程度と国内市場に占める割合は小さく、しかも

海洋生分解性を有するプラスチックの種類は僅かで、海洋生分解性に着目した取り

組みは十分行われているとは言えず、海洋プラスチックごみ問題に対応する研究開

発、海洋生分解性を有する新素材開発が求められている。本事業では、海洋プラス

チックごみ問題の解決に向け、海洋生分解性プラスチックの市場導入を促進し、更

なる製品適用拡大により普及拡大を加速させるために、海洋生分解メカニズムに裏

付けされた評価手法の開発と海洋生分解性プラスチックに関する新技術・新素材の

開発を行う。 

 

1.1. 意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋 

１．意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋 

 

1.1.1 本事業の

位置付け・意

義 

・2019年 6月に開催された G20大阪サミットにおいて、「2050年までに海洋プラス

チックごみによる新たな汚染をゼロとすることを目指す」大阪ブルー・オーシャ

ン・ビジョンが共有され、更に 2023年 4月に札幌で開催された G20環境大臣会合に

おいて、大阪ブルー・オーシャン・ビジョンの目標が2040年に前倒しされている。

これらに向けて我が国としての具体的な取り組みが「海洋プラスチックごみ対策ア

クションプラン」として取りまとめられた。その中で、代替素材の開発・転換等の

イノベーションとして「海洋生分解性プラスチックの開発・導入普及ロードマッ

プ」に基づき、官民連携により技術開発等に取り組む事が示されている。2023 年 4

月には、「プラスチック資源循環法」も施行され、今後益々海洋ごみ対策に対する

取り組みが求められると考えられ、本事業で取り組む研究開発は、大阪ブルー・

オーシャン・ビジョンの目標達成の一助となり、同時に日本の生分解プラスチック

技術開発の促進とともに日本発の海洋生分解性プラスチックの世界的普及に貢献す

るものである。 

1.1.2 アウトカ

ム達成まで

の道筋 

・プラスチック業界の主要企業をメンバーとする標準化戦略を検討する組織体に研

究開発成果を提供するとともに、標準化の方向性について議論を深め、海洋生分解

性プラスチックの海洋生分解性に関する評価手法の国際標準化に向けた戦略及び活

動計画の策定を支援しプロジェクト成果の普及促進を行う。 

・また、海洋生分解性プラスチックを広く社会に普及させるため、学会発表、論文

発表、展示会、シンポジウム等を通じた成果発信を積極的に行う。 

1.1.3 知的財

産・標準化

戦略 

研究開発成果に関わる知的財産権については、「国立研究開発法人新エネルギー・

産業技術総合開発機構 新エネルギー・産業技術業務方法書」第 25 条の規定等に基

づき、原則として、全て委託先に帰属させることとする。なお、プロジェクトの初

期段階から、事業化を見据えた知財戦略を構築し、適切な知財管理を実施する。 
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1.2. 目標及び達成状況 

1.2.1 アウトカ

ム目標及び達

成見込み 

・海洋生分解性メカニズムに裏付けされた短い試験期間で精度が高い海洋生分解性評

価法・試験法を開発し、海洋生分解性プラスチックの世界的普及を目指す。アウトカ

ム目標の国内市場創出については、新たな海洋生分解性プラスチックによって、「地

球温暖化対策計画」に位置づけられる、「バイオマスプラスチック類の普及（2030年

度バイオマスプラスチック国内出荷量 197 万 t）」の約 1 割をカバーすると同時に

「プラスチック資源循環戦略」に掲げられているマイルストーン「2030年までにバイ

オマスプラスチックを約 200 万トン導入」の約 1 割をカバーするもの（レジ袋・ごみ

袋、漁具・農業フィルムは 2017 年の 20 万トンが置き換えになると想定）。CO₂削減

量については、カーボンニュートラル素材になると仮定し、汎用プラ焼却時の CO₂が

削減できるとして算出。（炭素排出係数 2.77t-CO2 :温室ガス総排出量算出方法ガイ

ドライン Ver1.0、H29/3 環境省政策局環境計課より） 

アウトカム目標 達成見込み 課題 

・国際標準化に向け

た ISO 策定に繋げ、

国際的な市場拡大の

足場とする。 

・2030 年には新たな

海洋生分解性プラス

チック、国内市場 20

万ｔ／年の普及を目

指す。（CO2削減量と

して 56 万ｔ-CO2/年） 

・研究開発と並行して ISO国際

標準化活動により、ISO 提案を

3 件達成。うち、1 件は ISO 発

行（ISO）していること、分析

機関の協力や認証制度運用等

の社会実装促進のための道筋

を構築しており、本事業及び

本事業以外の企業による素材

開発の加速により達成できる

見込み。 

・本事業ではニ－ズ調査の実

施により、既に本事業のすべ

ての素材において実用化開発

まで進めている。今後、本事

業に係った企業だけなく、本

事業で構築した実用化に向け

た評価手法の戦略（第三者分

析機関による評価受注等によ

る製品化促進シナリオ）に

沿って、本事業以外の企業の

海洋生分解性新素材・新製品

の開発が加速されていくこと

で、新たな海洋生分解性プラ

スチックの普及（2030 年国内

市場 20万ｔ/年）の達成を見込

む。 

・製品開発拡大の推進によ

るアウトカム達成までの道

筋の実証（本道筋により素

材開発・製品開発の実例作

り） 

・製品使用後を想定した素

材の生分解加速試験法や生

態毒性評価法の開発。 

・CO2削減量については、近

年の汎用プラスチックのリ

サイクル化も踏まえた算出

方法も必要。 

1.2.2 アウト

プット目標及

び達成状況 

１）海洋生分解性メカニズムに裏付けされた海洋生分解性の評価手法を開発し海洋生

分解性プラスチックの信頼性を高めると共に、国際標準化提案 1 件以上に繋げる。 

研究開発項目①【最終目標（2024 年度）】 

製品化を行うユーザーが共通して活用できる海洋生分解メカニズムに裏付けされた評

価手法を確立し、国際標準化提案 1 件以上に繋げる。 

２）さらに、海洋生分解性プラスチックに関する新技術・新素材の開発を行い新市場

の創出を図る。 

研究開発項目②-1【最終目標(2024 年度)】 

・海洋生分解性プラスチックの新技術・新素材を 1 件以上開発し、実用化の目処を付

ける。 

研究開発項目②-2【最終目標】 

・海洋生分解性プラスチックの新技術、新素材の試作等により、コスト、機能、性能

等の面で、従来の汎用プラスチックと比べて総合的に競争力があることを示す。 
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成果(実績)(2025 年 3

月) 

達成度(見込み) 達成の根拠/解決方針 

研究開発項目① 

・実海域試験法、に

評価手法に係る開発

成果を ISO 提案（3

件）。うち１件 ISO

発行。 

研究開発項目② 

・海洋生分解性プラ

スチックの新技術・

新素材を 3 件以上開

発し、実用化の目処

を付けた。 

総合判定◎ 

研究開発項目①：◎ 

研究開発項目②：〇 

・実海域試験法については

ISO 発行達成。ニュースリ

リース、JBPA を通して試験

方法の普及活動開始。実験

室生分解試験法、微生物量

試験法についても、事業期

間中に ISO 提案し、今後発

行される見込み。 

・研究開発項目②の 3 件の

開発テーマからそれぞれ新

素材の実用化開発（ニ－ズ

調査含め）が行われたた

め。 
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1.3. マネジメント 

1.3.1 実施体制 

プロジェクトリーダー 岩田 忠久 （東京大学） 
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1.3.2 受益者負担の考え方 

1.3.2 受益者負

担の考え方 

受益者負担の考え方 

研究開発項目①については、産学官で協力して取り組むべき基盤技術であり、委託

事業として実施する。 

研究開発項目②については、研究開発内容に応じて、委託事業として取り組むもの

（研究開発項目②-1）と委託事業と助成事業のフェーズを設けるもの（研究開発項目

②-2）を設定する。研究開発項目②-1 については、研究開発要素が多く、時間を要

するハイリスクな基盤技術に関するものであり、委託事業として実施する。研究開発

項目②-2 については、委託事業と助成事業のフェーズを設け、フェーズ移行はス

テージゲートにより行い、事業化に向けた課題は、企業の積極的な関与により推進さ

れるべき研究課題として助成事業（ＮＥＤＯ負担率：大企業１/２、中堅・中小・ベ

ンチャー企業２/３）として実施する。 

主な実施事項 2020FY 2021FY 2022FY 2023FY 2024FY 

研究開発項目

① 

評価手法開発 

委託 委託 委託 委託 委託 

研究開発項目

② 

新素材開発 

委託 委託 
委託 /助成

率 1/2 

委託 /助成

率 1/2 
委託 

 

1.3.3 研究開発計画 

事業費推移 

[単位:百万円] 

 

主な実施事項 2020FY 2021FY 2022FY 2023FY 2024FY 総額 

研究開発項目①

評価手法開発 
205 215 209 168 184   981 

研究開発項目②

新素材開発 
55 185 204 176 122 742 

事業費 2020FY 2021FY 2022FY 2023FY 2024FY 総額 

会計（一般、特

別） 
260 387 379 334 306 1666 

追加予算  13 34 10  57 

総 NEDO 負担額 260 400 413 344 306 1723 

情勢変化への対

応 

【2021 年度追加公募の実施】 

プロジェクト開始当初（2020 年度）、コロナ禍での状況下、研究開発項目② におい

て十分な応募がなかったこと、また想定していた研究開発内容を満たす応募が少な

かったことから、②-2 の 1 件のみの採択にとどまった。2021 年度に本プロジェクトの

拡充のため研究開発項目②について追加公募を実施し、研究開発項目②-1 について 2

件を採択し、新技術・新素材の研究開発対象を拡充した。 

【新規素材の実用化開発において加速予算による研究開発を推進】 

・2023 年度以降の新規素材の実用化開発では、顧客ニ－ズ調査を強化した。その結

果、素材の特性評価、製造コストの確認の他、安全性評価など必要になったため、実

用化開発が遅れないように加速予算を付け開発を推進した。 

【政策・規制などへの対応】 

大阪ブルー・オーシャン・ビジョンの 10 年前倒しの合意（G7 札幌気候・エネル

ギー・環境大臣会合 2023年 4月）、EU政策（オープン環境での⽣分解性プラスチック

の使⽤は、削減、再利⽤、またはリサイクルが実⾏不可能な特定の⽤途にのみ制限す

る必要性があるとの提言（2022 年 11 月））、漁業分野の FADs（集魚装置）において

生分解素材の段階的使用の義務化への動向（2022 年水産庁資料）などが示された。 

本事業では、2年以内で生分解する海洋生分解性素材に係る生分解評価手法や樹脂・素

材の開発を行っており、且つ製品化を担う企業が参画しており、情勢変化に対応した

体制を構築済みである。また、新規事業（長期海洋生分解性プラスチック評価技術開
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発事業）を提案し、2040 年までに海洋生分解製品市場拡大を目指す対応が必要である

ことを示した。 

中間評価結果へ

の対応 

2022 年度 10 月、中間評価結果対処方針を決定する際に、PL から各事業者に対処方針

の説明を行うとともに、後半のプロジェクトの実施計画やプロジェクトマネジメント

に反映した。 

評 価 に 関 す る 

事項 

事前評価 2019 年度実施 担当部 材料・ナノテクノロジー部 

中間評価 2022 年度 中間評価実施 担当部 材料・ナノテクノロジー部 

終了時評価 2025 年度 終了時評価実施 担当部 バイオ・材料部 

 

1.4. その他 

投稿論文 「査読付き」45 件 

特 許 「出願済」53 件、「登録」０件（審査請求）、「実施」０件（うち国際出願 32 件） 

その他の外部発表 

（プレス発表等） 

研究発表・講演:178 件 

新聞・雑誌等への掲載：35 件 

展示会への出展：11 件 

ISO 企画提案：3 件 

ISO 規格発行：1 件 

基本計画に関する

事項 

作成時期 2020 年 5 月 作成 

変更履歴 

2023 年 2 月 改訂 

2024 年 3 月 改訂 

2024 年 7 月 改訂 

 

2. 事業全体説明資料 

 



プロジェクトの説明（公開版）

バイオ・材料部 発表者 宇津木 功二（PMgr）

2025年12月10日

「海洋生分解性プラスチックの社会実装に向けた技術開発事業」
（終了時評価）

2020年度～2024年度 5年間

資料3-1

1



事業計画

アウトプット目標

①製品化を行うユーザーが共通して活用できる海洋生分解メカニズムに裏付けされた評
価手法を確立し、国際標準化提案1件以上に繋げる。

②海洋生分解性に関する新技術・新素材の開発を行い、新規素材を1件以上開発し、
実用化の目処を付ける。
新規添加剤 や、新規成分構成を有するプラスチック 等の実用化の目処を付ける。

アウトカム目標
①国際標準化に向けたISO策定に繋げ、国際的な市場拡大の足場とする。
②2030年には新たな海洋生分解性プラスチックの普及により20万ｔ/年（CO2削減
量として56万ｔ-CO2/年）の市場創出を目指す。

出口戦略
（実用化見込み）

・本プロジェクトでは新素材の開発だけではなく、関連団体とともに、海洋生分解性評価
方法の標準化に向けた取り組みを行い、海洋生分解性プラスチックの社会的な信頼
性を高め、普及促進の基盤つくりに早期に取り組む。

・2021年度にはステージゲート審査を行い、各分野内での競争を促す。また、実用化
が近いテーマがあれば助成によって事業化を促進する。

・国際標準化提案：有（2024年度予定）
・第3者提供データ：委託先管理

グローバルポジション

・プロジェクト開始時：DH → プロジェクト終了時：LD
・世界的に見て海洋生分解性プラスチックで実用化されている主要製品の一つが日本
の製品であり、欧州では徐々に市場が拡大している。本プロジェクトによりさらに社会実
装を加速し、世界市場をリードする。

想定する出口イメージ等

《NEDO》
・2002年度～2006年度に「生物機能活用型循環産業システム創造プロ
グラム/生分解・処理メカニズムの解析と制御技術開発」にて生分解に関
する微生物研究がおこなわれている。
→海洋生分解性に着目した取り組みは行われていない

・エネルギー・環境技術先導研究プログラム（2019年～2020年実施）
「海洋プラスチックごみ問題を解決する海洋生分解性プラスチックの技術開
発」にて、海洋生分解メカニズム及び素材開発を行っている。

《その他》
・2015年度～2019年度ではJST-ALCAの「ホワイトバイオマステクノロ
ジー/糖質バイオマスからグリコール酸ポリマーを合成する微生物プロセスの
開発」にて、微生物に人工的なポリマー合成システムを構築し生分解性に
優れたプラスチック合成技術の研究開発が行われている。

→先導PJについては、成果を本PJへ活用すべく、適宜取り込み、連携を
図っていく。また、JST-ALCAの基礎的研究開発成果についても適宜取り
込みを行っていく。

2020 2021 2022 2023 2024 2025

①海洋生分解
機能に係る評
価手法の開発

【委託】

②バイオマスベー
スの海洋生分

解性に関する新
技術・新素材の

開発
【委託・助成】

評価時期
ステージ

ゲート
中間評価

終了時
評価

予算（億円） 2.6 4.0 4.1 3.5 3.1 -

プロジェクトの概要

＜研究開発スケジュール・評価時期・想定する予算規模＞

期間：2020年度～2024年度（5年間）

 ②-2は、2020～2023年度までの4年間（委託2年、助成2年）

 ②-1は、2021年度追加公募・採択、2021年度から４年間の委託事業

総事業費（NEDO負担分）：約17億円 (委託/助成（1/2））

バイオ・材料部

PMｇｒ：宇津木 功二（専門調査員）
海洋生分解性プラスチックの社会実装に向けた技術開発事業

活用される技術戦略：バイオプラスチック分野

●全世界的な課題となっている海
洋プラスチックごみ問題に対し、
海洋生分解性プラスチックの評
価技術開発、メカニズム解明、
素材開発を行い、普及促進を目
指す。

①海洋生分解性に係る評価手
法の確立

②海洋生分解性に関する新技
術・新素材の開発

①海洋生分解に係る評価手法の確立①海洋生分解に係る評価手法の確立

②-1 新技術・新素材の開発②-1 新技術・新素材の開発

レジ袋・
ゴミ袋

容器包装
用フィルム

・海洋生分解性プラスチックの想
定製品例

再生可能資源

微生物

・熱回収（サーマルリサイクル）

バイオマス由来のため

セーフティーネットとしての機能：

海洋などへ流出した場合には速や
かに生分解し海洋汚染の防止に
貢献

セーフティーネットとしての機能：

海洋などへ流出した場合には速や
かに生分解し海洋汚染の防止に
貢献

社会普及に向けた課題

・社会的信頼性の向上

（評価手法の確立・標準化・安全性）

・使用性の改善 ・生産性の向上 等

社会普及に向けた課題

・社会的信頼性の向上

（評価手法の確立・標準化・安全性）

・使用性の改善 ・生産性の向上 等

通常の

処理ルート

・ケミカル・マテリアルリサイクル

→分別収集の後、再利用へ

バイオエコノミー

（化石資源→生物資源）

漁具・海
洋資材

海洋へ流出した場合

原料

海洋分解メカニズム解明

樹脂機能の向上、新素材開発

海洋分解メカニズム解明

樹脂機能の向上、新素材開発

委託 助成（1/2）

既存プロジェクトとの関係

②-2 新技術・新素
材の実用化開発

②-2 新技術・新素
材の実用化開発

②-2 新技術・
新素材の開発
②-2 新技術・
新素材の開発

2



報告内容

３．マネジメント

２．目標及び達成状況

1．意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋

•  事業の背景・目的・将来像
•  政策・施策における位置づけ
•  技術戦略上の位置づけ
•  外部環境の状況（技術、市場、制度、政策動向など）

•  他事業との関係
•  アウトカム達成までの道筋
•  知的財産・標準化：オープン・クローズ戦略
•  知的財産管理

•  実用化・事業化の考え方と
 アウトカム目標の設定及び根拠

•   アウトカム目標の達成見込み
※費用対効果
• 本事業における研究開発項目の位置づけ
•  アウトプット目標の設定及び根拠
•  アウトプット目標の達成状況
•  研究開発成果の副次的成果等
•  特許出願及び論文発表

• NEDOが実施する意義
•  実施体制
•  個別事業の採択プロセス
•  研究データの管理・利活用
※予算及び受益者負担
•  目標達成に必要な要素技術
•  研究開発のスケジュール
•  進捗管理
•  進捗管理：事前/中間評価結果への対応
•  進捗管理：動向・情勢変化への対応
•  進捗管理：成果普及への取り組み
• 進捗管理：開発促進財源投入実績

ページ構成

3

※本事業の位置づけ・意義 
(1)アウトカム達成までの道筋
(2)知的財産・標準化戦略

(1)アウトカム目標及び達成見込み
(2)アウトプット目標及び達成状況

(1)実施体制
※受益者負担の考え方 

(2)研究開発計画



＜評価項目１＞意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋

 ※  本事業の位置づけ・意義

（１）アウトカム達成までの道筋

（２）知的財産・標準化戦略
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報告内容

３．マネジメント

２．目標及び達成状況

1．意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋

ページ構成

5

※本事業の位置づけ・意義 
(1)アウトカム達成までの道筋
(2)知的財産・標準化戦略

(1)実施体制
※受益者負担の考え方 

(2)研究開発計画

(1)アウトカム目標及び達成見込み
(2)アウトプット目標及び達成状況

•  事業の背景・目的・将来像
•  政策・施策における位置づけ
•  技術戦略上の位置づけ
•  外部環境の状況（技術、市場、制度、政策動向など）

•  他事業との関係
•  アウトカム達成までの道筋
•  知的財産・標準化：オープン・クローズ戦略
•  知的財産管理



1. 意義・アウトカム（社会実装）までの道筋 ※ 本事業の位置づけ・意義（終了時評価においては評価対象外）

事業の背景・目的・将来像

6

■プラスチックは、日常生活の利便性をもたらす素材として幅広く活用されてきている
一方で、プラスチックごみによる海洋汚染が問題視されるようになってきている。

海洋プラスチックごみ問題に対応する研究開発、海洋生
分解性を有する新素材開発が求められている。

国内プラスチック生産量（年間1千万トン程度）の内、国内流通の生分解性プラスチックは2,300トン程度と国内市
場に占める割合は小さく、しかも海洋生分解性を有するプラスチックの種類は僅かで、海洋生分解性に着目した取り組
みは不十分な状況。

本プロジェクトでは、海洋生分解性プラスチックの市場導入を促進す
る為、①海洋生分解メカニズムに裏付けされた評価手法の開発を行う。
また、②海洋生分解性プラスチックに関する新技術・新素材開発を行う。
これらにより物性、機能性を向上した新素材による、さらなる製品適用
拡大により普及拡大を加速させる。
将来的には、世界に先駆け、新たな海洋プラスチックごみ発生ゼロの
一助となる事（大阪ブルー・オーシャン・ビジョンの実現）を目指す。

海洋プラスチックごみ

出典：NEDO_2022年度研究評価委員会「海洋生分解性プラスチックの社会実装
に向けた技術開発事業」（中間評価）分科会 資料6-1より

https://www.nedo.go.jp/introducing/iinkai/ZZBF_100545.html

出典：環境省「海洋プラスチックごみに関する状況（H31年2月）資料2(p2)より」

https://www.env.go.jp/content/900543578.pdf



1. 意義・アウトカム（社会実装）までの道筋 ※ 本事業の位置づけ・意義（終了時評価においては評価対象外）

政策・施策における位置づけ

7

■ 2019年６月のG20大阪サミットに向けて、我が国としての具体的な取り組みが「海洋プラスチックごみ対策アクションプラン」として取りまと
められた。その中で、代替素材の開発・転換等のイノベーションとして「海洋生分解性プラスチックの開発・導入普及ロードマップ」に基づき、官
民連携により技術開発等に取り組む事が示された。本事業では、代替素材の開発・転換等のイノベーションに取り組む。

海洋プラスチックごみ対策全体概要
大阪ブルー・オーシャン・ビジョン（G20大阪サミットで共有＠２０１９年６月）
「2050年までに海洋プラスチックごみによる新たな汚染をゼロとすることを目指す*」

プラスチック資源循環戦略（令和元年5月31日）重点戦略：３Ｒ+Renewable

プラスチック資源循環法成立（令和４年4月から施行）

リデュース・リユース・リサイクル 再生材、バイオプラ 海プラ対策 国際展開

海洋プラスチックごみ対策アクションプラン
（令和元年5月31日 海洋プラスチックごみ対策の推進に関する関係閣僚会議）

廃棄物処理制度
等による回収・適
正管理の徹底

ポイ捨て・不法投
棄、非意図的な海

洋流出の防止

陸域での
散乱ごみの

回収

海洋に流出
したごみの

回収

代替素材の開
発・転換等の
イノベーション

関係者
の連携
協働

途上国等におけ
る対策促進のた
めの国際協力

実態把握・
科学的知見

の集積

海洋生分解性プラスチック開発・導入普及ロードマップ（令和元年5月）
海洋生分解機能
に係る信頼性向上

量産化に向けた生産
設備拡大、コスト改善

需要
開拓

識別表示、分別回収・
処理に係る検討

複合素材の技術開
発による多用途化

革新的素材の
研究開発

本事業で取り組む領域

*：Ｇ7札幌気候・エネルギー・環
境大臣会合（2023年4月）にて、
2040年までに追加的プラスチック
汚染をゼロにする野心に合意
（事実上、大阪ブルー・オーシャ
ン・ビジョンの10年前倒し）



1. 意義・アウトカム（社会実装）までの道筋 ※ 本事業の位置づけ・意義（終了時評価においては評価対象外）

技術戦略上の位置づけ

8

本事業で取り組む
領域

５年後に実用化(社会実装)の
見通しが立つもの。

出典：2019年経産省「海洋生分解性プラスチック開発・導入普及ロードマップ」



1. 意義・アウトカム（社会実装）までの道筋 ※ 本事業の位置づけ・意義（終了時評価においては評価対象外）

外部環境の状況（生分解性プラスチックの適用が期待される製品・市場）

9

＜市場規模・動向＞ 製品 市場規模*)

ごみ袋 2023年 132.2億米ドル 約1.9兆円
2028年 190.2億米ドル 約2.8兆円

生分解性カトラリー 2021年 3,585万米ドル 約54億円
2030年 6,160万米ドル 約92億円

農業用
マルチングフィルム

2021年 123億米ドル 約1.85兆円
2023年 117.6億米ドル 約1.75兆円 

紙おむつ 2022年 789億米ドル 約11.8兆円
2028年 1,248億米ドル 約18.7兆円

被覆肥料 2021年 37.7億米ドル 約5,500億円
2027年 50.5億米ドル 約7,600億円

医療用プラスチック 2021年 459億米ドル 約6.8兆円
2028年 761億米ドル 約11.4兆円

釣り糸 2022年 3.67億米ドル 約550億円(モノフィラメント釣り糸世界市場より)

2022年 6.66億米ドル 約1,000億円
2029年 8.45億米ドル 約1,260億円

漁網 2022年 19.5億米ドル 約2,900億円
2029年 15.5億米ドル 約3,800億円

道路標識用塗料 2023年 68.9億米ドル 約9,700億円
2032年 97.8億米ドル 約1.4兆円

船底塗料 2021-2026年 W.W.3,000-3,500億円
2015年 国内22,000トン、約130億円

人工芝 2022年 33.7億米ドル 約5,050億円
2028年 47.8億米ドル 約7,170億円

農業用プラスチック 2023年 104億米ドル 約1.5兆円
2030年 179億米ドル 約2.6兆円

■数年以内で生分解が必要な製品

生ゴミ袋
カトラリー
農業用資材（マルチ、育苗用ポット）

紙おむつ（シート、吸収剤）
農業用資材（人工土壌）
漁業用資材（釣り糸、ルアー、牡蠣管）
被覆肥料用カプセル資材
化粧品微粒子
医療・介護用製品（マスク、防護服）

■長期間（数年以上）で生分解が必要な製品

漁具（漁網、ブイ）
人工芝
農業用資材（苗木用保護材）
塗料（道路標示・建築物、船舶等）
タイヤ（摩耗粉）

＊):市場規模はスライドP10ｰP11の参考元（URL）から加工



1. 意義・アウトカム（社会実装）までの道筋 ※ 本事業の位置づけ・意義（終了時評価においては評価対象外）

外部環境の状況（生分解性プラスチックの適用が期待される市場）
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＜市場規模・動向＞
製品ごとの市場規模に関する参考資料

製品 参考元

ごみ袋 https://www.mordorintelligence.com/ja/industry-reports/trash-bags-market

生分解性カトラリー https://www.fortunebusinessinsights.com/jp/%E7%94%9F%E5%88%86%E8%A7%A3%E6%80%A7%E3%82%AB%E3%83%88%E3%83%A9%E3%83%AA%E3%83

%BC%E5%B8%82%E5%A0%B4-106212

農業用マルチングフィルム ・https://www.gii.co.jp/report/moi1403927-agriculture-films-market-share-analysis-industry.html
・
https://www.fortunebusinessinsights.com/jp/%E8%BE%B2%E6%A5%AD%E7%94%A8%E3%83%95%E3%82%A3%E3%83%AB%E3%83%A0%E5%B8%82%E5%A

0%B4-102701

紙おむつ ・https://www.businessresearchinsights.com/jp/market-reports/adult-disposable-diaper-market-
106705#:~:text=%E4%B8%96%E7%95%8C%E3%81%AE%E5%A4%A7%E4%BA%BA%E7%94%A8%E7%B4%99%E3%81%8A%E3%82%80%E3%81%A4,%E3%

81%AE%20CAGR%20%E3%82%92%E7%A4%BA%E3%81%97%E3%81%BE%E3%81%99%E3%80%82

・https://toyokeizai.net/articles/-/26424
・https://www.gii.co.jp/report/ires1411698-diaper-market-by-type-adult-diaper-baby-diaper.html

被覆肥料 ・https://www.gii.co.jp/report/qyr1128922-global-controlled-coated-release-fertilizer-
market.html#:~:text=%E4%B8%96%E7%95%8C%E3%81%AE%E5%BE%90%E6%94%BE%E6%80%A7,%E3%81%99%E3%82%8B%E3%81%A8%E4%BA%88%

E6%83%B3%E3%81%95%E3%82%8C%E3%81%A6%E3%81%84%E3%81%BE%E3%81%99%E3%80%82

医療用プラスチック ・https://www.gii.co.jp/report/sky1244242-global-medical-plastics-market-size-share-growth.html
・https://www.gii.co.jp/report/imarc1379056-medical-plastics-market-global-industry-
trends.html#:~:text=%E6%A6%82%E8%A6%81,%E3%81%A8%E4%BA%88%E6%B8%AC%E3%81%97%E3%81%A6%E3%81%84%E3%81%BE%E3%81%99%E

3%80%82

・https://jp.linkedin.com/pulse/medical-plastics-market-size-share-demand-trends-analysis-gosavi-fh7hf?trk=articles_directory

釣り糸 ・https://www.businessresearchinsights.com/jp/market-reports/fluorocarbon-fishing-line-market-
109044#:~:text=%E4%B8%96%E7%95%8C%E3%81%AE%E3%83%95%E3%83%AB%E3%82%AA%E3%83%AD%E3%82%AB%E3%83%BC%E3%83%9C%E3%

83%B3%E9%87%A3%E3%82%8A%E7%B3%B8%E5%B8%82%E5%A0%B4,%E3%81%AE%20CAGR%20%E3%82%92%E7%A4%BA%E3%81%97%E3%81%BE

%E3%81%99%E3%80%82

・https://newscast.jp/news/1693053
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1. 意義・アウトカム（社会実装）までの道筋 ※ 本事業の位置づけ・意義（終了時評価においては評価対象外）

外部環境の状況（生分解性プラスチックの適用が期待される市場）
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＜市場規模・動向＞
製品ごとの市場規模に関する参考資料

製品 参考元

漁網 ・https://tomoruba.eiicon.net/blogs/18888
・https://www.gii.co.jp/report/qyr1221641-global-fishing-nets-market-report-history-forecast.html
・https://www.nikkei.com/compass/industry_s/0172

交通道路標識コーティン
グ市場

・https://www.mordorintelligence.com/
・
https://www.fortunebusinessinsights.com/jp/%E4%BA%A4%E9%80%9A%E9%81%93%E8%B7%AF%E6%A8%99%E8%AD%98%E3%82%B3%E3%83%BC%E3%8

3%86%E3%82%A3%E3%83%B3%E3%82%B0%E5%B8%82%E5%A0%B4-103056

船底塗料 ・https://www.cmp.co.jp/ir/investor_digest/IR-
marine_coartings.html#:~:text=%E9%98%B2%E6%B1%9A%E5%A1%97%E6%96%99%E3%81%AF%E5%AE%9A%E6%9C%9F,%E6%80%A7%E8%83%BD%E3

%82%92%E7%B6%AD%E6%8C%81%E3%81%97%E3%81%BE%E3%81%99%E3%80%82&text=%E4%B8%96%E7%95%8C%E3%81%AE%E5%B8%82%E5%A

0%B4%E8%A6%8F%E6%A8%A1%E3%81%AF,%E3%82%89%E3%82%8C%E3%80%81%E7%B7%8F%E3%81%98%E3%81%A6%E5%AF%A1%E5%8D%A0%E

5%B8%82%E5%A0%B4%E3%81%A7%E3%81%99%E3%80%82

・https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000001882.000071640.html

人工芝 ・https://www.mordorintelligence.com/ja/industry-reports/artificial-turf-market
・https://www.fortunebusinessinsights.com/jp/%E4%BA%BA%E5%B7%A5%E8%8A%9D%E5%B8%82%E5%A0%B4-103850
・https://www.imarcgroup.com/report/ja/artificial-turf-market

農業用プラスチック
植物保護フィルム、水管理（プラス
チック製貯水タンク、灌漑システム）、
遮光ネット、育苗ポット等

・https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000002419.000072515.html
・
https://www.fortunebusinessinsights.com/jp/%E8%BE%B2%E6%A5%AD%E7%94%A8%E3%83%95%E3%82%A3%E3%83%AB%E3%83%A0%E5%B8%82%E5%A

0%B4-102701

・https://www.gii.co.jp/report/dmin1290382-global-agricultural-plastics-market.html

植物工場
産業オートメーションとバイオインフォマティックスを利用して作物生産を新しいモ
デルとしたもの。
2036年太陽光比率66%、人口光34%と推定。

・https://presswalker.jp/press/24887
・https://www.yano.co.jp/press-release/show/press_id/3038
・https://www.smbc.co.jp/hojin/report/investigationlecture/resources/pdf/3_00_CRSDReport093.pdf
・https://japan.zdnet.com/release/30849474/
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1. 意義・アウトカム（社会実装）までの道筋 ※ 本事業の位置づけ・意義（終了時評価においては評価対象外）

本事業と省内外の類似事業、政策・施策における位置づけ
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20252010 203020202015

●バイオマス活用推進基本法（2009制定）
●バイオマス活用推進基本計画（2010）
●バイオマス事業化戦略（2012）

●食料・農業・農村基本計画（2015閣議決定）

●森林・林業基本計画（2016閣議決定）

●新たなバイオマス活用推進基本計画（2016閣議決定）

（政策・施策等）

●電気の調達に関する特別処置法（FIT法）( 2011)

●エネルギー基本計画（2014閣議決定）

●長期エネルギー需給見通し（2015）

●エネルギー・環境イノベーション戦略（2016）
●京都議定書（2005発効） ●パリ協定（2015）

●未来投資戦略2017-Society5.0の実現に向けた改革（2017）

●第四次循環型社会形成推進基本計画（2018閣議決定）
●世界経済フォーラム（2019ダボス会議）

●G20大阪サミット「大阪ブルー・オーシャン・ビジョン」（2019）

●生物資源リグノセルロース及びデンプンからの新規な生分解性材料の創生（NEDO1996-1999）
●生分解・処理メカニズムの解析と制御技術（NEDO2002-2006）

●バイオマスエネルギー等高効率転換技術開発（NEDO2004-2010）

＜プラスチック有効利用高度化事業（METI）＞

●セルロース系エタノール革新生産システム開発事業（NEDO2009-2013）

●バイオ燃料製造の有用要素技術開発事業（NEDO2013-2016）

●グリーンサスティナブルケミカルプロセス基盤技術開発（NEDO2009-2013）

●非可食性植物由来化学品製造プロセス技術開発（NEDO2013-2019）

●海洋生分解性プラスチックの社会実装に向けた技術開発事業（2020-2024）

生分解
関連

バイオ燃
料関連

化学品
関連

海洋生分解関連

■関連戦略（2019）
・海洋生分解性プラスチック開発
・導入普及ロードマップ
・海洋プラスチックこみ対策アクションプラン

●革新的プラスチック資源循環プロセス技術開発（NEDO-CE部担当2020-2024）

●長期海洋生分解性プラスチック評価技術
開発事業（NEDO FY2025-2029）

●G7札幌 気候・エネルギー・環境大臣会合(2023)
大阪ブルーオーシャンビジョンの10年前倒し

●Eu政策(2022)・包装と包装破棄物についての規制・改定案及びバイオプラスチックについて

●プラスチック資源循環法成立・施行(2022)

（本事業・類似事業）

○（内閣府）ムーンショット型研究開発事業/2050年までに、地球環境再生に向けた持続可能な資源循環を
実現（クリーンアース） 海プラ関連研究（NEDO FY2020ｰ2029）

●海洋プラスチックごみ問題を解決する海洋分解性プラスチックの技術開発（NEDO先導2019-2020）

連携

●SEALIVE (Eu資金：プラゴミ対策での新しい生分解プラや実装実験）(2020-5年間)



1. 意義・アウトカム（社会実装）までの道筋 (1)アウトカム達成までの道筋

アウトカム達成までの道筋
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2020          2024           2026   2030                  2040

本事業

構築

データ
収集

海洋生分解認証システム
認証による信頼性担保

大阪ブルー・オーシャン・
ビジョン (2040)

新たな海洋プラごみゼロ

研究開発項目②

製品素材開発 実用製品
開発

海洋生分解性製品販売

海
洋
生
分
解
性
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
製
品

市
場
導
入
促
進
の
社
会
シ
ス
テ
ム

製
品
製

造
企
業

ISO審議

ISO

発
行

分析業務受託

標準化団体
ISOTTC61/
SC14/WG2

分析機関

認証機関
日本バイオプラ
スチック協会等

研究開発項目①

運営

＜アウトカム目標＞
①国際標準化に向けたISO策
定に繋げ、2030年の国際的
な市場拡大の足場する。
②海洋生分解性樹脂製品20
万トン/年の国内市場創出。

海洋生分解性に係る認証制度を活用した新素材・新製品
の市場導入シナリオ

＜背景＞
・プラスチック資源循環戦略 (2030)
バイオマスプラスチック200万トン導入
（一部を生分解性プラスチックに置換）



1. 意義・アウトカム（社会実装）までの道筋 (2) 知的財産・標準化戦略

知的財産・標準化:オープン・クローズ戦略

14

非競争域 競争域

公
開

・一般的分析技術・手法を活
用して得た、当該研究開発項
目の評価・解析手法等

・標準化する評価法の周辺
技術（更なる高精度手法や
簡易迅速評価等）

非
公
開

・高分子合成、樹脂素材作製、
製造装置等の実験条件データ

・新規高分子／新規海洋生
分解性化合物
・新規樹脂素材・組成
・新規製造方法等
・製品（高分子化合物・樹
脂素材）毎の技術情報

プロジェクト成果（技術）のオープン／クローズ戦略

非競争域

学会・論文・講
演会、展示会

等

積極的
に公開

・研究開発項目①（国際標準のための）評価手法開発においては、基本的には特許出願しない方針。

・研究開発項目②（新素材開発）は、各実施者の独自技術で進められており、早期特許出願を行った後、
学会・論文・講演会等により成果を積極的にアピールし、顧客獲得・普及へと繋げる。

競争域

特許出願

成果アピール
ISO提案

権利化

ノウハウ



1. 意義・アウトカム（社会実装）までの道筋 (2) 知的財産・標準化戦略

標準化戦略

15

JBPA技術委員会 プラ工連SC14委員会 WEB会議、メール依頼 WG2、2-3年

海洋生分解性プラスチックに係るISO規格を審議する体制

国際 国内

ISO/TC61(プラスチック)/

SC14(環境側面)/WG2(生分解度)

SC14議長

投票権が有る参加国 Participating Members

投票権が無い参加国 Observing Members

事務局：DIN(独)

WG2コンビーナ 研究開発項目①の開発責任者

採決ルール：棄権を除く2/3以上＋積極的賛成5票以上

ISO/TC61

SC14国内審議団体：日本プラスチック工業連盟

SC14委員会委員長WG2の国内審議は、「日本バイオプラスチック
協会（JBPA) 技術委員会」が実施。

JBPAが、国際標準化のための経産省委託費 省エネルギー等国際
標準開発 「海洋生分解性プラスチックに係る技術評価手法の国際
標準化」（2020-2022年度）及び、経産省委託費 同上費目
「海洋生分解性に係る微生物量の評価法の国際標準化」
（2023‐2025年度）をそれぞれ受託

ISO規格を審議するプロセス

①
素
案
作
成

②
国
内
コ
ン
セ

ン
サ
ス
形
成

③
国
際
提
案
予

備
検
討

④
国
内
審
議
委

員
会

⑥
国
際
コ
ン
セ

ン
サ
ス
形
成

⑤
予
備
提
案

⑦
新
規
提
案 N

P

⑧国際審議

最
終IS

O

案

F
in

a
l D

IS

IS
O

案 D
IS

委
員
会
案 C

D

作
業
原
案 W

D

⑨
発
行

JBPA技術委員会 ISO/TC61/SC14/WG2 国際投票(2/3賛成、５カ国積極賛成)
＊)：NEDO_2022年度研究評価委員会「海洋生分解性プラスチックの社会実装に向けた技術開発事業」（中間評価） 分科会資料6-1のから抜粋して加工

＊)



1. 意義・アウトカム（社会実装）までの道筋 (2) 知的財産・標準化戦略

本事業の標準化戦略
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・実海域生分解試験方法の開発
日本近海でのフィールド試験が実現可能な、安価で簡易的生分解評価が可能な実海域海洋生分解性試験方法
・実験室生分解加速試験法開発
実海域とラボ試験の対比による、データのばらつきを最小限化し再現性のある加速試験法の開発

本事業による研究開発

国内コンセンサスの醸成

・製品開発を促進する観点
NEDOプロジェクト推進委員会、産総研「海洋生分解性プラスチック標準化コンソーシアム」、日本バイオプラスチック協会（JBPA）との議論
・社会実装を促進するプラットフォームとしての観点
分析機関（易分析性）、認証機関（JBPA等との認証の可否）との議論
・研究開発へのフィードバック

国際コンセンサスの醸成

・過去の海洋生分解プラスチックのISO規格化（ISO22403等）のプラットフォーム（PF）活用
主要メンバーに対するロビー活動
評価PFが整備されていない国への技術指導を通しての啓蒙活動
・研究開発へのフィードバック

・次ページに示すように、海洋生分解性プラスチックのISO規格化に関わるプラットフォーム（PF）を形成

標準化プラットフォームの構築

・研究開発促進
・受託分析機関等によるISO評価法の活用
・製品市場導入企業の製品への市場に対しての信頼性の付与
・認証プラットフォーム構築（関連団体との協議をとおして、認証システムの構築）

ISO規格を活用した社会実装促進

2020-2024年度

2020年度

2020年度-

2021年度-

2025年度-



1. 意義・アウトカム（社会実装）までの道筋 (2) 知的財産・標準化戦略

知的財産管理
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本プロジェクト：「知的財産及び研究開発データの取り扱いについての合意書」

（概要）
・知財運営委員会を設置
→知的財産及び研究開発データの取扱いについての審議決定
出願により権利化し又は秘匿する必要があるか否か、審議決定

・技術情報の第三者に対しての開示・漏洩禁止
・知財権は委託事業の場合はバイドール制度の対象とし、助成事業の場合は、実施者帰属とする。
・知財権実施等に対する障害の排除
・プロジェクト参加者は、非参加者よりも有利な条件で知財権を使用

経済産業省：「委託研究開発」における知的財産マネジメントに関する運用ガイドライン」
NEDO ：「NEDOプロジェクトにおける知財マネジメント基本方針」



＜評価項目２＞目標及び達成状況

（１）アウトカム目標及び達成見込み

（２）アウトプット目標及び達成状況

18



報告内容

３．マネジメント

２．目標及び達成状況

1．意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋

• 実用化・事業化の考え方と
 アウトカム目標の設定及び根拠
• アウトカム目標の達成見込み
• 費用対効果
・本事業における研究開発項目の位置づけ
•  アウトプット目標の設定及び根拠
•  アウトプット目標の達成状況
•  研究開発成果の副次的成果等
•  特許出願及び論文発表

ページ構成
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※本事業の位置づけ・意義 
(1)アウトカム達成までの道筋
(2)知的財産・標準化戦略

(1)実施体制
※受益者負担の考え方 

(2)研究開発計画

(1)アウトカム目標及び達成見込み
(2)アウトプット目標及び達成状況



2. 目標及び達成状況 (1) アウトカム目標及び達成見込み

実用化・事業化の考え方とアウトカム目標の設定及び根拠
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「実用化」の考え方
研究開発項目①において、
海洋プラスチック廃棄物の削減に寄与する、既存あるいは新たに開発された海洋生分解性樹脂を用いた製品の開発や市場導入を促進するために、海

洋生分解性メカニズムに裏付けされた短い試験期間で精度が高い海洋生分解性評価法・試験法を国際標準化団体ISOに（関係団体と共に）提案し、
国際標準規格として発行されることを実用化と定義する。

「実用化・事業化」の考え方
研究開発項目②において、
当該研究開発に係る新技術・新素材が海洋生分解性プラスチック素材として、新製品やその製造方法に適用されることで、社会的利用(顧客への提供

等)が検討開始されることを実用化と定義し、さらに、当該研究開発に係る新技術、製品、商品、サービス等の販売や利用により、企業活動(売り上げ等)
に貢献することを事業化と定義する。

アウトカム指標 アウトカム目標

2027年度 ISO発行数 ・海洋生分解樹脂の生分解試験法について１件以上

2030年度 生産量/CO2削減量 ・新たな海洋生分解性プラスチック創出量20万トン／CO2削減量:56万トン/年

（設定理由・根拠・計測方法）
・2024年度にまでに実海域簡易生海洋生分解試験方法やラボ加速性生分解試験方法について、１件以上のISO新規提案を行っていると想定。国
際審議を経て、2025年度以降に１件以上のISO発行を目標とする。ISO発行に並行して、海洋生分解性プラスチック製品の普及促進のため認証化を
推進することで、2030年に新たな海洋生分解性プラスチックが20万トン／年創出されると想定。
・CO2削減量については、新たな海洋生分解性プラスチックの創出量に対応した汎用プラスチック焼却時のCO2が削減できるとして算出した。炭素排出係
数は2.78t-CO2（温室ガス総排出量算出方法ガイドラインVer1.0、H29/3環境省政策局環境計課より）、また、本事業の評価手法を活用して「新
たな海洋生分解性素材・製品２0万トン」を生産する目標として、56万トン/年のCO2が削減されるとした。



2. 目標及び達成状況 (1) アウトカム目標及び達成見込み

アウトカム目標の達成見込み
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アウトカム目標 達成見込み 課題

国際標準化に向けたISO策定に
繋げ、2030年の国際的な市場
拡大の足場とする

・研究開発と並行してISO国際標準化活動により、ISO提案を3件達成。
うち、1件はISO発行（ISO）していること。分析機関の協力や認証制度
運用等の社会実装促進のためのプラットフォームを構築しており、本事業及
び本事業以外の企業による素材開発の加速により達成できる見込み。
＜提案内容のISO発行状況＞
１）アジア諸国で実施できる簡易フィールド試験法に係るISOを発行(ISO16636）
２）短期間（約半年）で、バラツキの少ないデータ取得が可能な、簡易ラボ試験法について、ISO
提案後国際審議終了（ISO/DIS 18957)。2025年度内発行される見込み
3）加速生分解試験法の加速の度合いを示す指標としての微生物量の測定法。2026年内に発行
予定。

・海洋生分解性製品市場導入促
進システムの確立と製品開発拡大
の推進（本システムにより素材開
発・製品開発の加速を実証）
・安全性評価手法の国際標準化

2030年に新たな海洋生分解性
プラスチック、国内市場20万ｔ／
年を創出する

・目標とする製品としての物性を担保し、且つセルロース比同等以上の速い
海洋生分解性素材技術の開発ができ、一部は事業化に向けた取り組みま
で進んでいる。開発した一部の素材で認証（TÜV-OK biodegradable 
Marine）を取得済み。本事業で開発した素材についてニーズ調査も検討
され、実用化開発まで進めている。今後、本事業に係った企業だけなく、本
事業で構築した実用化に向けた評価手法の戦略（第三者分析機関によ
る評価受注等）に沿って、本事業以外の企業の海洋生分解性新素材・
新製品の開発が加速されていくことで、新たな海洋生分解性プラスチックの
普及（2030年国内市場20万ｔ/年）の達成を見込む。

・バイオプロセス量産手法の改良等
に低コスト化技術開発
・同上開発による、汎用プラスチック
製造に対するCO2削減の可能性
検討
・社会実装（製品拡大）へつなげ
る活動強化



2. 目標及び達成状況 (1) アウトカム目標及び達成見込み

費用対効果
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■ 費用の総額
約１７億円／５年間

➢普及効果１）

・国内市場２０万トン／年（２０３０年）

➢CO２削減効果
２）

・ CO２削減量として５６万トン／年（２０３０年）

１）「地球温暖化対策計画」に位置づけられる、「バイオマスプラスチック類の普及（2030年度バイオマスプラスチック国内出荷量197万t）」の
約1割をカバーすると、同時に「プラスチック資源循環戦略」に掲げられているマイルストーン 「2030年までにバイオマスプラスチックを約200万トン
導入」の約1割をカバーするもの。 （レジ袋・ゴミ袋、漁具・農業フィルムは2017年の２０万トンが置き換えになると想定）
・本事業（国費総額：約17億円）の中で開発した生分解評価技術は、試験期間の短縮や精度の向上、安全性の担保が見込まれる評価

方法となっている。これらの評価方法がISO規格として発行されれば、企業の海洋生分解性製品の開発期間の短縮や開発目標の設定・確認、
安全性確認に有効な方法となる。また、この評価方法を活用した認証制度が立ち上がれば、本事業の開発素材のみならず海洋生分解性製品
の社会実装も加速し、当該市場の創出（CO2ｰ56万トン/年相当削減）に貢献できると考えている。

２）カーボンニュートラル素材になると仮定し、汎用プラ焼却時のCO2が削減できるとして算出。
（炭素排出係数2.77t-CO2 :温室ガス総排出量算出方法ガイドラインVer1.0、H29/3環境省政策局環境計課より）



2. 目標及び達成状況 (２) アウトプット目標及び達成状況
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本事業における研究開発項目の位置づけ

海洋生分解性プラスチックの社会実装に向けた技術開発事業

大阪ブルー・オーシャン・ビジョンの目標達成の一助となり、同時に日本の生分解プラスチック技術開発の促
進とともに日本発の海洋生分解性プラスチックの世界的普及に貢献

研究開発項目①：海洋生分解性に係る評価手法の確立
・製品化を行うユーザーが共通して活用できる海洋生分解メカニズムに裏付けされた評価手法を確立する。

研究開発項目②：海洋生分解性プラスチックに関する新技術・新素材の開発
・海洋生分解性プラスチックの新技術・新素材の開発を行い新市場創出を図る。



2. 目標及び達成状況 (２) アウトプット目標及び達成状況

アウトプット（終了時）目標の設定及び根拠
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アウトプット指標 アウトプット目標*

最終目標
2024年度

研究開発項目①
ISO国際標準提案数

・製品化を行うユーザーが共通して活用できる海洋生分解メカニズムに裏付
けされた評価手法を確立し、国際標準化提案1件以上を行う。

研究開発項目②
②‐1:新技術・新素材の実用化開発数
②‐2:新素材の実用化・事業化に向けた開発実績数（コスト
試算実績、安全性実証）（助成事業）

②-1:海洋生分解性プラスチックの新技術・新素材を1件以上開発し、実
用化の目処を付ける。
②-２:新技術、新素材の試作等により、コスト、機能等の面で、従来の汎
用プラスチックと比べて総合的に競争力があることを示す。

（設定理由・根拠・計測方法）
・これまでのISOの海洋生分解性評価手法のスペックでは、評価期間が２年と非常に長いこと、アジア諸国近郊の海での実証試験ができないこと、データのばらつ
きが大きいなど実用性に乏しくほとんど活用されていない（そのため、海洋生分解素材の社会実装が進んでいない原因になっている）。これらの評価法の信頼性
の確保のためには、多くのデータでの精度確認や生分解度を短期間で推測する必要がある。また、これらの方法が、グローバルに使用されるためには、ISO標準化
とともに、新たな海洋生分解性プラスチック開発の実績が必須である。
・このため、本事業のアウトプット指標としては、ISO標準化を視野に入れた評価法及び安全性試験法の素案の開発とその後の提案に結びつけること、また海洋
生分解性プラスチックの社会実装を加速するためのトリガーとなるべく、新技術・新素材を開発し、１件以上の実用化の目処を付けることとする。

*：研究開発項目毎の全体アウトプット目標に沿って、それぞれの実施者の研究開発のアウトプット目標を設定



2. 目標及び達成状況 (２) アウトプット目標及び達成状況

アウトプット（終了時）目標の設定及び根拠（TRL）
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◼ 本事業は、既存のISOの海洋生分解評価方法やこれまでの参画事業者の研究開発成果を活用して、世界中で安易に活用できる生分解性評価手法を開発す
るものである。従って、技術の開発段階～実証段階にあり、技術の開発段階、技術の実証段階、システムの試運転段階の開発が中心となる。TRL4~7を本提案
事業の目標と設定。

技術開発の相対的レベル TRL TRLの定義 本事業で取り上げている技術開発レベルの定義（目標）

システムの運転段階 TRL 9 想定される全ての条件で運転された実システム

システムの試運転段階

TRL 8 試験と実証を通じて完成し性能確認された実システム

TRL 7
フルスケールで、同様なシステムを現実的な環境において検
証しているレベル

・既存または開発した素材において、生分解試験サンプルを開発し、海岸
～海底（深海）に至る実海域でフィールド試験実施
・深海条件の評価システムを構築

技術の実証段階 TRL 6
工学規模で、同様なシステムを現実的な環境において検証
しているレベル

・開発した評価手法を用いて本開発素材の生分解試験を実施（開発し
た評価手法の有効性を実証）

・新たな樹脂を使って目的とする物性と生分解性を両立する素材開発

技術の開発段階

TRL 5
実験室規模で、同様なシステムを現実的な環境において検
証しているレベル

・既存の生分解性プラスチック素材を用いて、実験室での海水簡易生分
解性評価データ取得

TRL 4 実験室環境で、機器・サブシステムを検証しているレベル
・海洋生分解性素材開発において、高分子合成技術を用いて、樹脂の
分子構造を選定するための少量合成（スクリーニング）

実現可能性を示すための研究段階

基礎技術の研究段階

TRL 3
解析や実験によって、概念の重要な機能・特性を証明して
いるレベル

TRL 2 技術概念・その適用性を確認しているレベル

TRL 1 基本原理を確認しているレベル

US DOE Technology Readiness Assessment Guide（DOE G 413.3-4A 2011）及び「バイオプラスチック」分野の技術戦略 Ver.2.0(NEDO_TSC、2019)を参考に作成



2. 目標及び達成状況 (２) アウトプット目標及び達成状況

26

実施研究開発テーマ
最終目標目標

（2025年３月）
成果

（2025年3月）
達成度（見込み） 達成の根拠／解決方針

研究開発項目①：海洋生
分解性に係る評価手法の
確立（委託）

製品化を行うユーザーが共通して活用できる海洋生分
解メカニズムに裏付けされた評価手法 を確立し、国際
標準化提案 1 件以上に繋げる。 

・2023年度に3件目となる「微生物量の
測定法」のISO提案。1件目の「簡易
フィールド試験」（2025年4月）発行。
・分析機関で受託分析開始（2025年8
月）

◎
ISO3件新規提案（内1件発
行）のため大幅達成と評価

研究開発項目②-1(1)：
海洋生分解性を有する新
規な多糖類長鎖短鎖エステ
ル誘導体の研究開発（委
託）

・目的とする製品（エギ）に要求される物性をクリアし
たパラミロン／セルロース長鎖短鎖エステル誘導体から
なる生分解樹脂素材を開発する。

・曲げ強度50MPa、衝撃強度5 kJ/m2、
ガラス転移温度(Tg)100℃クリア
・新規開発した長鎖短鎖エステルを用いて、
釣具（エギ）や釣糸としての試作評価を
実施

○

・曲げ強度50MPa、衝撃強度
5 kJ/m2、ガラス転移温度
(Tg)100℃クリアしたため。
・上記物性を達成した新規海
洋生分解性素材で、エギを試
作し実海で実証（イカ釣り実
行）したため。

研究開発項目②‐1(2)：
エステルアミド骨格をベースと
する新規海洋生分解性樹
脂素材の開発（委託）

・エステルアミド骨格をベースとする新規海洋生分解性
樹脂素材の高効率合成システムを確立する。
・ニーズ・シーズ調査により、製品・用途を絞り込むととも
に、事業性を評価する。

・5 kg/Bへのスケールアップを完了
・サンプルワークを実施し、事業性評価。
成形など改良検討実施。

〇

量産仕様の合成システム構築
（5 kg/Bへのスケールアップを
完了）とPLAブレンドという新し
いニーズを確認したため。

研究開発項目②₋2：イオ
ン結合を有する海洋生分解
性プラスチックの実用化開発
（補助）

・イオン結合を有する海洋生分解性プラスチック素材の
試作設備において、目標となる製造コストのプラスチック
ビーズ代替素材の実用化試作品を1種以上提案する。
・海洋生分解度、溶解温度の目標を達成した海洋生
分解性付与添加剤を１種類以上開発する。

・プラスチックビーズ代替素材の量産工程
を施した試作を実施し、コスト試算を実施。
・海洋生分解度、溶解温度の目標を達
成した添加剤を２種類開発。100㎏/月
の量産工程確立

〇

・量産工程を確立したため。
・大量製造におけるコスト目標
を達成したこと、新規添加剤を
2種類実用化開発できたため。

アウトプット目標の達成状況



2. 目標及び達成状況 (２) アウトプット目標及び達成状況
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アウトプット目標の達成状況

海洋生分解性プラスチック製品製造
メーカー

分析機関

生分解又はバイ
オベース等認証

製品

ISO分析法

・対象製品

・サンプル調製法
・測定方法
・測定条件
・試験正当性条件
・報告

・対象製品、カテゴリー
・安全性要求事項
（懸念物質非含有、低毒性等）
・対象要求事項
（生分解度パスレベル
2年間で90%等）

・表示法

ISO要求事項

製造
マーク等で
認証表示

信頼性向上
（偽装品、
低性能品排除）

健全市場拡大

製品
サンプル

生分解、
バイオベース

データー

認証
許諾

試験機関
として承認

認証機関

日本バイオプラスチック協会提案
制度設計

下記システムに活用できる海洋生分解評価法を開発

https://www.iri-tokyo.jp/news/press-2025-08-21/

分析機関による評価受託を開始

規格の利活用による開発の促進



2. 目標及び達成状況 (２) アウトプット目標及び達成状況

研究開発成果の副次的成果等
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○本事業の素材開発成果の積極的アピール

・海洋生分解性新素材技術開発に係る若手人材育成強化

・本事業の成果論文（理研・日本触媒）がPolymer Journal 2024年 4月号の表紙に採用
・若手研究者・技術者を対象とした受賞実績

・ Improving the Marine Biodegradability of 
Poly(alkylene succinate)-based Copolymers 
（Polymer Journal 2024年1月掲載済／2024年4月号）

・ 第72回高分子討論会で優秀ポスター賞を受賞（2023年度）
・ 第1回韓日国際シンポジウムで優秀ポスター賞を受賞、第34回ポリマー材料
フォーラムで優秀ポスター賞を受賞（2024年度）
・ 第4回サステナブルマテリアル展に出展、新機能性材料展2025に出展（ポリ
マー粉末、フィルム等を展示し、若手研究者による説明）

若手研究者の育成強化（2040年を見据えた人材育成）



2. 目標及び達成状況 (２) アウトプット目標及び達成状況

特許出願及び論文発表
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2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 計

特許出願（うち外国出願） 8(6) 17(12) 13(6) 8(4) 7(4) 53(32)

論文 0 11 11 8 15 45

研究発表・講演 2 49 21 60 46 178

受賞実績 0 4 1 4 ２ 11

新聞・雑誌等への掲載 0 ４ 9 15 7 35

展示会への出展 0 3 2 5 1 11

ISO規格提案 0 1 1 1 0 3

ISO規格発行 0 0 0 0 1＊ 1＊

2025年3月31日現在
＊ISO規格発行は、2025年4月

特許出願及び論文発表実績（まとめ）



＜評価項目３＞マネジメント

（１）実施体制

 ※ 受益者負担の考え方

（２）研究開発計画

30



報告内容

３．マネジメント

２．目標及び達成状況

1．意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋

• NEDOが実施する意義
•  実施体制
•  個別事業の採択プロセス
•  研究データの管理・利活用
※予算及び受益者負担
•  目標達成に必要な要素技術
•  研究開発のスケジュール
•  進捗管理
•  進捗管理：事前/中間評価結果への対応
•  進捗管理：動向・情勢変化への対応
•  進捗管理：成果普及への取り組み
• 進捗管理：開発促進財源投入実績

ページ構成

31

※本事業の位置づけ・意義 
(1)アウトカム達成までの道筋
(2)知的財産・標準化戦略

(1)実施体制
※受益者負担の考え方 

(2)研究開発計画

(1)アウトカム目標及び達成見込み
(2)アウトプット目標及び達成状況



3. マネジメント (1) 実施体制

NEDOが実施する意義

32

・海洋プラスチックごみ問題は世界的な課題であり、本事業で研究開発を行って、イノベーションによる解決方法を
示すことは、社会課題解決に大きく貢献でき、極めて公益性が高い。

・海洋生分解性を示す素材は幾つか開発されているが、成形性等の製造・生産技術課題が大きく、実用化に結
びついていない。実用化意欲のある企業に対して委託事業で新素材開発や素材改良を進めるとともに、助成
事業で生産プロセスの改良等を進め実用化に結び付けることで、市場展開を加速させるインセンティブとなる。

・海洋環境下で適切な生分解を評価する手法は未だ途上で、その機能解明も十分ではない。市場の信頼性を
高めるためには、共通した評価方法の標準化が必要であるが、技術的ハードルも高いことから、国主導で民間
企業・大学・国研等が有する優れた技術・知見・ノウハウを集約して産学官が一体となって開発を加速させるこ
とが必要である。

・NEDOは先導プログラム(2019-2020)で「海洋プラスチックごみ問題を解決する海洋分解性プラスチックの技
術開発」において、当該技術の実現の可能性を示した（TR3）ことからも、本事業はNEDOが推進すべきである。

本研究開発は、いずれも以下の理由からNEDOが推進すべき事業である。



3. マネジメント (1) 実施体制

実施体制

33

PL:岩田 忠久(東大教授)

技術推進委員会

研究開発項目② （委託、助成）

「海洋生分解性プラスチックに関する新技術・新素材の開発」

国立研究開発法人産業技術総合研究所

独立行政法人製品評価技術基盤機構

静岡県環境衛生科学研究所

国立大学法人東京大学

国立大学法人愛媛大学

株式会社島津テクノリサーチ

研究開発項目②-1（委託）

(1)海洋生分解性を有する新規な多糖類長鎖短鎖
エステル誘導体の研究開発

(2)エステルアミド骨格をベースとする新規海洋生分
解性樹脂素材の開発

研究開発項目②-2（委託、助成）

「イオン結合を有する海洋生分解性プラスチックの開発」

研究開発項目① （委託）

「海洋生分解性に係る評価手法の確立」

日清紡ホールディングス株式会社（１）日本電気株式会社

（２）国立研究開発法人理化学研究
所・株式会社日本触媒

2020年度採択

②-1:新規化学構造を有する樹脂・新規
バイオ製造プロセス開発等による新技術・
新素材の開発

②-2:複合化技術等
による新技術・新素

材の開発

NEDO

2021年度採択 2020年度採択



3. マネジメント (1) 実施体制

60日以内

個別事業の採択プロセス

34

＜採択実績＞
■研究開発項目①（評価手法開発に係る全体提案及びその部分提案）について公募

2020年7月21日に採択審査委員会を開催。研究テーマ「海洋生分解性に係る評価手法の確立」（研究開発項目①の全体提案）を採択候補とし、契約
助成委員会において、国立研究開発法人産業技術総合研究所、独立行政法人製品評価技術基盤機構、静岡県環境衛生科学研究所、国立大学法人東京大学、
国立大学法人愛媛大学、株式会社島津テクノリサーチが採択事業者として承認された。

■研究開発項目②（海洋生分解性プラスチックに関する新技術・新素材の開発）について公募
2020年7月21日に「海洋生分解性プラスチックに関する新技術・新素材の開発」（研究開発項目②-1:新規化学構造を有する樹脂・新規バイオ製造プ

ロセス開発等による新技術・新素材の開発、②₋2：複合化技術等による海洋生分解性プラスチックに関する新技術・新素材の開発）について採択審査委
員会を開催。②₋2の研究テーマ「イオン結合を有する海洋生分解性プラスチックの開発」を採択候補とし、契約助成委員会において、日清紡ホールディ
ングス株式会社が採択事業者として承認された。尚、②-1については応募はあったものの採択候補をあげられなかった。

■研究開発項目②‐1について追加公募
2021年4月に研究研究開発項目②-1について、追加公募を実施。同年5月11日に採択審査委員会を開催。研究テーマ「海洋生分解性を有する多糖類長

鎖短鎖エステル誘導体の研究開発」（日本電気株式会社）および「エステルアミド骨格をベースとする新規海洋生分解性樹脂素材の開発」（国立研究開
発法人理化学研究所/株式会社日本触媒）を採択候補とし、契約・助成委員会において、日本電気株式会社、国立研究開発法人理化学研究所、株式会社
日本触媒が採択事業者として承認された。



3. マネジメント (1) 実施体制

研究データの管理・利活用

35

１）事業開始時に実施者がデータマネジメントプラン 兼 簡略型データマネジメントプラン（初版を作成）をNEDOに提出。
２）定期的にデータマネジメントプラン 兼 簡略型データマネジメントプランを更新する過程で、公開レベルがレベル３以上

のデータがある場合は、事業者の方針に沿って必要に応じてデータカタログ化する。
３）他者からデータ情報等の提供リクエストがあった場合には、NDA締結後、利活用の促進に向けた対応を行う。

本事業では
「委託研究開発におけるデータマネジメントに関する運用ガイドライン」（経済産業省 平成29年12月）
に沿って、海洋生分解性プラスチックの評価手法や生態毒性評価データに関する研究開発データを自己で利活用することの
みならず、社会実装促進を目指し、他者と共有し、共同での利活用を推進に務めた。

本事業においては、生分解試験、菌叢等の14件のデータをカタログ化（2023年）
https://www.nedo.go.jp/activities/tsc_data_catalog.html

研究開発成果
⇒論文等

https://www.meti.go.jp/policy/innovation_policy/datamanagement.html



3. マネジメント ※受益者負担の考え方（終了時評価においては評価対象外）

予算及び受益者負担

・研究開発項目①については、産学官で協力して取り組むべき基盤技術であり、委託事業として実施。
・研究開発項目②については、研究開発内容に応じて、委託事業として取り組むもの（研究開発項目②－1）と委託事業と助成事業
のフェーズを設けるもの（研究開発項目②－2）を設定した。研究開発項目②－1については、研究開発要素が多く、時間を要するハイ
リスクな基盤技術に関するものであり、委託事業として実施する。
・研究開発項目②－2については、委託事業と助成事業のフェーズを設け、フェーズ移行はステージゲートにより行い、事業化に向けた課題
は、企業の積極的な関与により推進されるべき研究課題として助成事業（ＮＥＤＯ負担率：大企業１/２、中堅・中小・ベンチャー企
業２/３）として実施。

研究開発項目 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 合計

研究開発項目①（委託事
業のみ）

委託
100％

205 215 209 168 184 981

研究開発項目②
(研究開発項目②-1:委託事業の
み）
(研究開発項目②₋2:委託事業/
助成事業)

委託
100％、
助成（補
助率
50％）

55 185

204

（うち助

成67）

176

（うち助

成47）

122

742

(うち助成

114)

合  計 260 400 413 344 306 1,723

（単位：百万円）

36



3. マネジメント (2) 研究開発計画

37

目標達成に必要な要素技術
研究開発項目①海洋生分解性に係る評価手法の確立

既存の海洋生分解試験法の問題点
• 実験室内の試験では、実験条件によるバラつきが大きい、また評価に必要な期間が最長2年と長い
• 実海域試験では、治具や地形の制限がある（日本近海で評価ができない）
• マイクロプラスチック等を含む生態毒性評価が不十分

海洋生分解性
プラスチック

実海洋生分解試験技術
試験サンプル評価技術

（重量変化）

ラボ生分解分解試験技術、
BOD試験技術

分解メカニズム解明

国際標準化

評価手法確立

材料構造解析技術（化学分
析）、微生物量・微生物種解析
技術、生態毒性評価技術

海洋ゴミ削減モデル（シミュレーション技術）



3. マネジメント (2) 研究開発計画

38

目標達成に必要な要素技術

研究開発項目②海洋生分解性プラスチックに関する新技術・新素材の開発

現状海洋生分解性プラスチック素材
問題点
• 海洋生分解性プラスチックの種類が少ない
• 性能のバリエーションが少ない
• 製造コストが高い

新規海洋生分解性
プラスチック/添加剤 等

樹脂生産技術開発
（バイオプロセス）

成形加工技術
コンパウンド技術、量産化技術原料（バイオマ

ス ）
製品

新素材開発

新技術開発

・有機合成技術
・高分子合成技術
・材料分析技術（有機分析）
・プラスチック物性評価技術
・生分解性評価技術
・プラスチック成形加工技術

新規海洋生分解性
新素材開発



3. マネジメント (2) 研究開発計画

研究開発のスケジュール

FY２０２０ ２０２１ ２０２２ ２０２３ ２０２４ ２０２５‐

研究開発項目①

海洋生分解性に係る評価手法

の確立

（委託）AIST、NITE

東大、静岡県、愛媛大、島津テクノ

研究開発項目②

海洋生分解性プラスチックに関す

る新技術・新素材の開発

②-1：新技術・新材料（委託）

（１）日本電気(株) （２）理研、

日本触媒

②-2：新素材・複合化

（委託・助成）日清紡HD

評価時期 ステージゲート 中間評価 終了時評価

予算（百万円）

助成率（1/2）

①205
②55
計260

①215
②185
計400

①209
②204

（うち助成67）

計413

①168
②176
(うち助成47)

計344

①184
②122
計306

実
用
化
・
事
業
化
に
向
け
た
取
組
み

Ｉ
Ｓ
Ｏ
化

暫定的な評価手法策定

（委託３年）

評価手法確立

（委託２年）

材料・素材開発

（委託２年）

新材料開発

（委託２年）

新素材開発

（委託2年）

②-1:
新規化学構造を有
する樹脂・新規バイ
オ製造プロセス開発
等による新技術・新

素材の開発

②-2:複合化技術等によ
る新技術・新素材の開発

素材実用化開発

（助成２年）

39



3. マネジメント (2) 研究開発計画

進捗管理

40

⚫ 年1回のNEDO主催の技術推進委員会で、外部有識者の意見を参考に開発計画の進捗状況を確認。事前書面
評価及びデスカッション、コメントを実施者にフィードバックし、研究開発の加速、修正に反映させた。2回目の技術推
進委員会から、開発した評価手法の利活用を推進するようコメントがあり、開発成果である公開レベル３以上のデー
タについては、データカタログ化を推進した（生分解試験、菌叢等の14件のデータをカタログ化（2023年））。ま
た、中間評価結果（指摘事項）を踏まえ、その対応状況について、2023年度及び2024年度の技術推進員会に
て報告し、アドバイスをいただくと共に、後半のプロジェクトの研究開発及びNEDOのプロジェクトマネジメントに反映。

⚫ 研究開発項目①に関しては4半期毎に幹事会・委員会等を開催、研究開発テーマ②-(1)(2)については、委員会や
月報、助成の研究開発テーマ②-2については委員会等の実施を強化、プロジェクトリーダーによるサイトビジットを行
い、技術指導を実施。

⚫ 研究開発項目②-2については、実用化・事業化の強化のため、ステージゲート審査委員会を設け、委託から助成へ
の移行を決定。

⚫ 研究開発の進捗状況や技術推進委員会での助言を踏まえ、研究開発項目②の実施者に対して加速予算による研
究開発の進捗をサポートした。



3. マネジメント (2) 研究開発計画

進捗管理（実績まとめ）

41

研究開発項目等 主な会議体・報告等 開催頻度 メンバー＊ 実績* 内容

全体 技術推進委員会 年１回 実、Ｐ、委、Ｎ 4回 NEDO推進部主催。外部委員による進捗状況の確認、修正・要改善事項提案。

①:海洋生分解性に係る評価
手法の確立

幹事会 原則毎月 実、Ｎ 30回 研究項目細目の代表者とNEDO担当者が集まり進捗状況、計画、課題共有。

全体会・推進委員会 年４回 実、外、（N） 18回
外部有識者12名による実施状況の共有。意見交換。

②ｰ1(1):海洋生分解性を有
する新規な多糖類長鎖短鎖エ
ステル誘導体の研究開発

PJ進捗会 毎月 実 3回 実施者間で研究開発進捗の状況報告。意見交換。

PJ推進委員会
4半期~半

期毎
実、Ｎ、外 4回

外部有識者、NEDOを招き、研究開発進捗の状況報告。意見交換。

月報 毎月 実、Ｎ 38回 研究開発進捗状況、問題点等をNEDOに報告。

②-1(2):エステルアミド骨格を
ベースとする新規海洋生分解
性樹脂素材の開発

PJ進捗会 １~2ヶ月
毎

実 10回 実施者間で研究開発進捗の確認・情報交換。

月報 毎月 実、Ｎ 38回
研究開発進捗状況、問題点等をNEDOに報告。

②-2:イオン結合を有する海洋
生分解性プラスチックの開発

PJ推進委員会 年４回 実、Ｎ、外 7回
外部有識者、NEDOを招き、研究開発進捗の状況報告。意見交換。

月報 毎月 実、Ｎ 26回
研究開発進捗状況、問題点等をNEDOに報告。

サイトビジット 随時 実、P、Ｎ 4回
研究開発内容の確認及び目標設定の妥当性を議論。実施計画書に反映。研究推進委員
会での実証現場訪問を含める。

ステージゲート審査委員
会

1回 実、Ｎ、審 １回
研究開発の成果状況と実用化・事業化の可能性を審査。委託から助成事業への移行を決
定。  

その他 予算検討（加速） 年１回 実、Ｎ 3回
2021年度に期中加速（9月）、2022年度に期首加速を実施（4月）、2023年度期中
加速（10月）

＊：メンバー 実：実施者、Ｐ：PL、PMgr、委：外部評価委員、審：外部審査委員、外：外部アドバイザー、Ｎ：ＮＥＤＯ

＊：実績：2020年8月～2025年３月31日まで



3. マネジメント (2) 研究開発計画

進捗管理：中間評価結果への対応

問題点・改善点・今後への提言 対応

1

・評価手法の確立には、水深で海水温、水圧や微生物の種類が異なる点、沈
降速度の影響など考慮すべき点も多いように思われ、沈降シミュレーション、深海
微生物のメタゲノム解析などの成果を活用し、生理学的、微生物学的な結果も
実証しながら、チーム間で連携し、利用しやすい最適な評価手法の開発を推進
することを期待したい。

・日本近海の5か所の水深の異なる深海（857ｍ～5,552ｍ）における生分解速度、サ
ンプル表面に付着する微生物の種類やメタゲノム解析などによる微生物学的な基礎データの
収集に成功した。
・水中での移流拡散、底泥への沈降・再浮上を考慮したプラスチック濃度解析モデルの開発
を行った。
・現在、耐水圧装置を用いて、実験室内で深海における分解性を再現できる試験法の開
発を、チーム全体で情報共有を行いながら推進している。

2

・欧州委員会でも「開放環境におけるプラスチックの生分解性」認証体系の検討
が進められており、ISOだけでなく、たとえば、SAPEAのようなコンソーシアムとの対
話・連携も期待したい。
SAPEA (Science Advice for Policy by European Academies)

・本事業のISO化のフレームワークの中で日本バイオプラスチック協会（JBPA）が、欧州等
の状況については会員企業を通して収集した。また、欧州バイオプラスチック協会（EuBP）
の年次会議等にはJBPAが出席し、日本の状況の報告とともに欧州の状況の把握に努めた。

3

・新素材の開発について、新規の構造や性質が示されたが、各素材の具体的な
使用目的・製品化などの例示・説得力は弱いとも感じられることから、社会の潜
在需要、あるいは新素材の活かし方などをさらに開拓していく体制の構築を期待
したい。

・NEDOマネジメントしてサスマ展に出展し、新たな用途の開拓に資する市場・ニーズ情報を
収集。材料商社との面談等を実施。
・事業者の事業化戦略のなかで、個別にニーズ調査を実施し、サンプル提供や顧客要望に
対応した。NEDOは、加速予算を付け顧客対応を促進した。

４
・今後は、新たに確立された評価方法を、新素材の評価に活用することによって、
評価手法の適用例を増やし、短期間評価により新素材開発の改良スピードを
上げ、両方の開発項目が社会実装に向け助け合うように進めてほしい。

・研究開発項目①で開発した評価手法を研究開発項目②の新材料・素材に適用し、生
分解性試験を実施し、実海域試験法や実験室加速試験法の両方で、その新評価法の有
用性を新素材でも確認できた。素材開発の事業者においては、事業終了後においても本
評価手法を活用して、生分解評価を実施中。
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進捗管理：中間評価結果への対応

問題点・改善点・今後への提言 対応

5
・これまでのクローズな研究から得られた成果について特許出願等を急ぎ、国内外での
ニーズの調査、新素材の特徴を活かせるシーズの探索によって、出口の可能性を広範
に求めていっていただきたい。

・素材開発の事業者から特許出願を実施。それに加えて展示会・学会等海外を含め積
極的にアピールを実施。特許出願した研究成果は、学会発表や展示会等で積極アピー
ルし他、且つ各実施者の実用化・事業化戦略に沿って調査を実施して広範な顧客ニー
ズ探索に繋げることができた。

６
・海洋に流出したプラスチックは、表層から深海・海底へと沈降していくため、より海洋
環境に近い評価手法に改良することを目標に、基礎研究を継続していってほしい。

1.の対応と並行して、沈降過程の環境条件を考慮した評価手法について実験系の構
築完成に向け基礎検討を行った。

7

・（国際標準化提案で肯定的な意見が大勢とのことであるが、国際的な動向につい
てあまり説明がなく、他国からの意見も今後予想され得ることから、）生分解性プラス
チックに対する国際的な規制・評価方法についてさらに情報収集、アピールの必要が
あると思われる。そのために、標準化に関わる国際会議やワークショップなどを開催する
ことなども期待したい。

・ISO/TC61(プラスチック)/SC14(環境側面)の年次会議を通して、バイオプラスチック
等の市場動向や研究開発状況を情報共有するシンポジウムを実施。今後、この会議で
本NEDO事業の成果を報告する予定。また、本年11月にバイオプラスチックや生分解プ
ラスチックに係る最大の国際会議（ISBP2025）に本事業の関連の複数件の研究発
表を行った他、EuBPの年次会議でも、JBPAの講演で本事業の成果を紹介予定。

８

・開発されたプラスチックやポリマーは、市場の受容性や経済性の面でやや実現性に懸
念があるようにも思われるため、経済性評価や原料関係のサプライチェーン、材料合
成法の再現性確立も視野に入れた検討も進めていただきたい。また、国内のみならず
国外でも、新たな最終製品など、海洋生分解性以外の機能によって実現可能となる
新たな機能などを活用できるユーザーの参画を図り、戦略のブラッシュアップ、具体的な
製品などへの利用例のアピールなどを進め、社会実装に繋げていっていただきたい。

・コスト試算も必要なため原料サプライチェーン、量産合成手法における再現性について
検討し、実用的な量産合成手法を選定した。
・実施者自身が外部と取り組むコンソーシアム活動でも課題を共有し、本NEDO事業以
外の新規用途（適用製品の拡大）に向けた検討を開始した。
・有望用途+パートナーを見出し、事業スキームの明確化と共にスケールアップを加速する
ため、実施者（企業）が各資材メーカーへのサンプルワークを実施した。
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進捗管理：動向・情勢変化への対応

＜参考＞「包装と包装廃棄物についての規則改定案及びバイオプラスチックについてのコミュニケーション概説（IGES）

・オープン環境での生分解性プラの使用は、削減、再利用、またはリサイクルが実⾏不可能な特定の用
途にのみ制限する必要性がある。具体的には、マルチフィルム等の農業用途、漁業用途など。

動向①_EU政策（2022年11月）

・EU policy framework on biobased, biodegradable and compostable plastics (2022年11月発表）

動向②_Ｇ7札幌気候・エネルギー・環境大臣会合（2023年4月）

・2040年までに追加的プラスチック汚染をゼロにする野心に合意
（大阪ブルー・オーシャン・ビジョンの10年前倒し）

https://www.meti.go.jp/press/2023/04/20230417004/20230417004.html

動向③_FADs（集魚装置）など規制の動き

海域 推進機関 規制開始時期

インド洋 IOTC 2027年迄に生分解素材の段階的義務付け

太平洋 WCPFC 早晩の生分解素材の義務化が予想されている

大西洋 ICCAT 審議中

■国際漁場での決められると、日本の漁船も義務化させられる可能性あり。
■石油由来のプラスチック排出が生態系、プランクトンの増減に影響を与えることが研究される。
■大西洋海域はOSPAR※による生態系を重視している。MSC漁業認証が無いと大西洋海域へ漁船が入れず、
漁が出来ない。MSC認証が無いとうウォールマートで魚を販売することも出来ない。
■ゴーストフィッシングに対する世界的な関心の盛り上がりが見られる。

・生分解素材の段階的使用義務が含まれる

魚群収集装置（FADｓ）イメージ
(FADs=Fish Aggregating Devices)

※OSPAR Convention／Convention for the Protection of the Marine Environment of the North-East Atla［同義］オスロ・パリ条約とも言う。北
東大西洋の海洋環境保護のための条約で、ベルギー、デンマークなど北東大西洋面する15カ国と欧州連合が締約国となり、1998年3月25日に発効した。

＜政策・規制動向＞

＜参考＞「令和4年度漁業系海洋プラスチックごみ削減対策報告書（水産庁）」

https://www.meti.go.jp/press/2023/04/20230417004/20230417004.html
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進捗管理：動向・情勢変化への対応

海洋
生分解

土壌
生分解
（→河川）

廃棄・
回収

6ヶ月以内で分解 数年かけて分解 10年又はそれ以上かけて分解
環境流出

処理

耐久性があり長期間で生分解する素材の評価
手法の確立

研究開発項目①:海洋生分解性に係る評価手法の確立
研究開発項目②：海洋生分解性プラスチックに関する新技

術・新素材の開発

廃棄・回収・リサイクル

回収困難な
シングルユース

製品
（パーソナルケ
ア用品等）

船舶塗料

船舶塗料
（塗装工程）

釣り糸、漁網の一部

人工芝充填剤

農業用資材：育苗用
ポット、単木保護材
温室用人工土壌等

タイヤ粉

生ゴミ袋
カトラリー

紙おむつ

漁網、ロープ、
ブイ

動向・情勢変化を踏まえ、プラスチック製品の海洋流出量について調査を実施し（次ページ）、大阪ブ
ルー・オーシャン・ビジョンの実現に向け研究開発強化が必要な製品群を抽出（マトリクス分析）

道路標示、建材表示材農業用資材
被覆肥料等

釣具(一部)

：本事業で目指してい
る製品群（2030年）

：本事業の研究開発項目

：動向・情勢変化に対
応し、2040年の大阪
ブルー・オーシャン・ビ
ジョン実現に向け、研究
開発強化が必要な素
材・製品群の抽出
（→2024年度に新規
事業の提案を実施）
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進捗管理：動向・情勢変化への対応

海洋プラごみ 推計暫定値[t/年]

投げ捨てごみ※ 1,300～2,100

漁具（漁網、ロープ、
ブイ等）

未公表（精査中＠環境省）

農業用資材※ ①59～2,000（被覆肥料）、②データなし（その他）

タイヤ摩耗粉※ 12,000

道路標示材※ 3,600～4,300  

建築塗料※ 120～2,300 

船舶塗料※ ①75～160（塗装塗膜の劣化）
②230～790（船舶への塗装工程に海洋流出）

人工芝※ ①240（パイル）
②540～2,700（充填材）

パーソナルケア用品※ 310~510

※データの出所）環境省「日本の海洋プラスチックごみ流出量の推計（2023年度）」から加工
https://www.env.go.jp/water/marine_litter/survey/estimates_plastic_waste_in_Japan.html

日本列島の「海岸漂着ごみ」分類：プラスチック製品の内、漁網など高耐久
性素材を使ったものが6割

※出典：環境省（2018）「中央環境審議会循環型社会部会プラスチック資源循環戦略小委員会（第３
回） 参考資料１「プラスチックを取り巻く国内外の状況＜第３回資料集＞」、環境省「海洋ごみをめぐる最近の
動向」https://www.env.go.jp/content/900543475.pdf

・海洋ごみの原因となっている素材（製品）およびその海洋流出量について調査
（2023年度環境省公開情報）

漁具や回収が困難な製品に至る様々なプラスチックが海洋に流出している

＜プラスチック製品の海洋に流出量推定値＞ （補足）

https://www.env.go.jp/water/marine_litter/survey/estimates_plastic_waste_in_Japan.html


3. マネジメント (2) 研究開発計画

47

進捗管理：成果普及への取り組み
生分解性プラスチックを海洋で分解する微生物２０株の提供を開始（2024年5月～）

https://www.nite.go.jp/nbrc/industry/plastic-waste/immersion-test/biodegrading-
bacteria.html

DBRP*への情報公開

*：DBRP（生物資源データプラットフォーム）とは微生物に関連する様々な情報を、「ワンストップ」で検索できるNITE
（NBRC）が2019年から運営する公開データプラットフォーム

https://www.nite.go.jp/nbrc/dbrp/dataview?dataId=PROJ0000400000006

情報更新日：2025年9月16日

・生分解性微生物菌叢特定のための解析及び加速試験法開発に資する微生物添加要素技術の開発において、国内4地域の
実海域における樹脂フィルムの浸漬試験から取得した環境データ、樹脂付着微生物叢データ、崩壊度データ、樹脂付着微
生物株の分類データのサブデータベースを一般公開（NITE）
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進捗管理：成果普及への取り組み

〇海水における生分解性製品の認証制度
（TÜV-OK biodegradable Marine）に
おいて、本事業の開発素材1件を登録。現在
世界で約90製品の認証のうち、25製品が日
本製で首位
・本事業の成果である、新たなISO発行・認
証を加えることで、海洋生分解性プラスチック
製品の世界市場をリードできるポテンシャルを
構築し、生分解プラスチック製品の開発事業
者やユーザーの増加による、日本発の生分解
プラスチックに係る研究開発力の強化に繋げ
る。

調査データ出所：
https://www.tuv-at.be/okcert/certified-products/

日本
25製品
（14社）

アメリカ
18製品

中国
14製品

英国
10製品

その他(10カ国）
計23製品

欧州のTÜV-OK biodegradable marine取得状況
（2024年9月10日時点の登録状況90製品をまとめたもの）

本事業の成果（素材）も含む
（研究開発項目②-2：日清紡ホー
ルディングス㈱）

・日本の海洋生分解性新素材技術・製品化に向けたアピール（日本のプレゼンス強化）
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進捗管理：開発促進財源投入実績

49

件名 年度
金額

(百万円)
目的 成果・効果

研究開発項目②新技
術・新素材開発促進

2021年度期中 13
国際競争力のある新技術・新素材の開発加
速

新規素材について4件のPCT出願を実施

研究開発項目②新素
材実用化開発促進

2022年度期首
33 新規樹脂およびそれを使った新素材開発加速

・3件の素材開発を実施
・素材の実用化に向けた評価開始

研究開発項目②新素
材の実用化開発促進

2023年度期中 11 サンプル作製、顧客ニーズ対応
・マーケティング活動開始
・生体毒性評価実施

事業2年目～4年目にかけ新技術・新素材開発に関して加速予算をつけ、実用化開発を促進



以上
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3. 目標及び達成状況の詳細 

3.1. 研究開発項目①：海洋生分解性に係る評価手法の確立 

 

テーマ名 海洋生分解性に係る評価手法の確立 達成状況 ◎ 

実施者名 

国立研究開発法人産業技術総合研究所、独立行政法人製品評価技術基盤機構、国立

大学法人東京大学、国立大学法人愛媛大学、静岡県環境衛生科学研究所、株式会社

島津テクノリサーチ 

達成状況の根拠 

開発した評価法を国際標準規格である ISO として、3 件提案することができた。その

うちの 1 件は、2025 年 5 月に発行し、その他の 2 件も、新規提案が認められ、国際

審議中で、1，2 年以内に発行予定である。①ISO 16636 簡易実海域フィールド分解

試験（2025 年 4 月発行）、②ISO/DIS 18957 実験室内加速海洋生分解試験（国際審

議中）、③ISO/CD 23292 海洋生分解における微生物量の測定法（国際審議中）。 

●背景・目的・プロジェクトアウトカム目標との関係 

2015年頃から、海プラごみの問題が深刻化し、そのモニタリングなどの調査事業が実施されてきた。2018

年にウミガメの鼻からストローを引き抜く痛々しい動画が世界中に拡散し、また、このまま海プラごみが

増え続けると魚の量を超えるとの報告もされ、海プラごみ問題が顕在化した。日本では、この問題を世界

にリードして取り組むことを、2019 年に開催された大阪 G20 サミットで、大阪ブルー・オーシャン・ビ

ジョンとして「2050 年までに新たな海プラごみゼロ」（その後 2040 年に前倒し）を提言した。その解決

策の一つとして、海洋環境中に漏出する可能性のある製品の海洋生分解性樹脂による製造、代替が示され

た。それらの樹脂、製品の開発の支援、信頼性の担保による社会実装を加速化するために、海洋生分解の

評価法その開発が必要となった。本 NEDO プロの目的は、評価法の ISO 提案に繋げることである。日本か

らの ISO 提案には、国内コンセンサスの醸成が必要であるが、本 NEDO プロに協力して頂いた業界団体で

ある「日本バイオプラスチック協会」を通して、国内コンセンサスの醸成、日本提案を円滑に行うことが

できた。また、ISO 発行後はこれらの評価法の活用が重要である。開発企業が独自に製品開発の指標とし

て、ISO 評価法を利用することもできるが、さらなる活用には、第 3 者である受託分析機関等による、国

内実施が可能な評価法である必要がある。発行した ISO 16636 簡易実海域フィールド分解試験は、本 NEDO

プロで、フィールド分解試験の条件設定、データ収集を行った再委託先の公設試の一部では、分析の受託

の準備を行ってきた。その結果、東京都が本年 9 月より、当該 ISO 試験の受託分析を開始した。これによ

り、国内企業の利活用が進むことが期待される。今後は受託できる機関が増加することと、この結果を用

いた認証制度等への活用を期待している。実際に、日本バイオプラスチック協会は、2023 年より、「海

洋生分解識別表示制度」を実施しており、現在では、まだ、本 NEDO プロの ISO は採用されていないが、

活用できるよう検討していく。 

 

●アウトプット目標 

製品化を行うユーザーが共通して活用できる海洋生分解メカニズムに裏付けされた評価手法 を確立し、

国際標準化提案 1 件以上に繋げる。 

 

●実施体制 

＜2020 年度から 2022 年度まで＞ 

委託先（再委託先）：国立研究開発法人産業技術総合研究所（大阪産業技術研究所、滋賀県東北部工業技

術センター、広島県西部工業技術センター、愛媛県産業技術研究所）、独立行政法人製品評価技術基盤機

構（岩手大学、広島大学、島根大学、鹿児島大学）、国立大学法人東京大学（国立研究開発法人海洋研究

開発機構）、国立大学法人愛媛大学、静岡県環境衛生科学研究所、株式会社島津テクノリサーチ 

＜2023 年度から 2024 年度まで＞ 

委託先（再委託先）：国立研究開発法人産業技術総合研究所（大阪産業技術研究所、滋賀県東北部工業技

術センター、広島県西部工業技術センター、愛媛県産業技術研究所、石川県立大学、千葉工業大学）、独

立行政法人製品評価技術基盤機構（島根大学、鹿児島大学）、国立大学法人東京大学（国立研究開発法人

海洋研究開発機構）、国立大学法人愛媛大学、静岡県環境衛生科学研究所、株式会社島津テクノリサーチ 

 

●成果とその意義 

全体は、「達成状況の根拠」に記載の通り。各研究項目における成果は下記の通り。 
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3.1.1. 研究項目①-1 実験室内における生分解加速試験法の開発（新規評価法の開発） 

 

研究項目①では、ISO 提案した「加速試験法」の国際審議を進捗させた。バイオマスカーボンの定量に

よる短期間評価法を開発した。海底砂泥の前処理法、深層水による評価法の開発を行った。 

②では、構造因子（自由体積、結晶化度、分子量等）の海洋生分解との相関検討し、材料設計の指針と

した。圧力容器による深海の生分解の模擬を検討した。分解中間体、吸脱着の検知測定法を確立した。 

③では、日本各地の海水中の菌叢と海洋生分解の相関を検討した。各種樹脂の嫌気性分解の日本各地の

海底泥で実施した。超加速のための分解菌カクテルを作成した。微生物量の測定法を ISO 新規提案した。 

④では、新規提案した ISO16636を 2025年 4月に発行させた。2025年 9月に東京都産業技術センターで

の試験実施受託可能になった。深海での生分解性樹脂の微生物分解を実証した。 

⑤では、化学物質審査法の高分子化合物に使われている安定性試験のサンプル調製方法を参考にして、

反応時間、添加量などを改変することで生分解性プラスチックにも適用できる生態毒性試験の素案を作成

した。 

⑥では、東京湾マクロプラスチックマスバランスモデル、濃度解析モデルを開発した。富山県小矢部川

での被覆肥料カプセル由来の濃度、東京湾ではマイクロプラスチック濃度を観測し、モデルの妥当性を検

証した。海プラごみの低減効果を定量的に評価した。 

成果の意義は、①、③、④の成果により、ISO 新規提案することができた。④の成果により、著名な英

文雑誌に「深海における微生物による生分解樹脂の生分解を実証」することができた。学術的には、実際

の深海での分解は、単なる崩壊ではないかとの懸念があり、そうではなく、実際に微生物により生分解し

ていることを実証したことは、非常に有意義である。②の成果により、生分解樹脂設計の指針や分解過程

の中間生成物の検知できるようになり、生分解の環境に与える影響をより詳細に検討することができるよ

うになった。⑤の成果により、既存の ISO 法では、不明瞭であった分解物の生態毒性試験法の素案を作成

することができた。⑥の成果により、海プラごみの削減効果を、具体的な条件設定により推測することが

でき、今後の海洋生分解性樹脂の社会実装のための基礎データとなることが期待される。 

 

●実用化・事業化への道筋と課題 

 本 NEDO プロの「実用化・事業化」は、成果としての評価法の ISO 国際標準の提案・発行であるが、す

でに提案した 3 件のうち、1 件は発行し、その他の 2 件の発行への国際審議は、特段課題なく進行すると

考えている。ただ、これらの評価法の規格がグローバルに活用され、海洋生分解性樹脂の社会実装を加速

するためには、いくつかの課題がある。以下は、本プロジェクトの範囲外で、参考情報となる。具体的に

は、これらの評価法を多くの海洋生分解樹脂の開発企業の開発のためのツールとして使って頂き、多くの

樹脂開発に寄与することを期待したい。ただ、開発された樹脂の社会実装が加速するためには、第 3 者で

ある受託分析機関等が当該 ISO 評価法を採用して頂き、多くの結果を発信し、その結果を活用した認証制

度等が運営されることを期待したい。これらの社会実装のためのプラットフォームを構築していかなけれ

ばならない。 

 

●期間・予算 
(単位:百万円) 

2020FY 2021FY 2022FY 2023FY 2024FY 

 

205 

 

215 

 

209 

 

168 

 

184 

●特許出願及び論文発表 

特許出願 論文発表 発表・講演 雑誌掲載 その他 

2 件 39 件 165 件 22 件 8 件 

テーマ名 実験室内における生分解加速試験法の開発 達成状況 ◎ 

実施者名 国立研究開発法人産業技術総合研究所 

達成状況の根拠 

実験室内好気的生分解加速試験法を開発して、ISO に提案し、DIS 18834 にまで審議

を進め、2025 年度までの発行にめどを立てた。 



 

61 

●背景・目的・プロジェクトアウトカム目標との関係 

海洋での生分解性を評価する適切な標準法の整備が遅れていたため、従来の生分解性プラスチックは活

性汚泥やコンポスト化分解など、陸域での生分解を想定した手法で生分解性が確認されており、海洋での

生分解が確認されているものはほとんどなかった。ISO などで海洋生分解の標準法が整備されつつある

中、欧州を中心にその運用、評価に対してかなり厳しい姿勢が見られ、試験期間が 2 か年に渡るような厳

しい試験法が検討された。そうしたことから、長期にわたる厳しい生分解性試験をする前に実施可能な、

「生分解性を有する樹脂のスクリーニング」および「迅速な樹脂の生分解性の簡易判定できる加速試験

法」が求められた。そこで、本研究項目ではラボレベルでの海水生分解加速試験法（好気的条件）の開発

を目的として、操作法、手順、試験条件の観点から、生分解に関与する各種因子を明確にし、だれでも簡

便に短期間で生分解性評価ができる手法の開発を目指す。 

また、海洋プラスチックの一部は沈降するため、海底や一部の海中で見られる嫌気条件下においても生

分解性樹脂が分解されるかどうかの評価も必要である。そこで本研究項目において、日本各地の標準的な

沿岸域から海底の底泥サンプルを採取し、海底環境を模擬した嫌気状態においても生分解するかどうかに

ついて実証試験を実施し、その評価手順を確立するとともに、異なる沿岸域によって嫌気条件下での生分

解能力にどの程度の違いが見られるのかを評価する。 

 

●アウトプット目標 

海洋生分解性材料の開発、普及を迅速化するために、どこの天然海水を用いても同じように試験が可能

で、試験結果にばらつきが少なく、短期間で試験な好気的海水生分解手法を開発して、国際標準(ISO)と

て提供する。また、各海域における嫌気的生分解能力とそれを担う微生物群のマップ化を試みる。 

 

●実施体制 

産業技術総合研究所バイオメディカル研究部門（大阪府池田市）及び生物プロセス研究部門（北海道札

幌市、茨城県つくば市）にて実施。 

 

●成果とその意義 

新規海水生分解加速試験法は、樹脂が生分解される際に発生する CO2 量もしくは消費される酸素量の計

測をベースとして、試験温度、試料濃度、攪拌、無機栄養源量を最適化した。さらに生分解の加速のため

海水の活性化について検討した。海水の活性化には生分解の主体である海水微生物の菌数と菌の多様性が

重要であり、これらを強化する手法として 1.初発海水に有機栄養源を添加し海水微生物を増やす、2.海

水中の微生物の大半は 0.2μm より大きいため、海水を 0.2μm のフィルターでろ過し、捕集した微生物を

海水中に戻すことで微生物濃縮、菌数を増やす、3.異なる場所の複数の海水を混合し、海水中の微生物の

多様性を大きくする、4.セディメント（海底土、海砂）表面の微生物を引き剥がし、海水中に加えて、菌

数と菌の多様性の両方を増大させる、の 4 つの方法を考案し有効性を評価した。有機物の添加は菌数増大

に効果があったが、含窒素有機物を添加した海水のみがラボ BOD 生分解試験の加速に有効であった。セ

ディメントによる海水の前処理法では、セディメント表面上は海水とは異なる微生物環境であるので菌叢

も異なるため、両者の混合は菌叢構造の多様化と菌数増大の両方に有効であるが、セディメントに含まれ

る有機物成分の持ち込みはノイズとなって測定精度を下げる要因になる。そこで海水とセディメントを合

わせて、超音波処理し、セディメント表面の微生物だけ海水中に引き剥がし、海水上清を使うことで有機

物の持ち込みを押さえる手順を作成、その効果を調べた。セディメントによる前処理は一定の効果がある

が、海水ブランクの BOD 値を増大させるので用いるセディメント量には制限を設けるべきである。海水の

活性化にはいくつかの方法を適宜組み合わせることが有効である。 

ラボ生分解加速試験を開発し、国際標準法として提案し、審議が進められているが、その加速度合いに

ついて定量的表現についても検討した。加速倍率は生分解率 50%に達するのに要する日数と、試験開始 10

日後に示す生分解率の 2 つを指標として未処理の原海水での試験に対してペプトン添加、無機窒素、リン

添加した試験の結果を対比したところ、前者指標で 5-20 倍、後者で 2-6 倍の加速を示した。後者は初期

生分解速度の比として位置付けられるがカーブの立ち上がりに要する時間（馴致期間）が長いとその比に

影響するし、一方で、前者は生分解に要する日数の目安になるが、樹脂の生分解に伴うバイオマス化が進

むとその影響が大きくなるなど一長一短の指標ではあるが本手法による生分解の加速を確認することがで

きた。また、そのデータのばらつきも原海水に比べて活性化海水による生分解試験で半分から 10 分の一

程度にまで小さくなった。本手法の淡水や海洋深層水への適用についても可能であることを確認した。 

生分解性の試験方法はラボ試験であり、その測定は樹脂が完全に生分解されて生成する二酸化炭素もし

くは消費される酸素量(BOD)の定量によるが、生分解過程において樹脂中のカーボンが速やかに二酸化炭

素に変換せず菌体成分として滞留することがある。こうした場合、二酸化炭素の発生量の視点からは生分

解の進行が滞るように見えるが、樹脂は生分解され、バイオマス化（菌体成分化）されている。この状態

を生分解として扱うことにより試験期間を大幅に短縮することが可能である。そこで、二酸化炭素生成に
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3.1.2. 研究項目①-2 実験室内における生分解加速試験法の開発（生分解性評価法条件の

最適化）    

 

基づく従来の生分解度とバイオマス化カーボン量の合算をカーボンフローに基づく全生分解度として評価

する方法を考案し、提案中の ISO に盛り込んだ。こうした評価法は今までには試みられなかった画期的な

アプローチである。一連の海水を用いたラボ加速試験及び終了後のカーボンフロー分析がだれでも実行可

能であることを確認するため、外部機関 2 機関にて一連の操作、分析を依頼したところ、両機関において

良好な結果が得られた。 

 嫌気生分解試験においては実験系の構築を推進した。大阪、神戸、広島、島根、鹿児島、石狩湾、秋

田、横須賀、和歌山の９地点から海底泥土試料を採取した。樹脂としてポリ３-ヒドロキシブチラート

（P3HB）、ポリε-カプロラクトン（PCL）、ナイロン 4（PA4）、酢酸セルロース、ポリ乳酸（PLA）を添

加して試験を開始し、ガスの生成量や組成を測定した。広島、島根、鹿児島からの底泥試料は NITE から

提供を受けた。培養条件を検討し、温度 25℃、縦置き 100rpm、人工海水＋無機栄養塩＋酵母エキス培地

を最適条件として設定した。この条件において９地点から採取した海底泥土に５種類の樹脂を添加し、３

連で１〜２年以上の長期に渡り培養した。その結果、P3HB、PA4 を添加した培養物では樹脂の嫌気分解に

よるガス生成が確認され、その生成速度や生成量が採取地点によって異なること、また、場合によっては

３連培養物の中でもガス生成の挙動が異なることが明らかとなった。培養途中、ガスクロマトグラフによ

りメタンガスを定量して理論値に基づく分解率を試算したところ、P3HB では 0.5%以下と低い傾向にあ

り、樹脂の分解による有機酸等の代謝産物が培養物内で蓄積することによる pH 低下が生分解の阻害要因

であることが示唆された。それを確かめるために培養物に含まれる有機酸成分を HPLC により分析したと

ころ酢酸や酪酸の蓄積が確認された。これらの結果から、生分解率を正確に評価するために有機酸を定量

する必要があることに加え、有機酸生成の影響をできるだけ低減できる試験方法の確立が必要であること

が示唆された。今後、培養条件や培地組成を検討するとともに、優占微生物群が有する樹脂分解関連遺伝

子の探索を実施するなどして、嫌気環境における生分解樹脂の分解に関与する微生物を特定することを試

みる。 

 

●実用化・事業化への道筋と課題 

好気的海水生分解加速試験法はISOとして提案し、2025年10月の国際審議を経て最終段階のFDIS 18957

に移行する段階であり、1年以内の ISOとしての発行が見込まれる。本手法は JBPAのマーク制度取得に必

要な ISO 18830 や ISO 19679 試験を行う前のスクリーニング手法として有効であり、データ蓄積の裏打ち

ができた段階で認証制度にも直接適用できる手法となることが期待される。また、長期生分解性を評価す

るための手法としても期待される。 

また、嫌気的海水生分解試験ではメタン等ガス成分に加えて有機酸成分の生成を確認しており、今後、こ

れらの分析項目を取り入れた嫌気生分解評価法を ISO 化するための検討を実施する予定である。 

 

●期間・予算 
(単位:百万円) 

2020FY 2021FY 2022FY 2023FY 2024FY 

 

15 

 

14 

 

14 

 

16 

 

21 

●特許出願及び論文発表 

特許出願 論文発表 発表・講演 雑誌掲載 その他 

0 件 5 件 24 件 0 件 1 件 

テーマ名 
実験室内における生分解加速試験法の開発（生分解性評価法条

件の最適化） 
達成状況 〇 

実施者名 静岡県環境衛生科学研究所 

達成状況の根拠 

内海及び外海の海底砂泥・海水を用いた生分解度評価試験において、試験に影響す

る因子を明らかにし、精度が安定する方法を提案した。また、加速試験法開発や深

海分解性の評価法開発等と連携し、適用性を評価した上で、新規に開発された素材

の生分解度評価を行い、本手法の有効性を確認した。 
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●背景・目的・プロジェクトアウトカム目標との関係 

 現在、海底砂泥面におけるプラスチック材料の生分解度評価試験としては、ISO 19679 がある。ISO 

19679 では、試験結果の正当性の判断基準として、試験終了時に n=3 で試験した個々のブランクの二酸化

炭素発生量及び参照物質（ろ紙）の生分解度とそれらの平均値との差が平均値の 20％以内となっていな

ければならないと規定されているが、長期間の試験においては、ブランク、参照物質が平均値の 20％以

内に収まらないこともあり、試験の制御は容易ではない。さらに、生分解性プラスチックでは、ブラン

ク、参照物質よりも試験結果のばらつきが大きくなっており、それが生分解性プラスチックの性質による

ものか、試験に用いる海底砂泥・海水の影響によるものかもわかっていない。 

 そこで本研究では、現行 ISO の課題を解決した精度の高い生分解性プラスチックの生分解度評価試験法

を提案することを目的とした。また、開発した試験法について、加速試験との相関性評価、深層水を用い

た試験を行うともに、開発された新素材の海洋生分解速度を評価して適用性を確認した。 

 本成果で得られた生分解度評価試験法により、試験評価の精度の向上と結果の信頼性を確保すること

で、認証を受けた海洋生分解性プラスチック製品の普及を促進し、海プラ問題の改善に貢献する。 

 

●アウトプット目標 

 ２種類以上の生分解性プラスチックを用いた生分解度評価試験を、内海・外海の海底砂泥の条件を変え

て実施するとともに、試験における各試料の二酸化炭素発生量や生分解度と海底砂泥・海水の環境条件や

菌数・菌叢との関係を明らかにし、試験に適した状態にするための予備培養の方法を１つ以上提案する。

また、この事業において並行して実施している加速試験法開発や深海分解性の評価法開発等と連携し、本

生分解度評価試験の適用性を評価した上で、新規に開発された素材の生分解度評価に適した条件も含めて

考察し、試験の精度が最も安定する手法（平均値との差が 10％以内）を１つ以上提案する。 

 

●実施体制 

静岡県環境衛生科学研究所（静岡県藤枝市）が単独で実施。 

 

●成果とその意義 

（イ）予備培養方法の検討 

本研究開発では静岡県内の内海（三保、浜名湖）及び外海（弓ヶ浜、赤沢）を対象として海水・海底砂

泥を採取し、砂泥粒径をはじめ、有機炭素含有率や菌数・菌叢、海水の栄養塩類濃度等の地域特性や季節

変化の特徴を把握した。また、生分解度評価試験を行う前の予備培養期間を変えて上記因子の変動を把握

したが、顕著な変化は見られなかった。 

PHBH,PBSAについて、内海を対象に ISO19679試験を実施したところ、三保の春季の海水・海底砂泥の試

験結果が安定しており、生分解度のばらつきには、予備培養期間の長さよりも、砂泥状態の地域性や季節

性が大きく寄与することを確認した。そのため、三保の特徴である、砂泥を粗粒で揃え、海水中の栄養塩

及び菌数を増やすための前処理方法を検討し、砂泥採取時に有機物やシルト質等細粒分を除去して 0.25

～2mm に粒径を揃え、砂泥洗浄時に発生する栄養塩類や菌類を含む懸濁海水をろ過して試験に用いる方法

を採用した。細粒分の除去については、細かいシルト分や余分な有機物を除去することで、砂泥内の粒径

の均一性や通水性・溶存酸素の拡散が確保され、容器間の不均一性を低減するとともに好気的分解が効率

良く進むと考えられた。また、細粒分除去にともない分離された栄養塩や分解菌が含まれる「砂泥洗浄海

水」を試験海水として使用することで、現地の栄養・微生物を補充することが可能となった。これらの処

理により、ブランクの二酸化炭素発生量及び参照物質の生分解度は平均値の 10%以内に収まった。一方、

同様の処理について外海（弓ヶ浜、赤沢）においても実施したところ、細粒分の除去や栄養塩類、菌数の

大幅な増加は見られなかった。今回対象とした外海は、地形的に内海と比べて波力が大きく、現地ですで

に海底砂泥から細粒分が除去されており、砂泥洗浄海水に栄養塩類や菌数があまり含まれていないことが

原因と考えられた。 

（ロ）本培養の検討 

上記前処理方法により三保、弓ヶ浜の海水・海底砂泥を用いて海洋生分解度試験を実施し、試験開始 1

か月後、3 か月後の各因子の変化を把握した結果、分解初期の栄養塩や菌数の状態が生分解の律速とな

り、これらの因子をコントロールすることが生分解度の安定性に有効であると考えられた。 

本研究で検討した最適条件において上記 4 海域の海水・海底砂泥を用い、PHBH,PBSA を対象とした海洋

生分解度評価試験を実施した。PHBH の生分解度試験の結果は内海の原海水・砂泥洗浄海水のどちらの処

理区もほぼ平均値の 10%以内に収まり、特に浜名湖では上記前処理を行わない場合と比較して精度の大幅

な改善が認められるなど、顕著なばらつき低減効果がみられた。一方、海水中に栄養塩類が少ない外海に

おいても、生分解速度は遅いものの結果に大きなバラつきは見られなかった。また、「砂泥洗浄海水」に

は細粒分除去にともない分離された栄養塩や分解菌が含まれており、これを使用することにより、PHBH

では浜名湖や弓ヶ浜など、生分解曲線の立ち上がりが早くなり分解が促進される傾向がみられた。PBSA
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3.1.3. 研究項目②-1 物質評価としての材料構造解析による生分解メカニズムの解明（分

子構造相関解析） 

 

では細粒分の除去により結果が安定し、「砂泥洗浄海水」は「原海水」と比較して三保や浜名湖で分解が

やや促進される傾向がみられた。海底砂泥の処理により細粒分に付着しやすい分解菌の多くが欠落するこ

とで、「原海水」では PBSA の分解機能を持つ菌が樹脂に吸着する確率が小さくなる可能性が考えられ、

「砂泥洗浄海水」により分解菌が補われることによる効果が示唆された。以上の試験の結果、ほぼ生分解

度が平均値との差 10％以内に収まり、本研究の目的を達成した。 

なお、難分解性の PBSA の生分解速度の安定的な促進方法については別途検討し、砂泥前処理を徹底す

ることで安定化及び加速化が進むことを確認するとともに、電界紡糸試料を試験に用いることの有効性を

示した。 

（ハ）開発試験法の適用性検討 

 研究項目①-1 で提案されている ISO/DIS 18957 で使用される栄養塩類等を添加した海水を使用して

ISO 19679 試験を実施したところ、生分解速度の顕著な増加はみられなかった。ISO 19679 では海水と海

底砂泥の両方を用いるため、多様性が高い砂泥中の微生物に栄養塩類が使われることから、ASTM D6691 

や ISO 23977 のような海水のみを用いる試験と比べて樹脂分解菌の活性への添加栄養塩類の効果は低下す

ると考えられた。ただし、貧栄養である外海の海水・海底砂泥を用いた生分解度試験では、「栄養塩等添

加海水」による結果の安定性や加速化への寄与を確認した。 

深海での生分解評価を模擬するために、水深 397m の深層水・砂泥を用いた ISO 19679 試験を実施し、 
10℃設定では PHBH は緩やかに分解、PBSA は分解しなかったものの、25℃設定では、表層水と比べて深層

水の方が PHBH は急激に分解し、PBSA も分解が進む傾向がみられるなど、深層水や深層砂泥の樹脂生分解

ポテンシャルと温度による律速を確認できた。 

研究開発項目②で開発された新素材 3 種に検討した手法を適用した結果、セルロースと同程度の生分解

性を示した 2 種については、すべての海水処理区で生分解度の平均値から 10%以内に収まり、本研究で検

討した試験法の有効性が示された。また、「砂泥洗浄海水」「栄養塩等添加海水」の処理区において特に

分解初期における加速化が確認できた。もう 1 種についても緩やかに海洋生分解が進行し、長期生分解性

を示すなど、安定した結果が得られた。 

 

●実用化・事業化への道筋と課題 

今回検討した海底砂泥の前処理方法については、日本提案により ISO 16623:2024（プラスチック－海洋

生分解試験－最適化された潮間帯海水および堆積物の調製）として規格化されており、本研究で実施した

菌数計測データについても本規格に付属文書として掲載されている。本研究の成果である ISO 19679 の運

用上の精度向上に貢献したことで、評価法の信頼性確保、利用促進に寄与していく。 

 

●期間・予算 
(単位:百万円) 

2020FY 2021FY 2022FY 2023FY 2024FY 

 

18.2 

 

31.8 

 

9.3 

 

9.0 

 

10.2 

●特許出願及び論文発表 

特許出願 論文発表 発表・講演 雑誌掲載 その他 

0 件 0 件 10 件 1 件 0 件 

テーマ名 
物質評価としての材料構造解析による生分解メカニズムの解明

（分子構造相関解析） 
達成状況 〇 

実施者名 
国立研究開発法人 産業技術総合研究所 

（再委託先：東京都立産業技術研究センター） 

達成状況の根拠 

顕微 IR や MALDI-tof-MS とインフォマティクス解析の組み合わせによる分子構造解

析、また陽電子消滅寿命測定法等による非晶部の自由体積解析等を組み合わせて、

マルチスケールで、海洋生分解の分子論的メカニズムを解析する手法を構築した。

これらの解析手法を PJ 内で開発した海洋生分解性試験法に適用し、試験法の妥当性

検証に貢献した。 
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●背景・目的・プロジェクトアウトカム目標との関係 

プラスチックの分解は、材料表面の劣化状況やポリマー分子鎖の主鎖構造や末端構造などの分子構造、

また、結晶化度や自由体積のサイズといったナノメートルスケール構造により影響を受けると考えられ

る。しかし構造解析技術をプラスチック生分解性評価の分野に適用した事例は少なく、分解の分子論的な

メカニズムはほとんどわかっていない。そこで、高分解能質量分析、熱分解ガスクロマトグラフィー/質

量分析法、顕微赤外分光、陽電子消滅寿命測定法等を活用して、実環境下での海洋生分解性プラスチック

材料の分解過程、劣化過程を評価する中で、ポリマー分子の原子・分子レベルのミクロ構造から材料レベ

ルのマクロ構造の状態を解析する。これら構造解析結果に基づいて生分解の分子論的メカニズムを解明す

る手法を構築する。本 PJ 内で開発された新規な海洋生分解性試験法に本技術群を適用することで、生分

解メカニズムを検証して試験法の妥当性を確保することが期待できる。 

 

●アウトプット目標 

比較的単純な構造を有する 3 種類以上のモデル材料を対象として、質量分析や熱分解試験等、陽電子消

滅法等を用いて、海洋生分解性プラスチックサンプルの分子構造や物性変化の詳細を解析するための化学

的分析手法を確立する。また海洋生分解性試験を行った実用生分解性プラスチック材料 2 種以上につい

て、開発した分析技術を適用し、試験前後の構造変化をマルチスケールで解明し、海洋生分解メカニズム

を化学的視点から解明する。 

海洋生分解性試験前後のプラスチックの構造解析により解明した生分解メカニズムに基づいて、海洋生

分解性試験に供したサンプルの分解メカニズムを評価するための化学構造指標を１つ以上構築する。さら

に、本指標を活用し、開発された海洋生分解性試験法 1 つ以上の妥当性を検証し、試験法の高信頼性化に

貢献する。 

 

●実施体制 

 産業技術総合研究所 材料・化学領域 機能化学研究部門が中核となってサンプルおよび構造解析手法

の設計・評価・生分解の分子論的メカニズム解析を担当し、産業技術総合研究所 材料・化学領域 触媒

化学融合研究センターがモデル試料の作成および生分解性評価を担当するとともに、再委託先の東京都立

産業技術研究センターが各種の海洋生分解性試験法の開発と生分解性試験を実施する。また生分解性試験

については、本 PJ 内の他の研究項目①、③、④とも連携して、試験サンプルの分子構造相関解析を進め

る。 

 

●成果とその意義 

 海洋生分解性ポリエステル（PHBH、PBSA、PHBV 等）、ポリ乳酸、ポリグリコール酸等をサンプルとし

て、各種の先端機器分析による構造解析手法の開発を行った。生分解性ポリエステルに顕微 ATR-IR マッ

ピングデータの 2 次元相関解析を適用した。２次元相関解析により、従来の官能基濃度のみによる解析で

は分離が困難な、結晶化に起因すると考えられる水素結合性カルボニル基と非晶部の遊離カルボニル基を

区別して、それぞれを含む領域を可視化することができる。海洋生分解試験後の PHBH および PBSA フィル

ムは、結晶と非晶の比が異なる領域が混在する不均一な表面構造を示したが、試験前のフィルムは均一な

表面構造を示し、海洋生分解が非晶部から開始されるという知見を支持する結果を示した。また、MALDI-

tof-MSと KMD解析を組み合わせた、生分解性ポリエステルのコモノマー分布分析法を開発した。これによ

り従来の NMR 等によるコモノマー比平均値による解析法に比べてより詳細な共重合体構造比較が可能と

なった。海洋生分解試験前後の PHBH フィルム全体のコモノマー分布について調べたところ、生分解前後

でコモノマー比にほとんど変化が見られないことから、海洋生分解はフィルム表面近傍で起こっており、

バルク PHBH の微細構造はほとんど変化していないことが示された。ついで、生分解性ポリマーの自由体

積サイズが分解速度に及ぼす影響に着目し、陽電子消滅寿命分光法（PALS）により各種生分解サンプルの

解析を実施した。ポリ乳酸をモデル試料とし表面近傍の自由体積の大きさが異なるフィルムサンプルを作

成したところ、自由体積の大きさにより劣化初期段階において異なる劣化速度を示した。これにより自由

体積の大きいフィルムは、自由体積の小さいフィルムよりも速く劣化することを初めて実証した。また海

洋生分解試験を行った PHBH フィルム等について PALS を適用したところ、海洋生分解試験を行ったフィル

ムでは表面から数百ナノメートルの範囲の近表面領域のみの結晶化度が増加したことを示した。これは、

表面領域における非晶質部分の優先的な分解により生じた可能性が考えられる。 

これらの構造解析に基づく海洋生分解の化学的メカニズム解析法を、PJ 内で開発した新規海洋生分解性

試験および実海域における生分解性試験により得られた残渣サンプルに適用して、同様のメカニズムで生

分解が進行することを確認し、試験法の妥当性検証に貢献した。 

 

●実用化・事業化への道筋と課題 

 新たに開発される海洋生分解性試験法に対して、本研究項目で開発した分子構造解析を適用すること
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3.1.4. 研究項目②-2 物質評価としての材料構造解析による生分解メカニズムの解明（形

状および結晶構造からの分解機構の解明） 

 

で、分子論的生分解メカニズムを検証することが可能であり、試験法の ISO 等標準化の推進にあたって本

手法による解析データを検証すれば、試験法の信頼性向上に貢献できると期待される。 

 

●期間・予算 
(単位:百万円) 

2020FY 2021FY 2022FY 2023FY 2024FY 

 

23.6 

 

35.1 

 

35.7 

 

17.6 

 

18.6 

●特許出願及び論文発表 

特許出願 論文発表 発表・講演 雑誌掲載 その他 

0 件 3 件 11 件 件 1 件 

テーマ名 
物質評価としての材料構造解析による生分解メカニズムの解明

（形状および結晶構造からの分解機構の解明） 
達成状況 〇 

実施者名 国立大学法人東京大学、国立研究開発法人海洋研究開発機構 

達成状況の根拠 

・分子量が海洋分解性に大きな影響を及ぼすことを世界で初めて証明した。 

・結晶化度と形状のいずれも明確に分解速度に影響を及ぼすことを証明した。 

・深海分解性を実験室で再現することに成功した。 

・標準化試験法に用いるサンプルの統一性に対する提案ができた。 

●背景・目的・プロジェクトアウトカム目標との関係 

生分解性プラスチックの酵素分解速度や強度を含む機械的物性は一般に、化学構造に加え、分子鎖構造、結

晶構造、高次構造など様々な構造学的因子によって支配されることが知られている。実施者らはこれまで主に、微

生物産生ポリエステルと単離・精製した分解酵素を用いて、分子鎖構造がらせん構造の方が平面ジグザグ構造より

分解速度が遅い、材料中の結晶の量（結晶化度）が多くなる、あるいは結晶の厚みが厚くなると分解速度が遅くな

るなど、酵素分解速度を制御するいくつかの因子を解明してきた。しかしながら、これまで分子鎖構造、結晶構造、

高次構造など様々な構造学的因子と海洋分解性に関する相関の解明には至っていない。さらに、最終製品の海

洋分解を考えると、材料の形状、表面積（例えば、繊維であれば繊維径など）、表面構造などにより、その分解速度

は大きく変化すると考えられる。海洋分解の評価法を確立するためには、部材の形状や表面の性質や構造および

結晶構造と高次構造を詳細に解析し、深海を含む海洋分解性との相関を解明することが必要不可欠である。本研

究項目で得られた結果をもとに、標準化試験法に用いるサンプルの提案、深海実験を通常の実験室で行う新たな

試験法の提案につなげられる。 

  

●アウトプット目標 

本研究項目では、分子量、結晶化度、物質の形状などが深海を含む海洋分解性に及ぼす影響を解明する

ことを目的とした。これらの影響因子を解明することにより、実験サンプルの統一性などを検討すること

ができ、標準化試験法の提案に貢献できる。さらに、深海における分解評価は世界中のどの機関でも行え

る実験ではないことから、深海実験を研究機関の実験室で再現できるか否かを検討し、その試験法を確立

することが必要である。本研究項目では高耐水圧実験装置を用いた分解試験法の開発を行い、標準化試験

法の提案につなげることを目指した。 

 

●実施体制 

国立大学法人東京大学大学院農学生命科学研究科生物材料科学専攻高分子材料学研究室（東京都文京

区）が再委託先の国立研究開発法人海洋研究開発機構（神奈川県横須賀市）と連携して実施。 

 

●成果とその意義 

 これまでの分解試験に用いるサンプルは、主にフィルムを用いて行われてきた。しかし、同じサンプル

から作ったフィルムでも、サンプルの分子量やフィルム作製条件により変化する結晶化度、結晶厚、結晶

配向度などにより、分解重量減少率や BOD 生分解度などが大きく異なることがわかった。 
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3.1.5. 研究項目②-3 物質評価としての材料構造解析による生分解メカニズムの解明（生

分解度評価手法としての質量分析技術の有用性の検証および海洋生分解性プラスチックの

安全性評価） 

 

・海洋生分解性に及ぼす分子量の影響を解明  

今回の我々の研究により、これまで海洋では分解しないと考えられてきたポリ乳酸も、ある一定の分子

量以下であれば、分解することが世界で初めて明らかとなった。本研究は、サンプルを低分子量化するこ

とにより分解性が促進できるという新たな知見を得たものであり、標準化実験において分子量を統一する

必要があることを示唆している。 

・海洋生分解速度に及ぼす結晶化度の影響を解明 

深海分解においても、実験室での酵素分解試験と同様に、結晶化度が分解速度に大きな影響を及ぼすこ

とが明確となった。この結果は、海洋分解速度においてもサンプルの結晶化度を統一することが非常に重

要であることを示唆している。 

・マイクロビーズの深海生分解性評価 

微生物産生ポリエステル（P(3HB)）から作製したマイクロビーズを用いて、海洋生分解性評価を行っ

た。その結果、ミクロンサイズのマイクロビーズでもビーズ表面にバイオフィルムが形成され、完全に生

分解されることが証明された。本結果は、生分解性プラスチックがマイクロプラスチック化した際にもき

ちんと微生物により分解されることを示しており、標準化を行う際のサンプルとしてより小さな形状のも

のを用いて、分解試験時間を短くさせることができると考えられる。 

・高耐水圧装置を用いた深海実験の実験室での再現性に関して 

 研究項目④-３で深海における生分解試験の結果、深海でも生分解性プラスチックが分解されることが

わかった。その結果を受け、深海の水を用いて、実験室で深海分解が再現できるかの検証を行った。その

結果、10MPa（水深＝約 1000m に相当）で 4℃の環境下で高耐水圧装置の中でも生分解が生じることが分

かった。さらに、深海では時間とともにフィルム表面が好気的条件から嫌気的条件に変わり、嫌気的条件

では海底土から嫌気的微生物が移動していることもわかった。これについては、まだ実験室内では再現で

きておらず、今後の課題である。 

 

●実用化・事業化への道筋と課題 

 分子量、結晶化度、形状の統一が標準化試験法には必要であることが明確となったため、今後の試験法

の提案にはその点を明記する必要がある。 

 深海分解試験の実験室における再現性については、好気的微生物と嫌気的微生物の同定と変化について

は追跡ができていないが、分解速度に関しては再現性が取れた。今後、さらなる分析を進め、分解条件を

コントロールすることができれば、深海分解の実験室分解ができる可能性がある。 

 

●期間・予算 
(単位:百万円) 

2020FY 2021FY 2022FY 2023FY 2024FY 

 

13.0 

 

11.3 

 

9.0 

 

10.9 

 

12.0 

●特許出願及び論文発表 

特許出願 論文発表 発表・講演 雑誌掲載 その他 

0 件 19 件 30 件 5 件 0 件 

テーマ名 

物質評価としての材料構造解析による生分解メカニズムの解明 

（生分解度評価手法としての質量分析技術の有用性の検証 

および海洋生分解性プラスチックの安全性評価） 

達成状況 〇 

実施者名 (株)島津テクノリサーチ 

達成状況の根拠 

「生分解中間物の分析手法開発」では、アウトプット目標 2 素材に対して PHBH、

PCL を用い、目標 3 地点の海水に対して大阪湾、東京湾、駿河湾でのデータを取得

し、手法開発の目標を達成した。既に分析サービスとしてリリースし、複数の受注

実績があり、実用化を達成している。 
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「化学物質吸着と生体内脱離の評価手法開発」では、アウトプット目標 2 素材の

バージン材/分解途上材に対して PHBH、PCLのバージン材/分解途上材を用い、化学物

質 5 物質以上の目標に対して多環芳香族炭化水素（PAHs）5 物質（Phenanthrene、

Fluoranthene、Pyrene、Benzo[a]anthracene、Chrysene）でのデータを取得し、手

法開発の目標を達成した。 

●背景・目的・プロジェクトアウトカム目標との関係 

これまで、生分解性プラスチックの生分解は、生分解前後の重量減少や BOD、CO2発生量によって評価さ

れてきたが、分解中間物（モノマーやオリゴマー）を直接測定した事例は限定的である。分解中間物の経

時的・量的変化の情報は、用途に応じた製品開発や市場拡大に必要な「分解メカニズムの解明」に有益な

情報である。質量分析計は、多種多様な分解中間物を質量ごとに見分けることが可能であると考えられる

ことから、本研究項目では、質量分析技術を用いて、海洋生分解性プラスチックの「生分解中間物の分

析・評価手法」を新たに開発することを１つ目の目的とした。 

また、マイクロプラスチック（MP）への化学物質吸着に関する研究事例は多いが、海洋生分解性プラス

チックが意図せず海洋に流出した場合を想定した研究は限定的であり、「海洋生分解性」という特性を考

慮した研究事例はさらに限定的である。海洋中の化学物質を吸着した MP は海洋生物の体内に取り込まれ

た際に、化学物質のキャリヤーとして機能すること（ベクター効果）が懸念されており、生体内における

化学物質の脱離の程度を把握する必要がある。本研究項目では、「海洋生分解性」を考慮した「化学物質

の吸着と生体内脱離の評価手法」を新たに開発することを２つ目の目的とした。 

これら２つの新たな手法開発を通して、プロジェクトアウトカム目標である「海洋生分解性製品の市場

拡大・普及」に貢献する位置づけで研究を進めた。 

 

●アウトプット目標 

「生分解中間物の分析・評価手法開発」では、2 素材×3 地点の海水の組み合わせでデータを取得し手

法を開発する目標を定めた。「化学物質吸着と生体内脱離の評価手法開発」では、2 素材×バージン材/

分解途上材×化学物質 5 物質以上の組み合わせでデータを取得し手法を開発する目標を定めた。 

 

●実施体制 

株式会社島津テクノリサーチが単独で実施した。 

 

●成果とその意義 

「生分解中間物の分析・評価手法開発」においては、海洋生分解性プラスチックのアルカリ加水分解物

を分解中間物の基準として、LC-Orbitrap MS（Q Exactive HF Orbitrap MS, Thermo Scientific）で精密

質量分析し、20mer まで分析可能な分析手法を確立した。次に、海洋生分解性試験で生分解させた海洋生

分解性プラスチックのフィルムについて、間隙水（フィルムに付着したバイオフィルム（BF）中の自由

水）と BF 抽出液（間隙水を遠心分離した後のフィルムと BF を溶媒超音波抽出したもの）を分析検液とす

る前処理手法を開発し、前述の精密質量分析手法を適用した。PHBH の生分解中間物を分析した結果、間

隙水ではモノマー2 種（3-hydroxybutyric acid（3HB）および 3-hydroxyhexanoate（3HH））のみを検出

し、オリゴマーは未検出であった。一方で、BF 抽出液からは合計 26 種類の分解中間物を検出し、最大 11

量体の検出に成功した。分解中間物にモノマーが多いことから、オリゴマーがモノマーに酵素分解される

速度よりも、モノマーが資化・無機化される速度のほうが相対的に遅いことが示唆された。また、複数回

の生分解試験で得られた BF抽出液における 3HBと 3HHの物質量存在比は、PHBH製品中の比率（3HB:3HH = 

94:6）と一致した。これは、3HB と 3HH の分子構造が高い相同性を持ち、生分解性に違いが無かったため

と考えられた。 

新たに開発した「生分解中間物の分析・評価手法」により、酵素分解と資化・無機化の関係性や、ポリ

マー構成単位の分子相同性の有無による選択的な分解等が考察可能となった。これらの結果は、分解メカ

ニズムの解明に資するものであり、「海洋生分解性製品の市場拡大・普及」に貢献するものである。 

「化学物質吸着と生体内脱離の評価手法開発」においては、プラスチックの「海洋生分解性」を考慮す

るため、海洋生分解性プラスチックの分解途上材（バージン材を海洋生分解性試験に供し試験の途中で回

収した素材）を作成し、これをバージン材と比較するアプローチで手法開発を進めた。加えて、非分解性

のプラスチックと比較するため、LDPE も供試した。有機汚染物質として海洋中で検出事例がある PAHs を

吸着質として吸着試験と脱着試験を行い、等温式（ Linear model および Freundlich model）を得た。モ

デル式の係数から、海洋生分解性プラスチック（PHBH、PCL）の吸着/脱着特性は、生分解前後で変化せ

ず、素材自体の物理化学的性質に依存していることがわかった。また、海洋生分解性プラスチック

（PHBH、PCL）のバージン材と分解途上材および LDPE に対する PAHs 吸着量は、天然有機物（文献値）と

同等以下であることが示唆された。さらに、海洋中で海洋生分解性プラスチックに吸着した PAHs が生体
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3.1.6. 研究項目③-1 微生物、酵素による生分解メカニズムの解明（ラボ試験環境におけ

る微生物（叢）解析） 

 

内で脱離した際に、生体内消化液中の PAHs 濃度が海水中 PAHs 濃度の何倍になるかを試算するアプローチ

で化学物質キャリヤーとしての影響評価を試みた。その結果、海洋生分解性プラスチックの倍率は LDPE

と同等以下であった。PHBHと PCLは深海も含めた海洋で分解され、海洋プラスチックごみとして漂う期間

は LDPE よりも短いことから、化学物質キャリヤーとしての影響は比較的小さいと考えられた。 

 新たに開発した「化学物質吸着と生体内脱離の評価手法開発」により、素材の「海洋生分解性」を考

慮した、化学物質キャリヤーとしての影響を考察することが可能となった。 

 

●実用化・事業化への道筋と課題 

「生分解中間物の分析・評価手法」は、特許申請済みであり、国際誌（査読有り）への成果公表も完了

している。既に、複数の企業（素材開発フェーズ）から分析依頼を受け、分析結果を素材開発にフィード

バックした実績もあることから、分析サービスとして実用化を達成している。「化学物質吸着と生体内脱

離の評価手法開発」についても、論文投稿中であり、分析サービスとしてリリース（実用化）可能な

フェーズにある。 

●期間・予算 
(単位:百万円) 

2020FY 2021FY 2022FY 2023FY 2024FY 

 

4.2 

 

7.1 

 

7.6 

 

7.9 

 

7.9 

●特許出願及び論文発表 

特許出願 論文発表 発表・講演 雑誌掲載 その他 

2 件 2 件 16 件 0 件 0 件 

テーマ名 微生物、酵素による生分解メカニズムの解明 達成状況 〇 

実施者名 国立研究開発法人産業技術総合研究所 

達成状況の根拠 

海水中の微生物の菌叢構造と海水中での樹脂生分解性との関係について明確にし、

その成果についてプレス発表を行った。 
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●背景・目的・プロジェクトアウトカム目標との関係 

樹脂の生分解は菌体が分泌する酵素による加水分解による低分子量化、水溶性化とその後に続く菌体中

への取り込み、資化の順に進み無機化されていくといわれている。このように海水中での微生物は極めて

重要なファクターであり、かつ、微生物生育に直結する海水中の微量成分も大きなファクターである。例

えば、評価試験に用いる海水は、採水する場所によって海水の持つ生分解活性が大きく異なることが報告

されている。いくら優れた生分解の標準試験が整備されても用いる海水によってはまったく生分解が進行

しないこともあり得る。そこで、海水の生分解能に対する海水中に存在する微生物ファクターを明らかに

するための分析、解析が重要である。生分解菌は海水中に存在する多様な微生物群の一部として存在する

ことから、その母集団である海水中の全微生物を対象とする菌叢解析や微生物数分析も実施し、生分解菌

と他の非生分解性微生物の相関関係を統計学的アプローチにより検討する。微生物の生育に欠かせない

TOC（水溶性有機物）や溶解性無機態窒素／リン、粒子性有機態窒素／リンなどの影響についても分析・

検討することで、微生物学的側面から海洋生分解性を評価するのに適した海水に必要な条件を明確にし、

どこで採取した海水でも十分な生分解活性を付与することができる、標準海水化する調製方法の開発を行

う。また、生分解に伴い変化するラボ試験海水中の菌叢解析、実環境試験での回収した樹脂表面のバイオ

フィルムの菌叢解析、生分解菌を標的とする集積・分離培養に関する検討も合わせて行い、樹脂表面の菌

叢診断により生分解における特徴的な微生物群を見出すことで、海水の生分解ポテンシャルを予測する技

術開発のための知見の蓄積を図る。これらの知見は、水産用資材分野などでニーズのある長期レンジで生

分解が進む材料の評価手法の開発において重要な基盤情報となる。また、海水や生分解菌による生分解中

間産物の分析とその蓄積性も明確にし、その安全性を確認する。さらに、嫌気条件における海底での樹脂

の生分解に関しては世界的に見ても知見に乏しい。そこで、嫌気ラボ生分解試験における底泥サンプルや

樹脂表面のバイオフィルムの菌叢解析を実施することで、嫌気的生分解における特徴的な微生物群の特定

を図り、嫌気的生分解試験法の評価手順の提案につながる基礎的知見を蓄積する。実環境試験における菌

叢解析や生分解菌を標的とする検討は、NITE が中心的に取り組む計画となっており、産総研が中心的に

取り組むラボ試験におけるデータを NITE と共有することで、海水における樹脂の生分解メカニズムの包

括的な解明を目指す。 

 

●アウトプット目標 

海水の持つ生分解活性にもっとも影響すると考えられる海水中の微生物の分析として、初発海水の一般微

生物の数、菌の多様性と海水の持つ生分解活性との関係について明確にする。また、菌叢データから見出

された生分解菌の純粋分離を試み、その性状を解析する。さらに、海水中の微生物環境を整えることで海

水の生分解活性を高め、どこで採取した海水でも十分な生分解活性を付与することができる海水の活性化

手法の開発（標準海水の調製方法の開発）を行う。 

 

●実施体制 

産業技術総合研究所バイオメディカル研究部門（大阪府池田市）及び生物プロセス研究部門（北海道札

幌市、茨城県つくば市）にて実施。 

 

●成果とその意義 

樹脂の生分解現象において、微生物は主役であり、海水中の微生物数は重要なファクターであり、各地

の海水中の微生物数とそれらの海水の生分解活性、あるいはその地点での実海域浸漬試験結果との関連性

について検討した。代表的な生分解性樹脂 3 種類（PHB、PA4、PCL）の BOD 試験(4w)の到達生分解率の合

計(ΣBOD4w)を海水の生分解活性度と見なし、海水中の一般微生物数(cfu)に対してプロットしたところ、

良好な相関性が見いだされた。また、実海域浸漬試験で実質的な重量減少のデータの得られた PHBHと PCL

の 2 週間後の重量減少率の合計を重量減少指数として海水中の一般微生物数(cfu)に対してプロットする

といくつかの例外点はあるものの同じように相関性が認められた。相関から外れた地点は実環境海水の温

度が高いなど屋外環境の因子が働いたためと考えられる。 

生分解性である生合成系、化学合成系の各樹脂はそれぞれ律速段階となる生分解の第一段の酵素加水分

解プロセスにおいて、 PHBデポリメラーゼ、リパーゼ類など、働く酵素群が異なり、他のポリマー群に対

して活性を示さない。そこで個別の生分解挙動を把握する必要があり、生合成系、合成系の代表的なポリ

マーとして、PHB、PCL、PA4 を選び、これらの海水生分解性を比較検討した。全国各地の海水の 3 種の樹

脂に対する生分解活性は PHB>> PA4, PCL という順であり、PA4 と PCL の生分解のし易さはほぼ同等という

ケースが大半であるが、海水によっては PCL が、あるいは PA4 が顕著に分解し易いという結果が一定数得

られた。さらに、大阪南港における 1 年を通じた海水の生分解活性は PHB では夏場は高く冬場は低いとい

う安定した年間変動を示すが、PCL と PA4 は月による活性の差異が大きかった。これらの現象は、生合成

系樹脂の分解菌は各地の海域で安定して存在するのに対し、合成系樹脂の分解菌は分布、偏りを持ちやす

いことを示唆する。含窒素栄養源添加による海水の活性化条件下では PHB と PCL では生分解の加速が顕著
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3.1.7. 研究項目③-2 微生物、酵素による生分解メカニズムの解明（生分解性微生物菌叢

特定のための解析及び試験法開発に資する微生物添加要素技術の開発） 

 

で PA4 はその効果は限定的であった。このことは実海域での浸漬による生分解が汚濁度の高い海域では

PHB や PCL に有利であり、窒素の少ない海水中では PA4 が有利なことを示唆する。さらに実海域では生合

成系樹脂と比較しても PCL の方が崩壊速度はかなり速く、ラボ試験での分解の速さの傾向と逆転した。こ

の結果の相違は、浸漬試験では試料表面への汚泥の付着が顕著であり、PCL では汚泥中微生物が PHB では

海水中に浮遊する微生物が分解に深くかかわっている可能性がある。 

 微生物菌叢に関して、NITEとの連携により、合計で 915サンプルの好気生分解加速試験における培養物

の菌叢データを取得し、各サンプルの菌叢データから４種類の多様性指数（Chao1, Faith’s PD, 

Shannon, Simpson,）を算出するとともに、qPCR 法に基づく原核生物を定量し、試験後の生分解率との関

係性を調査した。国内 15 地点から採取した海水に PHB を添加して生分解率を試験した系のデータを抽出

して解析した結果、qPCR 法に基づく原核生物量と生分解率に強い正の相関があることが明らかとなっ

た。また、４種類の多様性指数の値が高いほど生分解率が高くなる傾向を見出した。これらの結果から、

試験に用いる海水の菌量と微生物叢の多様性指数が高い海水ほど、生分解性の評価にとって有利であるこ

とが示された。 

 次に、大阪南港海水を用いた PHB の分解試験における生分解率と微生物叢の構造ならびに機能遺伝子の

時系列的な変化を解析した。その結果、生分解の進行に伴い培養物の菌叢構造と PHB 分解酵素の遺伝子発

現パターンが変化していくことが明らかとなり、好気ラボ加速試験においては複数の系統に属する細菌が

PHB の分解を担っていることが示唆された。 

 さらに、上記の遺伝子解析から見出された PHB 分解菌ならびに PHB 分解酵素遺伝子のうち、Roseibium
属と、Simidula 属に近縁の Sessilibacter 属に分類される純粋分離培養株を取得することに成功し、PHB

分解に必要となる各種酵素の遺伝子をゲノム上に保有していることが明らかとなった。 

生分解性プラスチックが海水中で分解されるときの最大の要因は海水中の微生物と考えられることか

ら、試験前の初発海水中の微生物数とその種多様性が海水の生分解活性にどのように影響するのかについ

ても検討した。菌数計測は、cfu法と qPCR法により行い、各種海水の PHB、PA4、PCLに対する生分解活性

と一般微生物数との間には正の相関が確認された。各種多様性指数は 16S rRNA 遺伝子塩基配列データに

より得、各種多様性指数と菌数とを組み合わせた微生物パラメータと生分解活性との間の相関性を検討し

た。微生物パラメータは各種多様性指数の x 乗と菌数との積で表現し、相関係数が最大になる条件を検討

した。その結果、多様性指数として Chao1 を用いたとき、相関係数は最も高くなり、また、cfu よりも

qPCR に基づく菌数の方が Chao1 との組み合わせによる相関係数の上昇は顕著となった。 

 

●実用化・事業化への道筋と課題 

 

 今後、実海域における菌叢解析の結果とも比較しながら生分解菌の純粋分離培養株の機能解析を実施

し、それらのカクテル利用に向けた検討を進める。 

 

●期間・予算 
(単位:百万円) 

2020FY 2021FY 2022FY 2023FY 2024FY 

 

15 

 

10 

 

10 

 

10 

 

11 

●特許出願及び論文発表 

特許出願 論文発表 発表・講演 雑誌掲載 その他 

0 件 2 件 6 件 0 件 1 件 

テーマ名 微生物、酵素による生分解メカニズムの解明 達成状況 ◎ 

実施者名 製品評価技術基盤機構（NITE） 
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達成状況の根拠 

海洋におけるプラスチックの崩壊度と付着微生物叢、分離株とその活性データ、

環境メタデータを連結した他に類を見ない大規模なデータベース・微生物株ライ

ブラリーを構築し、それを総合的に解析することで３種の生分解性プラスチック

に対する主たる海洋生分解性微生物を特定した。その中から選抜した微生物で海

洋生分解性微生物混合物（カクテル）を構築するとともに、カクテルを添加する

試験法を開発し、３種の海洋生分解性プラスチックに対して大幅な生分解の加速

と試験の安定性向上が可能であることを明らかにした。さらに、微生物混合物の

活用が想定される試験機関やメーカー企業に概要を提示し、活用シーンに対して

意見を募り、それを加味して調製プロトコルを完成させた。また、海洋生分解性

試験の精度向上のための微生物量測定法の特性を室間共同試験として比較検証

し、新たな ISO 規格化へとつなげた。 

●背景・目的・プロジェクトアウトカム目標との関係 

素材の生分解は、環境中で素材表面に形成される微生物叢が重要な役割を果たしている。実験室内試験

法の安定性向上や加速等のための試験法新規開発・改良（研究項目①）や、実海域における生分解性基盤

情報の整備（研究項目④）では、それぞれの素材の「付着微生物叢」を構成する主たる微生物株の生分解

活性や生分解作用機作の確認を行い、「生分解性微生物叢」を特定する必要がある。本研究項目では、研

究項目④で素材の種類、地理や季節的要因等に対応したそれぞれの微生物叢解析データに現れる、主たる

微生物株・株群に対して、生分解活性測定、酵素やその遺伝子、発現量等の確認、解析等を行うことによ

り、海洋生分解性微生物叢の特定を行うとともに、データベース化・公開することを想定した適切な形式

でデータを格納することとした。 

 一方、海洋の微生物の密度が陸圏に比べて極端に低いことが、試験に時間を要してしまうことや試験

データのばらつき・結果の再現性低下の原因となっている。そこで、素材の種類、地理や季節的要因等と

連結した微生物叢解析データに現れ、本研究項目でその素材に対する分解への寄与が確認された主たる微

生物株の混合物を、微生物叢バランス、菌体密度、総合的な生分解性等を考慮して調製し、それを添加し

た実験室試験法を開発するための要素技術開発を試みた。 

 

●アウトプット目標 

実海域における季節変動、地理的要因、海域性、素材の種類等の通算３課題以上に対応するデータの総

合的解析を通して研究項目①で他の参画機関により進められる試験法開発に貢献すると共に、実海域と実

験室試験の相関性の観点で、試験法提案に必要とされるデータについて適切に公開するための整備を行

う。また、他の参画機関により進められる実験室試験法開発における課題解析、試験法提案における課題

克服の確認についても、微生物叢データ収集や菌株分離、評価、解析を行うことでそれら目的達成に貢献

する。  

微生物添加要素技術開発においては、実海域データに裏打ちされた素材生分解性菌体、混合菌体、ある

いは集積菌体の添加による試験法改良あるいは新規試験法１種以上の提案を行い、関連する菌株及び情報

公開を開始する。 

 

●実施体制 

 製品評価技術基盤機構（NITE）が単独で実施。 

 

●成果とその意義 

 研究項目④-2 で得た付着微生物叢データと崩壊度、そして素材の種類や地域、深度、季節や他の環境

データを総合的に解析することで、生分解に寄与する主たる微生物群の特定を行った。これらの中には海

洋生分解に寄与する新属新種の微生物も含まれていた。 

HS-GC や microResp を用いて微生物株のプラスチック生分解能を短期に多検体評価できる手法を開発、

また GC/BID 測定と LC/MS 測定を組み合わせることによる生分解様式の解析法を開発した。総合的解析結

果から選んだ 360 株以上の微生物株に対して、それら手法を用いて PBSA、PCL、PHBH の生分解データを付

与した。9 科 19 属 77 株から３素材のいずれかに対する活性を確認し、素材と微生物分類群との関係を整

理した。また 180 株以上のゲノム配列を決定した。生分解微生物叢データとそれに紐づく分離株の活性評

価データやゲノム配列、分離条件や環境データといったメタデータを連結したデータベースを構築した。

分離株は 2024 年 5 月 23 日から順次一般公開を進めており、今後も NITE からデータとそれに紐付く分離

株を公開していく。海洋におけるプラスチックの崩壊度と微生物叢を大規模に紐づけてかつ、そこに分離

株とその活性データが紐づくデータベース・ライブラリーは他に類を見ないものである。 

研究項目④-2 で取得した実験室試験の微生物叢データについては、産業技術総合研究所北海道セン

ターや関西センターと連携して解析を行い、実験室試験法と海洋環境との関係性を示す根拠データとして
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3.1.8. 研究項目④-1 実海域におけるデータ収集、簡易生分解（崩壊度）試験法の開発

（簡易試験法の開発と生分解データの収集） 

 

研究項目①の試験法開発を支援した。また静岡県環境衛生科学研究所（研究項目①）の実験室試験試料か

らの分離株に対する活性データの付与や、産業技術総合研究所つくばセンター（研究項目②）の試料調製

を支援した。 

 総合的解析を通して特定された３種類のプラスチックの１種類以上に対して生分解能を持つ微生物株の

中から、前培養時の生育特性や混合微生物菌体（カクテル）調製時の操作性、カクテル添加試験での生分

解への寄与や阻害などの各種検討を経てカクテルを構成する８株を選定し、そのカクテルを添加した BOD

試験系で、３種の海洋生分解性プラスチックの生分解の大幅な加速と試験の安定化を確認した。活用が想

定される試験機関やメーカー企業等に試験法案を提示して活用シーンに関する意見を収集し、その意見を

加味して調製プロトコルを完成させ、試験法を確立した。 

海洋生分解性試験の精度向上のため、各種微生物量測定法の特性を室間共同試験として比較検証し、

ISO 規格化の基盤となるデータを整備、それを基にした試験法規格の CD コンサルが終了（2025 年 9 月時

点）した。 

 

●実用化・事業化への道筋と課題 

本研究項目で得られたデータおよび微生物株は、適宜論文として公表を進めており、データとそれに紐

付く微生物株は、試験や研究開発に資するため NITEから順次提供を進める。海洋生分解試験の加速・安

定化のための微生物混合物については、活用が想定される機関や企業との意見交換を継続しつつ、試行機

会の提供なども検討しながら、プロトコルや関連微生物株の公表・提供により関連する試験や研究開発へ

の貢献を目指す。 

●期間・予算 
(単位:百万円) 

2020FY 2021FY 2022FY 2023FY 2024FY 

 

40 

 

36 

 

36 

 

23 

 

24 

●特許出願及び論文発表 

特許出願 論文発表 発表・講演 雑誌掲載 その他 

0 件 3 件 15 件 7 件 5 件 

テーマ名 
実海域におけるデータ収集、簡易生分解（崩壊度）試験法の開

発 
達成状況 ◎ 

実施者名 

国立研究開発法人産業技術総合研究所、（再委託先）地方独立行政法人大阪産業技

術研究所、滋賀県東北部工業技術センター、広島県西部工業技術センター、愛媛県

産業技術研究所 

達成状況の根拠 

実海域での海洋生分解性材料の崩壊を調べるための、簡易浸漬試験法を開発し、標

準試験法として国際提案し、ISO 16636 として発行することができた。 

 

●背景・目的・プロジェクトアウトカム目標との関係 

ラボ生分解試験は樹脂が微生物の作用を受けて低分子量化、代謝・無機化されて二酸化炭素にまで分解

される量を定量する生分解の判定試験であり、樹脂の生分解性を保証する試験法である。そのため、ラボ

試験からは実際の海でどの程度の速度で分解、消滅するのかの情報は得られない。海プラ対策の視点か

ら、あるいは水産用資材などの海洋での用途展開の視点から、実際の海でどの程度の期間で崩壊・消滅す

るのか、あるいはどの程度の期間物性を保持して使用可能なのかを評価する試験方法が重要である。こう

したニーズを背景に実行可能な実海域浸漬試験法と、多様な海域での生分解性樹脂の崩壊試験データが求

められている。本研究項目は簡易生分解（崩壊度）試験法の開発し、その試験法を標準試験方法とすると

ともに本試験法によるデータ収集することを目的としている。 

 

●アウトプット目標 

実海域で容易に低コストで実施可能な浸漬試験法を開発し、標準試験として ISO 化することを目標とす
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る。また、本試験法を用いて、日本沿岸各地にて、上市されている樹脂、上市間近の樹脂などの各種生分

解性樹脂の実海域海洋崩壊性のデータ蓄積を行う。同時にその試験地点の海水を用いたラボ生分解試験を

並行して行い、海水の持つ生分解活性との関係を調べ、ラボ試験結果から実環境での生分解予測を可能に

する知見を得る。 

 

●実施体制 

国立研究開発法人産業技術総合研究所及び再委託先として地方独立行政法人大阪産業技術研究所、滋賀

県東北部工業技術センター、広島県西部工業技術センター、愛媛県産業技術研究所にて実施する。 

 

●成果とその意義 

 実海域簡易浸漬試験法を開発した。同方法では大掛かりな工事の必要もなく、ダイバーによる試料の設

置、回収の必要もない。この方法の特徴は、コンパクトな容器を用いてわずかの専有面積で簡便に浸漬、

回収できる点で、浮遊状態での崩壊性評価を目的としている。浸漬試験では崩壊時の小片化による試料流

出や回収漏れがばらつきの原因となるため崩壊の進行度が小さい段階で回収することやメッシュや不織布

での保護、厚み減少量を評価軸に採用するなどの工夫を盛り込んだ。本手法は生分解関係を担当する ISO 

TC61/SC14/WG2 から好意的に受け入れられ、迅速に ISO 16636 として発行されることができた。 

本手法を用いて、実海域環境での崩壊性試験を実施し、各種データを収集した。各地での表層（深さ約

1.5m）での浸漬試験の結果は都市部沿岸でより崩壊速度が速い傾向にあった。樹脂の違いによる崩壊速度

の差は浸漬場所が変わっても同様の結果となったが、場所によっては特定の樹脂の崩壊が速いという結果

も得られた。浸漬各地点の海水を用いたラボ生分解試験を実施し、その４週間後の各地の生分解率とその

浸漬試験結果との間には正の相関が認められた。その中で、鹿児島での結果が傾向から外れたが、BOD ラ

ボ生分解試験ではいずれの海水も同一温度での試験結果であるのに対し、実環境試験では実際の海水温で

の試験であり、鹿児島では他の海域に比べて海水温が高く、実環境での生分解が速く進行したためと考え

られる。年度を変えた各地の一斉試験でも類似の相関図が得られた。 

浮遊状態の許容範囲内での深さの影響に関しては、水深 4.5m の神戸大深江キャンパス内船舶係留地に

て浸漬試験を深さ 1m、1.5m、4m、4.5m（着底）で行ったところ、浅い浸漬の方が重量減少率は大きく、

深くなるほど分解は遅かった。この傾向は深さの異なる地点で採取した海水でのラボ生分解試験結果と一

致した。ただし、着底した条件では浸漬による分解は速くなり、これは底泥に含まれる微生物の影響だと

思われる。各地の海域でも 10m 以内の浸漬深度で検討し、表層に近いほど崩壊が進行しやすい等の同様の

傾向が認められたが、崩壊がゆっくりと進む海域では傾向が逆転することもあり、各種環境因子の関与に

よる実海域での試験の難しさも現れた。 

浸漬時期による分解速度には差が認められた。2月浸漬分は膜厚 40μm、11月分は 100μmと異なる厚みで

あるため本来単純比較できないが、膜厚減少量に換算することで比較すると 2 月に比べて 11 月ではかな

り分解速度は速く、とくに分解が遅い地点においてその差は大きい。定点（神戸市、深江（神戸大船舶係

留地）における 1か月の浸漬試験を PHBH、PCL、PBSAの 3種の樹脂フィルムについて毎月継続して 2 か年

実施したところ、PHBH、PBSA は冬場において重量減が小さく、夏場に大きく重量減する傾向が明確に表

れた。6 月から 7 月にかけてその重量減少速度は大きく変化した。PCL の場合も同様の傾向にあるがデー

タにばらつきがあった。その理由として PCL フィルムは分解の進行に伴い、軟化がおこり、回収が困難な

ことが挙げられる。分解のピークは生合成系と合成系ポリエステルとではややずれた。この傾向の確認に

はさらにデータ蓄積が必要であるが、2023-2024 年の 3 回の浸漬試験時の海水温と 4 種の樹脂の重量保持

率との関係を分析したところ、季節変動による重量保持率の推移は浸漬開始時の海水温に影響され、水温

の上昇により重量保持率は急激に低下し、その境界になる温度は樹脂によって異なるように見えた。こう

したことが分解時期のピークのずれに影響しているのかもしれない。貝類の付着も季節による影響が大き

く、またポリ乳酸や PET などのフィルム表面が硬い樹脂ほど付着は少なく、ポリエチレンやポリアミド

4、PBS などは付着しやすい傾向にあった。 

試料は崩壊が進むと形状が崩れ小片化して流出していくため、正確な測定の障害となる。また、分解の

遅い樹脂で長期間浸漬していると表面に貝やフジツボが付着し、剝がれなくなる。そうした、小片の流出

を防ぐ手段として、あるいは付着物の低減の目的で、メッシュや不織布での挟み込む手法について検討し

た。分解が速いと思われた PHBH、PBSA、PCL、ろ紙は 2週間で、遅いと思われた CA-M、PLA、PBSでは 3カ

月で、挟み込みをしない系と比較したところ、分解の遅い樹脂では挟み込みによる差異は認められなかっ

たが、分解の速い樹脂ではメッシュや不織布で挟み込んだ方が、分解がやや速くなる傾向が認められた。

ただ、別の試験系では異なる結果も出ており、挟み込みをする/しないの影響は 3 ヶ月までの浸漬では大

きくない。 

伊予市と呉市での浸漬試験では実海域浸漬に加え、浸漬地点近くに採水口を持つ砂ろ過かけ流し海水の

水槽での浸漬試験を行った。3 回の試験結果の比較からは、実海域とかけ流し水槽の間に大きな差異は認

められなかった。また、浸漬開始時に採水した実海域海水と砂ろ過海水それぞれを用いたラボ BOD 試験で
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3.1.9. 研究項目④-2 実海域におけるデータ収集、簡易生分解（崩壊度）試験法の開発

（実験室試験の課題確認、仮説検証、及び標準化根拠形成のための実海域微生物及び関連

データの収集） 

 

の両者の生分解結果の比較でも大きな差異は現れなかった。これらの結果は海生生物や太陽光暴露の影響

以上に微生物作用が樹脂の生分解に大きく寄与していることを示唆している。 

生分解性材料はそのまま用いられることもあるが、表面を印刷したり着色したりして使われることも多

い。そこで表面を油性マジックや塗料で覆い、分解速度への影響について調べた。ニスや絵の具は大きな

影響はなかったが、アクリル塗料やマジックインキ、クレ 556 などは分解を抑制した。製品化を想定した

形状加工した試料の浸漬試験も実施した。紙コップでは ATR 分析により浸漬 4 週間でコート樹脂は消失

し、セルロース成分のみになるのに対し、市販カップでは重量減少に伴い非分解ポリオレフィン成分が観

測された。機内食トレー、発泡試料も重量減少したが、ルアーのような肉厚製品は 4 週間では重量減少が

観測されなかった。染色試料の重量減少は各地によってまちまちであった。染色試料はフィルム表面への

塗布ではなく染料を混合したポリマー溶液をキャストして作成したものであったため、分解抑制が起こら

なかったのだと思われる。 

 

●実用化・事業化への道筋と課題 

本項目で紹介した簡易型の実海域浸漬試験法はプロジェクト終了直後の 2025 年 4 月に ISO 16636 とし

て発行した。本規格は大掛かりな試験設備を必要とせずに淡水系を含めた水環境のどこででも簡便に実施

できる試験法であるため、欧米諸国のみならず、日本を含むアジアの国々で実施可能な方法であり、製品

群の環境中での生分解が実証でき、また、海洋環境でも安心して使用するための情報を得ることができる

ことから、環境負荷の少ない製品の社会実装を迅速化させる効果が期待できる。本規格の展開としては

2025 年 5 月にプレスリリース、同月に JBPA 主催のセミナーにて紹介し、東京都をはじめとする公設試に

て依頼試験や受託研究として本規格を用いた試験サービスが始まった、 

 

●期間・予算 
(単位:百万円) 

2020FY 2021FY 2022FY 2023FY 2024FY 

 

14 

 

11 

 

11 

 

11 

 

12 

●特許出願及び論文発表 

特許出願 論文発表 発表・講演 雑誌掲載 その他 

0 件 2 件 10 件 0 件 2 件 

テーマ名 
実海域におけるデータ収集、簡易生分解（崩壊度）試験法の開

発 
達成状況 ◎ 

実施者名 
製品評価技術基盤機構（NITE）、（再委託先）岩手大学（2022 年度まで）、広島大

学（2022 年度まで）、島根大学、鹿児島大学 

達成状況の根拠 

国内４海域、異なる季節で、８回にわたって実海域でのプラスチックフィルムの浸

漬試験を行い、海洋生分解性プラスチックフィルム付着微生物叢データとそれに紐

付く微生物株、崩壊度データや環境メタデータを大規模に取得し、サブデータベー

ス・微生物株ライブラリーとして適切に保存した。これらは、研究項目③-2 で実施

した総合的解析に十分な納得性、一般性を与える基盤となった。 

他の参画機関に対しては、研究項目①、②、④-1 の参画機関に対して技術導入

や、微生物叢データの取得、微生物株の分離を通して連携・支援を実施し、プロ

ジェクトの目標達成に向けた取り組みに貢献した。 
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●背景・目的・プロジェクトアウトカム目標との関係 

試験法の標準化は結果の信用、信頼を得るために行われるものであり、それなくしては消費者理解の観

点からも社会に受け入れられず、素材・製品の利用促進、普及は達せられない。海洋環境には、海洋学的

な地理、気候、気象等や生物学的に膨大な多様性があるが、実験室内での素材生分解試験法は、実環境を

模した小さな閉鎖人工空間で行われるものであり、特に微生物の多様性や供給量が極めて限定的となって

しまう。そのため、実験室試験環境が海洋環境と一定の相関性があることをデータで裏打ちしておく必要

がある。また、我が国発の独自の試験法改良・新規提案のためには、海洋環境を反映しているという視点

でのさらなる課題の探索、確認、検討、検証も必要である。 

本研究項目では、実験室内試験法改良のための条件や課題の探索・確認、新規試験法作成のための仮説

の検証、標準化における根拠形成等のため、生分解性素材の生分解に関わる環境微生物 DNA 情報の収集と

微生物株の分離を行い、培養及び保存方法を確認すると共に簡易的な分類情報を付加することとした。ま

た、DNA 微生物叢解析データとの相関性を解析し、主たる付着微生物株として適切に保存し、これら微生

物株とデータは、研究項目③-2 における生分解性評価と合わせることで海洋生分解性微生物及びその根

拠データとすることを目指した。 

●アウトプット目標 

実海域と実験室試験の相関性の観点で試験法開発に必要とされるデータ項目及び克服すべき課題に関連

して、実海域環境試料から分離された素材付着微生物株及び微生物叢データの整備と適切な保管を行い、

研究項目③-2 の実施を介して、研究項目①における試験法条件等の実海域における根拠形成や、微生物

添加要素技術の試験法への組み込みを達成する。また、他の参画機関で進められる実海域試験法開発にお

ける課題解析、試験法提案における課題克服の確認について、微生物叢データ取得や菌株分離を行うこと

で、実海域生分解試験法の ISO 提案等の目的達成に貢献する。 

●実施体制 

製品評価技術基盤機構（NITE）が、再委託先の岩手大学（2022 年度まで）、広島大学（2022 年度ま

で）、島根大学、鹿児島大学と連携して実施。 

●成果とその意義 

 地理的に大きく異なる国内４海域、異なる季節、２深度で、プラスチックへの付着微生物叢データ、付

着微生物株、崩壊度データ、環境データ（水温、ORP、pH）を取得した。プラスチックには、国内企業か

ら上市済みの海洋生分解性プラスチックフィルム（PHBH、PBSA、PCL）と酢酸セルロース樹脂キャスト

フィルムを中心に、PGA や PLA、そしてネガティブコントロールとして PET フィルムを加えた。フィルム

付着微生物叢データとして 1,700 サンプル以上、浸漬地点の海水や底泥の微生物叢データとして 400 サン

プル以上の付着微生物叢関連データを取得し、分離した微生物株には 16S rRNA 遺伝子部分塩基配列によ

る簡易同定データを付与した上で重複を排し、また微生物株の保存性を検証した上で適切に保存した。最

終的に付着微生物株として 20,000 株以上を取得した。浸漬した樹脂フィルムの崩壊度データと環境メタ

データ（海水温、pH、ORP 等）も取得し、それぞれのデータを各サブデータベースとして格納、研究項目

③-2 における総合的解析へと引き継いだ。本研究項目で構築した大規模なサブデータベースと微生物株

ライブラリーは、研究項目③-2 で実施の総合的解析に十分な納得性、一般性を与える基盤となった。 

 付着微生物叢データの解析では、付着微生物叢は海水の微生物叢と異なることや、崩壊の進行と共に付

着微生物叢の中の特定の微生物群が集積すること、崩壊が進行すると付着微生物量が増加すること等を確

認し、崩壊の進行と相関して集積する微生物叢は、海域の違いよりも水温の違いが大きく影響することを

見出した。PET フィルムに比して高頻度に見られた微生物群としては、PHBH で Halioxenophilus 属細菌や

Thalassolituus 属細菌、PCL で Cellvibrionaceae 科細菌などがあった。浸漬後期において、すべてのプ

ラスチックで共通に検出され PET では検出されない微生物群としては Cellvibrionaceae 科細菌や

Rhodobactereceae 科細菌が顕著であった。PBSA と PCL の両者で検出された分類群としては Hyphomonas 属

細菌や Rhodobacteraceae 科細菌などがあった。 

 付着微生物株の分離では、微生物叢データにおける分離株取得状況を適宜評価しながら分離法を改良

し、最終的に 70 科 300 属以上に及ぶ約 20,000 株を分離した。 

 静岡県環境衛生科学研究所の研究項目①の実施に対しては、微生物叢データの取得から解析に至る一連

の技術導入を実施すると共に、実験室試験試料からの微生物分離を支援した。また産業総合研究所関西セ

ンターの実験室試験試料の微生物叢データを取得し、研究項目③-2 で同 北海道センターと連携して解

析を行った。加えて、東京大学・海洋研究開発機構の実施した深海試験試料の微生物叢解析と微生物株の

分離を実施し、上市されている海洋生分解性樹脂が深海においても着実に生分解されるという科学的根拠

形成を支援した。 

●実用化・事業化への道筋と課題 

 本研究項目で得られたデータ・サブデータベースおよび微生物株は、研究項目③-2 を経て公表、提供

や論文としての公表等を進めており、公的機関として関連する試験や研究開発への貢献を目指す。 
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3.1.10. 研究項目④-3 実海域におけるデータ収集、簡易生分解（崩壊度）試験法

の開発（深海実験の結果を基軸とした評価法の開発） 

 

●期間・予算 
(単位:百万円) 

2020FY 2021FY 2022FY 2023FY 2024FY 

 

18 

 

18 

 

18 

 

3 

 

3 

●特許出願及び論文発表 

特許出願 論文発表 発表・講演 雑誌掲載 その他 

0 件 0 件 1 件 0 件 1 件 

テーマ名 
実海域におけるデータ収集、簡易生分解（崩壊度）試験法の開

発（深海実験の結果を基軸とした評価法の開発） 
達成状況 ◎ 

実施者名 国立大学法人東京大学、国立研究開発法人海洋研究開発機構 

達成状況の根拠 

・世界で初めての深海での分解試験に成功した。 

・水深により生分解速度が減少することを実証した。 

・サンプル表面上に付着した微生物の種類が好気的から嫌気的に変化することがわ

かった。 

・今回発見した新種の分解微生物は、世界中のいずれの海域にも存在することが明

確となり、本実験が世界共通の成果として解釈可能である。 

・今回の研究成果より、今後の海洋生分解性プラスチック開発の一つの指針ができ

た。 

●背景・目的・プロジェクトアウトカム目標との関係 

プラスチックの海洋分解性評価は、採取した海水を用いて実験室で行う BOD生分解試験、サンプルを岸壁など

に設置してその生分解性を評価する方法の２つにより行われている。プラスチックは陸上で使用された後、回収の

手から漏れたプラスチックごみは川を経由して最終的には海に流れ込む。海に流れ出たプラスチックごみは光分

解や物理的な崩壊によりマイクロプラスチックするが、多くのプラスチックごみは表面に微生物が付着してバイオフィ

ルムを形成し、その重さにより深海底に沈む。これにより、分解されないプラチックは数百年に亘って深海底に残り

続ける。 

生分解性プラスチックは海洋プラスチック汚染の解決策の一助として考えられているが、深海に沈んだ生分解性

プラスチックが本当に生分解されるか否かについては、これまで誰も実験を行っていない。そこで本研究では、研

究項目②-2で作製した様々な形状を持つ生分解性プラスチックを実際に、日本近海の 5か所の水深７５７～5,552

メートルの深海底に設置し、その分解性の評価および付着する微生物の解析を行うことを第 1 の目的とする。さら

に、同様のサンプルを岸壁にも設置し、岸壁と深海の分解様式および生分解速度の比較を行うことにより、深海分

解試験を行わなくても、深海分解を推定できる換算式などの提案を行うことを目的とする。 

 

●アウトプット目標 

① 生分解性プラスチックおよび石油合成汎用プラスチックのフィルムを日本近海の水深 757～5.552ｍ

の 5 か所の深海底と水深 2～6ｍの横須賀の岸壁に設置し、分解の有無、重量減少、フィルム厚変化

を計測するとともに分解速度の算出を行い、水深による分解速度の比較を行う。 

② 所定期間設置したフィルム表面のバイオフィルム形成を光学顕微鏡で、微生物の付着観察を走査型

電子顕微鏡で観察する。 

③ フィルム表面に付着した微生物の 16s rRNA 解析とメタゲノム解析を行い、分解微生物の同定を行

う。ビッグデータを用いて、同定された微生物が世界のどの海域に存在するかの解析を行う。 

④ 今後開発すべき海洋分解性プラスチックの提案を行う。 

 

●実施体制 

国立大学法人東京大学大学院農学生命科学研究科生物材料科学専攻高分子材料学研究室（東京都文京

区）が再委託先の国立研究開発法人海洋研究開発機構（神奈川県横須賀市）と連携して実施。 

 

●成果とその意義 
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3.1.11. 研究項目⑤ 生態毒性評価法の開発 

 

① 深海に設置したサンプルを 3 ヶ月から 14 ヶ月後に引き上げ、フィルムや射出成形体の重量と厚みの

変化、表面に付着した分解微生物の解析を行った。その結果、汎用プラスチックとポリ乳酸は全く

分解されないのに対し、ポリ乳酸を除く他の生分解性ポリエステルと多糖類エステル誘導体はいず

れの深海底でも分解されることがわかった。深海と岸壁における生分解速度（µg/cm2/day）を比較

すると、岸壁の分解速度に対して、水深 1,000 m の深海では 5 分の 1 から 10 分の 1、水深 5,000 m

の深海では約 20 分の 1 であった。この生分解速度の低下は、水深が深くなることによる水圧や水温

などの環境変化に加え、微生物の存在量や多様性が減少するために引き起こされると考えられる。

今回実験に用いた生分解性プラスチックの一つである微生物産生ポリエステルでレジ袋（一般的な

厚さ＝15 µm）を作製したとして、初島沖（水深 855 m）での分解速度を用いて深海における分解期

間を計算すると、約 3 週間から 2 ヶ月間で分解されると予想された。 

② 走査型電子顕微鏡を用いて深海に設置したプラスチック表面の様子を観察したところ、汎用プラス

チックとポリ乳酸のサンプル表面にはほとんど微生物が付着していなかったのに対し、生分解性プ

ラスチック表面には多数の微生物がびっしりと付着する様子が観察された。付着した微生物の菌叢

解析の結果、深海設置から数ヶ月は好気的な微生物が付着し、時間と共に嫌気的な微生物へと菌叢

が変化することもわかりました。これはサンプル表面に時間と共にマリンスノーが堆積し、好気的

条件から嫌気的条件へ変化したことが原因と考えられた。サンプル直下の海底堆積物中に生息する

微生物の菌叢解析を行ったところ、嫌気的条件になった状態のサンプル表面の菌叢とほとんど同じ

であった。 

③ サンプル表面に付着した微生物の菌叢解析およびメタゲノム解析を行い、生分解性プラスチックを

分解する微生物産生ポリエステル（PHA）分解酵素や、ポリエステラーゼ、クチナーゼの遺伝子の

塩基配列を有する新たな微生物を 6種類発見した。発見した微生物は世界中の海底堆積物に存在する

ことがわかり、今回分解が実証された生分解性プラスチックは日本近海のみならず、世界中の海域

で生分解されると考えられる。 

④ 今後開発すべき海洋分解生分解プラスチックは、好気的および嫌気的いずれの条件下でも分解する

ことが望ましい。 

 

 本研究は、世界で初めて深海において生分解性プラスチックが微生物により分解されることを実証した

研究であり、Nature Communications に掲載された。本研究を行うためにオリジナルの実験装置の開発、

試験法の開発を行った。また、微生物解析の結果は日本近海での実験が世界のいずれの海域でも生じる結

果であることを示しており、研究成果そのものに大きな意義がある。その結果、2024 年中に約 30,000 に

回以上ダウンロードされ、掲載された論文の中で 16 番目多いことから Nature から表彰された。今後本論

文は当該分野において常に引用される主要論文になるものと考えられる。 

 

●実用化・事業化への道筋と課題 

 深海分解試験は、有人・無人にかかわらず潜水艇を有している機関が必要であり、ごくごく限られた機

関でした行うことができない実験である。したがって、本研究成果をもとに標準化試験法の開発のために

必要な研究は、実験室で行う深海水を用いた実験である。②-2 で一部その実験を行っているが、まだま

だ実験結果が少なく、深海の実験成果を完全に再現できるところまで来ていない。さらに、深海において

サンプル表面に付着した微生物が好気的から嫌気的な微生物に変化することを考えると、さらなる実験室

での実験手法の改良が必要である。 

 

●期間・予算 
(単位:百万円) 

2020FY 2021FY 2022FY 2023FY 2024FY 

 

5.3 

 

7.0 

 

9.3 

 

8.0 

 

11.3 

●特許出願及び論文発表 

特許出願 論文発表 発表・講演 雑誌掲載 その他 

0 件 1 件 10 件 5 件 45 件 
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テーマ名 生態毒性評価法の開発 達成状況 〇 

実施者名 愛媛大学 

達成状況の根拠 

本研究課題では、生分解性プラスチックに特有の分解過程に着目し、その中間生成

物や分解残渣が生態毒性評価の対象となり得ることを明らかにした。既存の化審法や

ISO 試験法の適用可能性を精査するとともに、国内外の動向を調査し、制度上の課題

を整理した。さらに、複数の生分解性プラスチックを対象に既存手法を用いた実証

試験を行い、分解条件・前処理法・試験生物の妥当性を検証した。その結果、加水

分解を利用した中間生成物の安定的な入手方法を確立し、従来法では捉えられな

かった分解過程の毒性評価を可能とした。また、試験で得られた知見を基に新規試

験法の草案を策定し、専門家らの意見を踏まえた検証を行った。ISO 5430 の課題を

補完し得る手法を提示できたことは大きい、今後の国際標準化および化審法の高分

子フロースキームの改訂に資する基盤的成果が得られた。以上により、当初目標で

あった「生分解性プラスチックに適した生態毒性評価法の開発」を達成したと判断

できる。 

●背景・目的・プロジェクトアウトカム目標との関係 

生分解性プラスチックは環境中で分解し最終的に無機化する特性を持つが、その過程で一時的に生成され

る中間分解物の生態影響は十分に評価されていない。本研究課題では、現行の化審法や ISO 試験法では対

応困難なこの課題に対し、適切な評価手法を提示することを目的とした。プロジェクトアウトカム目標で

ある「持続可能社会に資する新材料の安全性評価基盤の整備」の中で特に環境安全性評価を担当し、新た

な物理化学的特徴を有する生分解性プラスチックを対象とした、化学物質管理制度の補完と国際標準化を

見据えた研究として位置づけられる。 

 

●アウトプット目標 

本研究のアウトプット目標は、生分解性プラスチックに適用可能な生態毒性評価法の草案を策定し、再現

性のある実証データを提示することである。具体的には、既存手法の適用性を検証し、中間生成物の取得

法、適切な試験生物の選定、試験条件・前処理の最適化を行い、国際的に共有可能な基盤データと試験法

案を取りまとめることを目指した。 

 

●実施体制 

本課題は、愛媛大学農学部環境計測学研究室（愛媛県松山市）が単独で実施した。被験物質として JBPA

（日本バイオプラスチック工業会）を介して国内の生分解性プラスチックメーカー（三菱ケミカル、カネ

カ、ダイセル、クレハ化学など）より添加物を含まない生分解性プラスチックの提供を受け、素材として

純粋な生分解性プラスチックを用いた。また本プロジェクトの研究課題②（静岡県）および③（東京大）

から実際に環境微生物によって分解されたプラスチックの分解産物サンプルの供与を受け、それらについ

ての生態毒性試験も実施した。このように、本プロジェクトの研究課題間を横断した共同体制により、課

題目標達成を実効的に推進した。 

 

●成果とその意義 

本研究では、複数の生分解性プラスチックを対象に生態毒性試験を実施し、既存手法の課題と改善点を明

らかにした。その結果、従来法では対象外であった分解過程の中間物質を評価可能とする手法を提案し、

試験法草案を完成させた。さらに、学会（日本環境化学会、Society of Environmental Toxicology and 

Chemistry 等）での発表や、化審法関係者の意見徴収により、試験法の草案について第三者的視点からの

検証を実施した。これにより、生分解性プラスチックに関する安全性評価の空白を埋め、化審法制度や国

際標準化（ISO）に資する具体的データを提供することができた。本研究の成果である評価手法は、新規

高分子化合物の環境リスク評価を提案し、国内外における安心な市場形成に大きく寄与する。 

 

●実用化・事業化への道筋と課題 

今後は、本試験法をベースに国際標準化への提案・改訂に向けた基盤情報の提供を行う。特に ISO 5430

の改定および本課題の手法との整合を図る必要がある。また、国内制度として化審法高分子フロースキー

ムへの本手法の反映を進めることで、生分解性プラスチックの製品開発における国内指針として機能す

る。事業化の観点からは、企業は本評価法を活用することにより、再現性高く新規高分子の環境安全性を

科学的に評価でき、消費者や規制当局に対する製造者の責任を説明できる。一方で、新たな機能を有する

新規製品の分解条件の多様性への対応や実験室データの実環境との整合性、長期評価手法の標準化といっ

た課題が残されており、今後も産学官の連携による継続的な手法の改訂が不可欠である。 
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3.1.12. 研究項目⑥ 海洋プラスチック低減効果の推定 

 

 

●期間・予算 
(単位:百万円) 

2020FY 2021FY 2022FY 2023FY 2024FY 

 

5.5 

 

7 

 

7 

 

7 

 

7 

●特許出願及び論文発表 

特許出願 論文発表 発表・講演 雑誌掲載 その他 

０件 ０件 ８件 ０件 ０件 

テーマ名 海洋プラスチック低減効果の推定 達成状況 〇 

実施者名 
産業技術総合研究所 （再委託先（2023 年度から）：石川県立大学、千葉工業大

学） 

達成状況の根拠 

・海洋生分解性プラスチックへの代替対象となり得る環境中に廃棄された容器包装

等プラスチック量について東京湾内および流域のごみ量データを整理し、推定結果

の検証およびシナリオ予測のための東京湾マクロプラスチックマスバランスモデル

を構築。 

・海洋生分解性プラスチックへ適用可能な河川・海域モデルを作成し、それぞれに

ついて、濃度観測を実施してモデルの妥当性を評価。 

・海洋生分解性試験の結果を実環境に外挿するための手法を構築。 

・プラスチック製品に海洋生分解性を付加するシナリオを設定し、モデル解析に

よって海洋プラスチック低減効果を定量的に評価。 

●背景・目的・プロジェクトアウトカム目標との関係 

プラスチックの海洋生分解性試験手法が確立した場合も、それ自体が直ちに海洋プラスチックごみの低

減につながるわけではない。実際には、海洋生分解性プラスチックの導入・普及の程度や、生分解性試験

をクリアした材料が実環境でどの程度分解するかを評価することが不可欠である。また、試験方法の設計

や材料開発の方向性によっては海洋プラスチックごみの分解と海洋マイクロプラスチックの生成がトレー

ドオフとなる可能性もあるため、両者を総合的に考慮する必要がある。そこで本研究では、海洋生分解性

プラスチックと被代替プラスチックのフローと排出量を推定し、モデル解析によって海洋プラスチック低

減効果を評価することを目的とした。本研究で構築した海洋生分解性付与による海洋プラスチック低減効

果を定量化する評価手法を通じて、アウトカム目標である海洋生分解性プラスチックの国際標準化（ISO

策定）に貢献し、国際的な市場拡大の基盤形成に資することを目指す。 

 

●アウトプット目標 

海洋生分解性プラスチックと被代替プラスチックのフローと排出量を推定し、河川・海域モデルによる

濃度予測シミュレーションにより、海洋プラスチック低減効果の評価を行う。 

 

●実施体制 

 産業技術総合研究所安全科学研究部門（茨城県つくば市）が実施。2023 年度からは、再委託先として

石川県立大学（石川県野々市市）、千葉工業大学（千葉県習志野市）と連携して実施。 

 

●成果とその意義 

研究成果： 

・海洋生分解性プラスチック導入による海洋プラスチックごみ低減効果を河川・海域モデルで解析するた

め、導入が想定される複数製品を対象に、文献調査や業界団体・メーカーへのヒアリングを行い、特性を

整理した。その結果、レジ袋・ごみ袋と被覆肥料のように、排出形態の異なるシナリオを解析対象とする

ことが妥当と判断した。また、いずれの製品も具体的な導入見通しは不明確であったため、材料をすべて

海洋生分解性プラスチックに置換するシナリオを設定し、最大の低減効果を推定した。 

・樹脂別・品目別の国内需要データから容器包装用途を抽出し、民生利用に着目して廃棄量を推定した。
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使用年数を 1 年未満と設定し、国内利用量と廃棄量を同等と仮定することで、容器包装プラスチックの廃

棄量を樹脂別・品目別に算定した。さらに、廃プラスチックの流出過程を考察するため、ベトナム中部に

立地するフエ省を流れるパフューム川を対象に、廃棄から河川・海域流入までを表す基本モデルを提案し

た。現地調査計画を用いて解析した結果、雨期に廃プラスチック流出量が増加する傾向を示した。また、

東京湾を対象に用途別の廃棄量と環境流入量を定量化するため、マクロプラスチックのマスバランスモデ

ルを構築した。環境省のごみ調査データや既存研究のパラメータを整理してモデルに反映し、用途別（レ

ジ袋、食品トレイ、ペットボトル等）の河川流入量を推定した。その結果、モデル計算値は実態調査デー

タと概ね整合し、海底に沈降するマクロプラスチックごみの割合が大きいことを示した。これにより海洋

生分解性プラスチックへの代替が進んだ場合の用途別フローと排出量を概算できる見通しを得た。 

・プラスチックの生分解度・崩壊度試験に関する 34件の文献から596件のデータを収集・解析した結果、

半減期は試験環境、プラスチックの種類や形状、海水条件などにより大きく変動することが示された。特

に PHB については、粉末よりフィルムの方が、分解が遅く、フィルムでは厚さが増すほど半減期が長くな

る傾向が確認された。さらに、生分解速度と温度の関係は、研究項目①-１で得られた 30℃で 10℃の約 2

倍となる室内試験結果と一致し、河川・海域モデルの算出式との整合性が確認された。 

・海洋生分解性プラスチックに適用可能なモデルの構築にあたり、河川には AIST-SHANEL、海域には

AIST-RAMTB を改良して用いた。プラスチック重量濃度（mg/m³）を解析単位とし、断片化は考慮せず、粒

径別に移流拡散・生分解・沈降・再浮上の動態を解析する仕様とした。濃度の空間分布や時系列変化の可

視化に加え、流出量、沈降量、浮上量、生分解量等の物質収支を算出可能とした。多摩川水系（河川モデ

ル）と東京湾（海域モデル）を対象に、生分解や沈降の有無を考慮したシナリオ解析を実施した。 

・河川モデルの妥当性を検証するため、被覆肥料カプセル由来プラスチックについて、石川県立大学が富

山県小矢部川の 5 地点で行った観測結果とモデル推定値を比較した。観測値には水平方向にばらつきが

あったが、推定値は概ね一致し、モデルは妥当と判断した。 

・河川モデルにおいて被覆肥料カプセルを海洋生分解性プラスチックに代替するシナリオを設定し、1 年

間の河川水・底泥中プラスチック濃度予測シミュレーションを実施した。水田土壌・河川水・底泥におけ

る生分解量や残存量を算出し、投入量に対する比率を評価した結果、前年投入量の約 1 割が代替前には海

域へ流出するのに対し、代替後は生分解と沈降の効果で流出がほとんどなくなることが示された。 

・海域モデルの妥当性を検証するため、千葉工業大学による東京湾でのマイクロプラスチック観測値とモ

デル推定値を比較した。観測結果の 90％以上を占めた PET、PMMA、PE、PPの濃度を比較した結果、推定値

はやや過小評価ではあるものの、観測値の 0.1～1.6倍の範囲に収まり、概ね妥当と判断された。 

・海域モデルにおいてレジ袋素材を PE から PHBH へ代替するシナリオを設定し、海水および堆積物中での

生分解と沈降の増加を考慮した 1 年間のプラスチック濃度予測シミュレーションを行った。河川から東京

湾への流入負荷量に対し、代替前は約 6 割が湾外へ流出し、約 4 割が湾内に残存したのに対し、代替後は

湾外への流出が約 5％、残存が約 1％に減少することが示された。 

成果の意義： 

本プロジェクトで開発した試験方法で「生分解性」と判定されたプラスチックを導入した場合の、海洋

プラスチック低減効果に関する定量的な情報を提供できる。これにより、当該試験方法の有用性を示し、

国際標準化の推進に貢献できると考えられる。本研究は、海洋生分解性材料の海洋プラスチック低減効果

を明確化し、市場導入の促進に資するものである。さらに、プラスチック対策効果を定量的に評価した本

研究の試みは、国内外で類似の研究がほとんどなく、その独自性と優位性は高いと言える。 

 

●実用化・事業化への道筋と課題 

本研究は新規 ISO 提案に直接結びつくものではないが、ISO 提案を補強し、その有効性を高める役割を

担うことを想定している。また、ISO 規格開発を通じて得られた生分解性樹脂の海洋中における分解速度

や分解メカニズム、動態に関する情報を本研究の低減効果予測に反映させることで、モデルや評価手法の

精度を向上させることができる。これにより、フィードバックを繰り返しながら、開発したモデルや評価

手法の実用化を目指す。 

課題としては、海洋生分解性プラスチックがまだ社会に導入されていないため、評価に必要となる実測

データが十分に得られていない点が挙げられる。さらに、マクロプラスチックからマイクロプラスチック

への生成やプラスチックが微細化するメカニズムが多様であるため、そのモデル化や定式化については、

今後さらなる検討が不可欠である。 

将来的には、こうした課題を解決しつつ、モデルや評価手法を国際規格や政策評価に活用し、海洋生分

解性プラスチックの導入効果を科学的に裏付けることができれば、製品開発や流通の加速につながる可能

性がある。本研究の成果は実用化のみならず事業化の観点からも重要な意義を有すると考えられる。 

 

●期間・予算 2020FY 2021FY 2022FY 2023FY 2024FY 
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3.2. 研究開発項目②：海洋生分解性プラスチックに関する新技術・新素材の開発 

3.2.1. 研究開発項目②-1(1) 海洋生分解性を有する新規な多糖類長鎖短鎖エステルの誘

導体の研究開発 

 

(単位:百万円)  

25 

 

17 

 

38 

 

36 

 

40 

●特許出願及び論文発表 

特許出願 論文発表 発表・講演 雑誌掲載 その他 

0 件 0 件 24 件 0 件 0 件 

テーマ名 
海洋生分解性を有する新規な多糖類長鎖短鎖エステルの誘導体

の研究開発 
達成状況 〇 

実施者名 日本電気株式会社 

達成状況の根拠 

２つの研究項目における５つの最終目標について、いずれも設定した目標レベルを

過達、もしくは概ね過達となったため 

●背景・目的・プロジェクトアウトカム目標との関係 

＜背景＞プラスチック海洋汚染問題がフォーカスされ、海洋生分解性を有するプラスチックの重要性が

高まっている。しかし今日、海洋生分解性が認められるプラスチックは脂肪族ポリエステル類しか存在し

ていない。そのため、脂肪族ポリエステル類とは異なる耐熱性や強度を有する海洋生分解性プラスチック

の確立が重要である。 

一方で自然界には、セルロースやパラミロンなど、非可食バイオマスから安定的に供給可能な多糖類が

存在するが、プラスチックとしての利用は進んでいない。 

＜目的＞本研究開発では、海洋生分解性プラスチックの新たな柱を、多糖類を用いて構築し、海洋生分

解性プラスチックの適用拡大に資することを目的とする。具体的には、釣具や漁具・漁網などの漁業資材

に利用可能な、海洋生分解性を有する新規バイオプラスチックを、地球上に豊富に存在し安定的に調達が

可能な高分子多糖類から創出する。 

＜PJ アウトカム目標との関係＞プロジェクトアウトカムのうち、「2030 年には新たな海洋生分解性プ

ラスチック、国内市場 20 万ｔ／年の普及を目指す。」の候補素材を生み出す位置づけとなる。 

 

●アウトプット目標 

 

研究項目 最終目標 根拠 

①パラミロン

／セルロース

長鎖短鎖エス

テル誘導体の

合成と評価 

①-1. 新規長鎖短鎖エステル誘導体を 20

種類/y 以上合成 

側鎖の構造、導入量の最適化に向けて必要な合

成サンプル数（４年間でトータル 70 種類以上） 

① -2. 曲 げ 強 度 50MPa 、 衝 撃 強 度

5 kJ/m2、ガラス転移温度(Tg)100℃クリ

ア 

これまで、当社にて開発実績のある多糖類エス

テル誘導体（ABS 代替用途向け）の目標物性（電

子機器向けで実証実績あり） 

①-3. 新規誘導体の BOD分解度が 30日後

に（対セルロース比）40％以上を達成 

 上記に加え、下記の長期分解性 50-60

日後からの分解開始と適切な分解速度

（80-90 日後に対セルロース比 30-40%）

での分解 

既存の生分解性樹脂と同等レベルの分解速度 

また、釣具製品の実用性の観点から求められる

長期分解性レベル 

①-4. 新規誘導体が魚類の生態に影響が

ないことを確認 
分解生成物の慢性毒性の確認 



 

83 

②多糖類誘導

体の釣具製品

としての性能

評価 

②-1. 新規合成した長鎖短鎖エステルを

用いて、釣具（エギ）や釣糸としての試

作評価を実施 

釣具（エギ）として求められる試作加工性、物

性をベースに各項目の目標レベルを設定 

 

●実施体制 

 

 

 

 

 

 
 

●成果とその意義 

【研究項目①】 

実用性の高い１段階不均一合成法による生成物に関して、主鎖をパラミロン、短鎖をアセチル基にする

ことで、海洋生分解性と両立可能な長鎖＋短鎖の合計置換度 2.4 以下で目標物性を達成する分子構造を見

出した。 

また、海洋生分解性樹脂（PBSA/PCL）とのアロイによる物性調整可能（衝撃強度を大幅に向上）を見出

した。上記化合物の BOD 試験の結果、目標レベルの分解挙動を示す（分解性と耐久性を両立）することを

見出した。 

【研究項目②】 

以下を検討により、釣具製品としての実用性評価項目を達成した。 

 ・開発樹脂のアロイ品を大量合成して製品評価を実施 

 ・生産性評価の各項目、および性能評価の各項目について目標レベルを概ね達成 

 

●実用化・事業化への道筋と課題 

海洋生分解性を有する漁具製品として、物性・耐久性との両立の可能性が見込まれ、製造プロセス面で

の優位性もあり、コストダーゲット次第で、市場参入機会が見込める。ただし、量産化に向けては更なる

使用見込み量の積み上げが必要であり、漁具以外の用途開発が課題。 
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3.2.2. 研究開発項目②-1(2) エステルアミド骨格をベースとする新規海洋生分解性樹脂

素材の開発 

 
 

●期間・予算 
(単位:百万円) 

2020FY 2021FY 2022FY 2023FY 2024FY 

 55 64.45 64.55 61.6 

●特許出願及び論文発表 

特許出願 論文発表 発表・講演 雑誌掲載 その他 

3 件 4 件 7 件 ０件 2 件 

テーマ名 
エステルアミド骨格をベースとする新規海洋生分解性樹

脂素材の開発 
達成状況 〇 

実施者名 国立研究開発法人理化学研究所、株式会社日本触媒 

達成状況の根拠 

最終目標に定めた新規化学構造を有する海洋生分解性ポリマーを１件以上開発し、

新規海洋生分解性樹脂素材として実用化の目処を付けることができた。また、1

バッチ当たり 5kg 以上の開発ポリマーを安定に製造することが可能な合成システ

ムの構築を達成し、前倒しで 10L スケールの合成システムを整備した。開発当初

に想定していたアミド構造導入による優位な効果は大きくないものの、新規化学構

造を有する海洋生分解性エステルコポリマーを開発し、海洋生分解性を持たない生

分解性ポリマーとのポリマーブレンドにすることで、海洋生分解性を持たない生分

解性ポリマーに海洋中での生分解を誘導することに成功した。この成果は、世界的

にも重要なものになると言える。 
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●背景・目的・プロジェクトアウトカム目標との関係 

 国立研究開発法人理化学研究所（理研）では、長年に渡りバイオプラスチックおよび生分解性プラス

チックの研究開発を行っており、ポリヒドロキシアルカン酸(PHA)の実用化に深く関わってきた。また、

ポリアスパラギン酸の生分解性評価などポリペプチド（ポリアミノ酸）の生分解性に対する広い知見を有

している。一方、株式会社日本触媒（日本触媒）は、1990 年台にポリエチレンサクシネート(PES)の開発

を手がけており、プレプラントレベルの製造技術を有している。 PES（製品名：ルナーレ SE）は、高い

ガスバリア性を有する生分解性ポリマーとして有望視されていたものの、開発当時は生分解性樹脂のニー

ズが小さかったこと、機械特性に課題があったため、事業化を断念した。近年、生分解性樹脂のニーズが

激増しているが、実製品の原料として使用できる海洋生分解性ポリマーは限られており、海洋という特殊

な環境下でも確実に生分解性を発現するポリマー、樹脂素材および添加剤を一つでも多く開発することが

海洋生分解性樹脂素材生産の事業化にとって重要である。そこで、本研究開発では、プラスチックとして

高いポテンシャルを有する PES を含む生分解性ポリマーや含芳香族バイオマスポリマーを原料に用い

て、海洋生分解性を誘導するための鍵となる成分を導入した新規な化学構造を有する海洋生分解性ポリ

マーの合成を行い、実海洋環境中での生分解性を発現する新規な海洋生分解性樹脂素材を開発し、実用化

の目処を付けることを目的とした。本研究開発を実施し、研究成果を基盤とすることで、海洋生分解性を

誘導する成分を特定し、その化学構造を導入した様々な新規海洋生分解性樹脂素材の開発および事業化を

加速することを目指した。特に、日本触媒が保有するルナーレ SE の製造技術を基にし、PES と海洋生分

解性を誘導するための鍵となる成分を導入した食品包装用フィルムに用いることが可能な海洋生分解性を

有するプラスチックフィルムをターゲットの一つとした。また、開発した樹脂素材の機械特性にマッチす

る用途を探索するためのシーズ・ニーズ調査を行い、新たな市場の開拓を実施した。 

●アウトプット目標 

 新規化学構造を有する海洋生分解性ポリマーを１件以上開発し、新規海洋生分解性樹脂素材として実用

化の目処を付け、1 バッチ当たり 5kg 以上の開発ポリマーを安定に製造することが可能な合成システムの

構築を達成する。新規海洋生分解性樹脂素材について、材料特性調査および市場調査を行い、本研究開発

で創出する新規な化学構造を有する海洋生分解性樹脂素材を製品化するための材料特性強化および成形品

の作製を行う。また、開発した新規海洋生分解性ポリマー及び樹脂素材について、室内および実環境下

（河川および海洋）での生分解性の実証を行う。さらに、開発した新規海洋生分解性樹脂素材の魚類等へ

の生態毒性試験等を行う。開発した新規海洋生分解性ポリマーおよび樹脂素材を原料に用いて、試作した

成形品などをサンプルワークし、使用用途に対する性能評価のフィードバックから、材料特性の強化を行

うことで実用化を目指す。 

●実施体制 

 
●成果とその意義 

 新規な化学構造を有する海洋生分解性ポリマーの開発においては、PES に長鎖ジカルボン酸(DCA)を導

入した PES ベースのコポリエステルにすることにより、PES 骨格をベースとしていても海洋環境中で生

分解が誘導され、コポリエステルが完全に生分解されることを見出した。DCA の炭素数および含有率を

調整することによって、機械特性を調整することが可能である。過去の研究では、ポリエステルに DCA

ユニットを導入することで海洋生分解性が誘導される可能性は示唆されていたものの本研究成果のように

炭素数や含有率について網羅的に調査し、海洋生分解性が発現する閾値を明らかにした例は、我々が初め
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3.2.3. 研究開発項目②-2 イオン結合を有する海洋生分解性プラスチックの実用化開発 

てである。本研究成果は、ポリエステルのみならず、ポリアミドを含む他のポリマーにも応用の可能性が

ある重要な知見である。また、開発した DCA ユニットを含有する PES ベースポリエステルアミドは、

研究開発項目①で実施した実海域浸漬試験（産総研）、栄養塩等添加海水を用いた CO2発生量測定（静

岡県環衛研）および研究開発項目①で開発された加速試験法(ISO 18957)に準拠した BOD 海洋生分解性

試験（産総研）においてもセルロースと同様の海洋生分解性を示すことを確認した。 

 開発した PES ベースコポリマーのスケールアップでは、1 kg/B スケールでの実験で、ラボ小スケール

の重合挙動を再現することに成功し、5 kg/B へのスケールアップ課題を整理し、装置仕様を決定した。さ

らに、10 L スケールの重合装置の稼働を前倒しで開始し、10 L スケールの重合装置でもラボ小スケール

の重合挙動を再現することに成功した。 

 実用化に向けた海洋生分解性樹脂素材の開発では、開発ポリマーと各種生分解性ポリマーとのポリマー

ブレンドの開発を行った。海洋生分解性を持たない PES やポリ乳酸(PLA)と開発した海洋生分解性 PES

ベースコポリマーとを溶融混錬して調製したポリマーブレンドにおいて、海洋生分解性を持たない PES

や PLA も海水中で生分解が進行することを明らかとした。海洋生分解性を有する PES ベースコポリマー

が海洋生分解性を持たない PES や PLA に海洋生分解性を誘導するという知見は、非常に重要な成果であ

る。 

 魚類等への生態毒性試験等の実施については、魚類急性毒性試験、藻類成長阻害試験、植害試験を実施

した。魚類急性毒性試験と藻類成長阻害試験については急性毒性は見られなかった。植害試験では、高添

加水準（土に対して 5%wt）では育成阻害を確認した。これらの知見を基にして、新規な化学構造を有す

る海洋生分解性樹脂素材として実用化を進めていく。 

●実用化・事業化への道筋と課題 

 PLA の製造量は全世界で約 50 万トン／年と見積もられている。販売先での最終形態としては、フィル

ム、繊維などへの加工を想定しており、日本触媒では開発ポリマーそのものに加え、市場規模の大きい

PLA 向けの添加剤として PLA と開発ポリマーのブレンドペレットを 2027 年に上市することを目指して

いる。そのために、現在は有望顧客へのサンプルワークを進めるとともに、ポリエステル製造メーカーと

協業して実生産プロセスの開発を進める。また、2030 年には 500 トン／年まで製造能力を拡大し、数億

円の売り上げ達成を目指す。目標売上達成に向けては、国内に限らず海外にも幅広くサンプルワーク、及

び販売を展開してく計画である。 

●期間・予算 

(単位:百万円) 

2020FY 2021FY 2022FY 2023FY 2024FY 

− 60.50 72.51 64.00 60.50 

●特許出願及び論文発表 

特許出願 論文発表 発表・講演 雑誌掲載 その他 

8 件 4 件 9 件 3 件 6 件 

テーマ名 イオン結合を有する海洋生分解性プラスチックの実用化開発 達成状況 〇 

実施者名 日清紡ホールディングス株式会社 

達成状況の根拠 

研究項目をプラスチックビーズ代替素材の実用化開発および海洋生分解性付与添加

剤の実用化開発とし、４項目の最終目標をすべて達成した。特にプラスチックビー

ズ代替素材では製造コスト目標値を達成し、海洋生分解性付与添加剤では新素材を

創出すると共に、生分解メカニズムを明らかにした。 
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●背景・目的・プロジェクトアウトカム目標との関係 

プラスチックは軽量で丈夫な素材として広く利用されている一方、生産量の増加に伴い海洋プラスチッ

クごみが深刻な問題となっている。特にマイクロプラスチックビーズは自然界で回収が困難で、生態系に

悪影響を及ぼす可能性があるため、代替素材の開発が急務である。また既存樹脂と複合する添加剤の開発

を通じ、プラスチックとしての機能を維持しつつ海洋中で生分解される新素材の創出が期待される。これ

らの社会実装を実現することで、プロジェクトアウトカム目標である 2030 年に新たな海洋生分解性プラ

スチック、国内市場 20 万ｔ／年の普及に貢献する。 

 

●アウトプット目標 

研究開発項目②-2  イオン結合を有する海洋生分解性プラスチックの実用化開発 

研究項目③-1：プラスチックビーズ代替素材の実用化開発 

・試作設備において、プラスチックビーズ代替素材の製造コストが一定値以下となる実用試作品を１種以

上提案する。 

 

研究項目③-2： 海洋生分解性付与添加剤の実用化開発 

・海洋生分解度 60 日で 50％以上、溶融温度が一定値以上である海洋生分解性付与添加剤を 1 種以上開発

する。 

・複合樹脂として目標パラメータを満たす海洋生分解性付与添加剤を用いて、マスターペレット化の量産

工程を 1 種以上確立する。 

・海洋生分解性化合物の生分解メカニズムを、イオンによる分解と微生物による生分解の 2 つの観点から

明確にする。（残存物の安全性含む） 

 

●実施体制 

 
●成果とその意義 

研究項目③-1： プラスチックビーズ代替素材の実用化開発 

・疎水化アルギン酸粒子は高い生分解性に加えて、実用的な疎水性および既存のプラスチックビーズに近

い触感を有するため、プラスチックビーズの代替素材として有用な素材である。疎水化アルギン酸粒子の

製造をターゲットに設定し、導入した設備ごとに工程の検証と改善を実施した。さらに、連続運転により

工程全体の検証を行い、2024 年 3 月末時点で疎水化アルギン酸粒子の製造コストが一定値以下となっ

た。また各種安全性試験を実施し、本素材は安全性が高い素材であることを確認した。その後、2024 年

以降も工程改善に取り組み、現在では製造原価をさらに低減させ、実用性に近づく水準を達成している。 

 

研究項目③-2： 海洋生分解性付与添加剤の実用化開発 

・生分解性と物性の両立を目的に新規構造の検討を行い、芳香族構造を有するポリエステル化合物を選定

した。化合物の改良を進め、生分解度および物性を確認し、溶融温度の向上と 60 日時点の海水生分解度

60%の添加剤（NPA-B001）を開発した。NPA-B001 は先に開発した脂肪族系添加剤（NPA-A001）と比

較して、デンプン系樹脂に添加した際により高い強度を維持することができる。その結果、各種製品や各

顧客に応じた最適な添加剤を用いるアプローチが可能となった。 

・海洋生分解性付与添加剤の製造工程確立を目指し、各工程の検証と改善を実施した。万能混合機および

2 軸混練押出機を導入し、合成プロセスの検証と改善を行った結果、生分解性樹脂に添加剤を混練したマ

スターペレットの試作を実施し生産実証を達成した。さらに得られたマスターペレットを用いて導入した
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成型機でインフレーション成形やキャストフィルム成形、外部機関による射出成形といった各種成形品の

製造が可能であることを確認した。 

・海水生分解性試験および菌叢解析により生分解性メカニズムの解明を実施した。海水生分解において海

水温度依存性と海域依存性を調査/分析した結果、本素材は海水環境に影響を受け難くイオン結合の切断

によって低分子量体に変化することを確認した。さらに菌叢解析の結果、本素材を含む樹脂表面に形成さ

れたバイオフィルム上で、ポリエステル系高分子の生分解に関与すると推定される特定の菌種が優位に増

殖することを確認した。また、海水浸漬試験により添加剤がバイオフィルム形成を促進していることが確

認された。以上より、本素材がイオン結合の切断及び微生物誘引のメカニズムによって主材樹脂の生分解

を促進していることが明らかになった。実際に添加剤を加えた複合樹脂の生分解試験では大きな促進効果

が得られており、生分解促進剤として有用な素材を創出した。 

 

●実用化・事業化への道筋と課題 

研究項目③-1： プラスチックビーズ代替素材の実用化開発 

化粧品業界では、EU REACH 規制においてマイクロプラスチックの使用が禁止される対象製品と移行

期間が決定した。それを受けて REACH規制に対応した本素材の需要が急速に増加すると推定される。本

素材は従来のプラスチックビーズに近い触感と特性を有しており、既存製品に配合しているマイクロプラ

スチックビーズの置き換えが可能であるため、環境配慮型製品として展開が期待される。現在、複数の国

内外顧客にサンプル提供を実施しながら開発を進めており、近年中の販売開始を足掛かりに事業化を見据

えている。 

一方、本主原料を取り扱うメーカーが限られていることから、原料コストの高騰に対応するために代替

メーカーの探索が不可欠である。また、製造工程のさらなる効率化によるコストダウンも求められる。加

えて、製品の菌発生を防止するための工程改善と品質管理体制を強化し、継続的に安定した製品供給を実

現することが重要な課題となっている。 

 

研究項目③-2： 海洋生分解性付与添加剤の実用化開発 

農業用マルチフィルムや肥料のコーティング剤など、回収・リサイクルが困難な用途では規制の動きも

あり、生分解性樹脂へ代替の可能性が高い。本素材は、規制の動向を注視しながらこれら回収・リサイク

ルが困難な用途をターゲットに展開を進めることを計画している。現在は、複数の樹脂メーカーやプラス

チック製品加工メーカーとコンタクトをとり、用途探索と並行して開発を進めており、近年中に 1 製品の

採用を実現することを目標としている。 

事業化に向けた課題としては、市場での優位性を確保するため、早急にターゲット市場を絞り込み、ニー

ズや市場規模から参入すべきマーケットを的確に判断することが求められる。また、コストを踏まえた設

備および工程改善も重要であり、既存樹脂からの大幅な価格上昇が生じないように生産コストを抑えつ

つ、プラスチック製品の生産量に対応可能な月産数トンから数十トン規模での製造体制を整える必要があ

る。 

 

●期間・予算 

(単位:百万円) 

2020FY 2021FY 2022FY(助成) 2023FY(助成) 2024FY 

55 69 67 47 － 

●特許出願及び論文発表 

特許出願（親特許） 論文発表 発表・講演 雑誌掲載 その他 

8 件 0 件 3 件 7 件 5 件 
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添付資料 

●基本計画 

Ｐ２０００８ 

「海洋生分解性プラスチックの社会実装に向けた技術開発事業」基本計画 

バイオ・材料部  

 

１．研究開発の目的・目標・内容  

（１）研究開発の目的 

①政策的な重要性 

プラスチックは、軽量かつ丈夫であり加工性に優れるといった特性を持ち、日常生活の利便性等をもたら

す素材としてこれまで幅広く活用されてきている。その一方で、新興国の経済発展と世界的な生産量の増加

に伴い、近年、プラスチックごみによる海洋汚染が問題視されるようになってきた。こうした中で我が国で

は 2018 年 6 月に「第４次循環型社会形成推進基本計画」が閣議決定されており、プラスチックの資源循環

を総合的に推進するための戦略（「プラスチック資源循環戦略」）を策定し、これに基づく施策を進めていく

事が示されている。また安倍首相は、2019年 1月の世界経済フォーラム年次総会（ダボス会議）のスピーチ

及び第 198 回通常国会の施政方針演説 において、世界の国と共に、海洋プラスチック対策に取り組んでい

くことを表明しており、G20 大阪サミットに向けて、我が国としての具体的な取り組みが「海洋プラスチッ

クごみ対策アクションプラン」として取りまとめられた。その中で、代替素材の開発・転換等のイノベー

ションとして「海洋生分解性プラスチックの開発・導入普及ロードマップ」に基づき、官民連携により技術

開発等に取り組む事が示されている。 

2019年 6月に開催された G20大阪サミットでは、安倍首相は、海洋へのプラスチックごみ及びマイクロプ

ラスチックの流出の抑制及び削減のために適切な国内的行動を速やかに取る決意を表明し、共通の世界のビ

ジョンとして，2050年までに海洋プラスチックごみによる追加的な汚染をゼロにまで削減することを目指す

「大阪ブルー・オーシャン・ビジョン」が共有され、「G20海洋プラスチックごみ対策実施枠組」の中で「革

新的な解決策（イノベーションの展開）」等の自主的な取り組みの実施が求められている。また、２０２３

年 4 月に札幌で開催されたＧ７気候・エネルギー・環境大臣会合において、上記の２０５０年までに追加的

海洋プラスチックごみをゼロとする目標が、２０４０年までに前倒しで達成することが合意された。 

 

 

②我が国の状況 

現在、国内プラスチック生産量（年間１千万トン程度）のうち、国内で流通している生分解性プラスチッ

クは 2,300 トン程度と国内市場に占める割合は小さく、しかも陸域の土壌又はコンポストでの分解を前提と

した生分解性プラスチックが主流であり、海洋生分解性を有するプラスチックはわずかな種類しか存在しな

い。 

NEDO の研究開発としては 1996 年度～1999 年度、「独創的産業技術研究開発促進事業／生物資源リグノセ

ルロース及びデンプンからの新規な生分解性材料の創製」等において生分解性プラスチックについての研究

開発が行われていた。また、2002 年度～2006 年度に「生物機能活用型循環産業システム創造プログラム／

生分解・処理メカニズムの解析と制御技術開発」が行われている。2015 年度～2019 年度では JST-ALCA の

「ホワイトバイオマステクノロジー／糖質バイオマスからグリコール酸ポリマーを合成する微生物プロセス

の開発」において、微生物に人工的なポリマー合成システムを構築し生分解性に優れたプラスチック合成技

術の研究開発が行われている。 
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このほかにも、生分解性プラスチックへの取り組みは行われているが、海洋生分解性に着目した取り組み

は十分行われているとは言えず、世界的課題となっている海洋プラスチックごみ問題に対応する研究開発が

求められている。 

 

③世界の取り組み状況 

世界各国では、海洋プラスチックごみ対策への自主的な取組が活発化している。2019 年 1 月には、化学

メーカーをはじめ約 30 のグローバル企業を中心にした国際アライアンス「Alliance to End Plastics Waste」

（AEPW）が設立され、今後５年間で合計 15 億ドルを投じて海洋プラスチックごみの抑制・管理・使用後の

ソリューションを推進する事業を展開する予定とされており、主として海洋プラスチックごみの抑制管理を

主眼としたものである。 

研究開発の取組としては、欧州において BBi（Bio-Based Industries Joint Undertaking： EU とバイオ

ベース産業コンソーシアムの官民パートナーシップ）の「NEWPACK/ Development of new Competitive and 

Sustainable Bio-Based Plastics」等で生分解性プラスチックの研究開発が行われている。 

 

④本事業のねらい 

本プロジェクトでは、海洋生分解性プラスチックの市場導入を促進する為、海洋生分解メカニズムに裏付

けされた評価手法の開発を行う。 

また、海洋生分解性プラスチックに関する新技術・新素材開発を行う。これにより物性、機能性を向上し

た新素材による、さらなる製品適用拡大により普及拡大を加速させる。 

将来的には、世界に先駆け、新たな海洋プラスチックごみ発生ゼロの一助となる事を目指す。 

 

（２）研究開発の目標 

①アウトプット目標 

本プロジェクトにて、海洋生分解性メカニズムに裏付けされた海洋生分解性の評価手法を開発し海洋生分

解性プラスチックの信頼性を高めると共に、国際標準化提案 1 件以上に繋げる。 

さらに、海洋生分解性プラスチックに関する新技術・新素材の開発を行い新市場の創出を図る。 

研究開発項目ごとの目標については、別紙にて定める。 

 

②アウトカム目標 

国際標準化に向けた ISO 策定に繋げ、国際的な市場拡大の足場とする。 

2030 年には新たな海洋生分解性プラスチック、国内市場 20 万ｔ／年の普及を目指す。（CO2 削減量として

56 万ｔ-CO2/年） 

 

③アウトカム目標達成に向けての取組 

NEDOは、プラスチック業界の主要企業をメンバーとする標準化戦略を検討する組織体に研究開発成果を提

供するとともに、標準化の方向性について議論を深め、海洋生分解性プラスチックの海洋生分解性に関する

評価手法の国際標準獲得に向けた戦略及び活動計画の策定を支援しプロジェクト成果の普及促進を行う。ま

た、海洋生分解性プラスチックを広く社会に普及させるため、学会発表、論文発表、展示会、シンポジウム

等を通じた成果発信を積極的に行う。 

 

（３）研究開発の内容 

上記目標を達成するために、以下の研究開発項目について、別紙 1 の研究開発計画に基づき研究開発を実
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施する。 

 

研究開発項目①「海洋生分解性に係る評価手法の確立」 

研究開発項目②「海洋生分解性プラスチックに関する新技術・新素材の開発」 

 ②－1「新規化学構造を有する樹脂・新規バイオ製造プロセス開発等による海洋生分解性プラスチックに

関する新技術・新素材の開発」 

 ②－2「複合化技術等による海洋生分解性プラスチックに関する新技術・新素材の開発」 

 

研究開発項目①については、産学官で協力して取り組むべき基盤技術であり、委託事業として実施する。 

研究開発項目②については、研究開発内容に応じて、委託事業として取り組むもの（研究開発項目②－1）

と委託事業と助成事業のフェーズを設けるもの（研究開発項目②－2）を設定する。 

研究開発項目②－1 については、研究開発要素が多く、時間を要するハイリスクな基盤技術に関するもの

であり、委託事業として実施する。研究開発項目②－2 については、委託事業と助成事業のフェーズを設け、

フェーズ移行はステージゲートにより行い、事業化に向けた課題は、企業の積極的な関与により推進される

べき研究課題として助成事業（ＮＥＤＯ負担率：大企業１/２、中堅・中小・ベンチャー企業２/３）として

実施する。 

 

２．研究開発の実施方式 

（１）研究開発の実施体制 

 プロジェクトマネージャー（以下、「PMgr」という。）に NEDO 材料・ナノテクノロジー部 宇津木 功二 

を任命して、プロジェクトの進行全体を企画・管理させ、そのプロジェクトに求められる技術的成果及び政

策的効果を最大化させる。 

NEDOは、公募により研究開発実施者を選定する。研究開発実施者は、企業や大学等の研究機関等（以下、

「団体」という。）のうち、原則として日本国内に研究開発拠点を有するものを対象とし、単独又は複数で

研究開発に参加するものとする。ただし、国外の団体の特別の研究開発能力や研究施設等の活用又は国際標

準獲得の観点から必要な場合は、当該の研究開発等に限り国外の団体と連携して実施することができるもの

とする。 

なお、各実施者の研究開発能力を最大限に活用し、効率的かつ効果的に研究開発を推進する観点から、

NEDOは研究開発責任者（プロジェクトリーダー（以下、「PL」という。））を選定し、各実施者は PLの下で研

究開発を実施する。 

 

（２）研究開発の運営管理 

NEDOは、研究開発全体の管理、執行に責任を負い、研究開発の進捗のほか、外部環境の変化等を適時に把

握し、必要な措置を講じるものとする。運営管理は、効率的かつ効果的な方法を取り入れることとし、次に

掲げる事項を実施する。 

 

①研究開発の進捗把握・管理 

PMgr は、PL や研究開発実施者と緊密に連携し、研究開発の進捗状況を把握する。また、外部有識者で構

成する技術検討委員会を組織し、定期的に技術的評価を受け、目標達成の見通しを常に把握するとともに必

要に応じて研究開発の加速・中止を検討する。 

 

②技術分野における動向の把握・分析 
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PMgrは、プロジェクトで取り組む技術分野について、必要に応じて内外の技術開発動向、政策動向、市場

動向等について調査し、技術開発の方向性や技術の普及方策等を分析、検討する。なお、調査を行う場合に

は、効率化の観点から、本プロジェクトにおいて委託事業として実施する。 

 

③研究開発テーマの評価 

研究開発を効率的に推進するため、研究開発項目②－2 を対象として、ステージゲート方式を適用する。 

PMgr は、外部有識者による審査を活用し、研究開発項目②-2 の継続是非と助成事業への移行是非を、助

成事業に移行する年度の前年度 12 月頃に決定する。 

 

３．研究開発の実施期間 

本研究開発は、2020 年度から 2024 年度までの 5 年間とする。 

 

４．評価に関する事項 

NEDOは、技術評価実施規程に基づき、技術的及び政策的観点から研究開発の意義、目標達成度、成果の技

術的意義並びに将来の産業への波及効果等について、プロジェクト評価を実施する。 

評価の時期は、中間評価を 2022 年度、終了時評価を 2025 年度とし、当該研究開発に係る技術動向、政策

動向や当該研究開発の進捗状況等に応じて、前倒しするなど、適宜見直すものとする。 

また、中間評価結果を踏まえ必要に応じて研究開発の加速・縮小・中止等の見直しを迅速に行う。 

 

５．その他の重要事項 

（１）研究開発成果の取扱い 

① 成果の普及  

研究開発実施者は、研究成果を広範に普及するよう努めるものとする。NEDOは、研究開発実施者による研

究成果の広範な普及を促進する。 

 

② 標準化施策等との連携 

得られた研究開発成果については、海洋生分解性プラスチックの標準化に係る検討委員会等との連携を図

ることとし、標準化に向けて、開発する評価手法の提案、データの提供等を積極的に行う事とする。 

 

③ 知的財産権の帰属、管理等取扱いについての方針 

研究開発成果に関わる知的財産権については、「国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

新エネルギー・産業技術業務方法書」第 25 条の規定等に基づき、原則として、全て委託先に帰属させるこ

ととする。なお、プロジェクトの初期段階から、事業化を見据えた知財戦略を構築し、適切な知財管理を実

施する。 

 

④ 知財マネジメントに係る運用 

 本プロジェクトは、「NEDO プロジェクトにおける知財マネジメント基本方針」を適用する。 

 

⑤ データマネジメントに係る運用 

本プロジェクトは、「NEDO プロジェクトにおけるデータマネジメント基本方針（委託者指定データを指定

しない場合）」を適用する。 
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（２）基本計画の変更 

PMgrは、当該研究開発の進捗状況及びその評価結果、社会・経済的状況、国内外の研究開発動向、政策動

向、研究開発費の確保状況等、プロジェクト内外の情勢変化を総合的に勘案し、必要に応じて目標達成に向

けた改善策を検討し、達成目標、実施期間、実施体制等、プロジェクト基本計画を見直すなどの対応を行う。 

 

（３）根拠法 

本プロジェクトは国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第十五条第１項第一号ニ及び

第三号及び第九号に基づき実施する。 

 

６．基本計画の改訂履歴 

２０２０年５月 制定 

２０２３年２月 改訂 

２０２４年３月 改訂 

２０２４年７月 改訂 
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（別紙１）研究開発計画 

 

研究開発項目①「海洋生分解性に係る評価手法の確立」 

１. 研究開発の必要性 

国内外での市場拡大を図る上では海洋生分解性プラスチックの信頼性確保が不可欠である。既にISO

にて規定されている評価手法もあるが、信頼性が十分に確保されるとは言えず、課題が残されている。

特に実海洋環境下で適切に生分解されることを評価する手法は国際標準化に向けて未だ途中段階であ

る。 

また、現在、数種類の海洋生分解性プラスチックが存在すると言われているが、上述した通り共通

の評価手法が確立されていないため信頼性が担保されず、海洋生分解性プラスチックの普及拡大の足

かせの一つとなっている。 

 

２．研究開発の具体的内容 

海洋生分解機能について、各海洋域における既存、及び新規の海洋生分解性プラスチックの生分解

性評価を行い、海洋環境の違いによる生分解性の基礎データを収集し、海洋生分解性プラスチックが、

好気的条件下では水と二酸化炭素に、嫌気的条件下では水とメタンと二酸化炭素に分解されるメカニ

ズムを解明するとともに、海洋生分解性の評価手法を確立する。また、生分解途中に生成される中間

体を含めた安全性を評価する新たな手法を開発する。 

 

３．達成目標 

【中間目標（2022 年度）】 

 海洋生分解性に関する暫定的な評価手法を策定する。 

 

【最終目標（2024 年度）】 

製品化を行うユーザーが共通して活用できる海洋生分解メカニズムに裏付けされた評価手法を確立

し、国際標準化提案 1 件以上に繋げる。 
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研究開発項目②「海洋生分解性プラスチックに関する新技術・新素材の開発」 

１. 研究開発の必要性 

海洋生分解性を示すプラスチック素材はいくつか提案されているが、汎用プラスチックと比べ、強

度・成形加工性等が劣り使用性が悪い等を理由として、十分な実用化に至っていない。これらの特性

改善を図るとともに、CO2 削減と新たな市場創出を目指す。 

また、プラスチックは複数の樹脂のブレンドや添加剤の付与等により様々な物性を実現している。

しかし、現在海洋生分解性を有する樹脂及び添加剤の種類が少ないため、実現可能な物性が限られて

いる。新たな海洋生分解性を有するプラスチックや添加剤の開発を行う必要がある。同時に原料のバ

イオ化やプラスチック素材そのもの等の低コスト化を行い、普及拡大する必要がある。 

 

２. 研究開発の具体的内容 

海洋生分解性プラスチック開発について、新規の化学構造を有する樹脂、新規のバイオ製造プロセ

スの開発等を行う。また、既存の樹脂を複合化して物性や機能性等を高める研究開発や樹脂へ適合す

る充填剤等の添加剤の開発等を行う。 

研究開発の具体的内容は、以下の通りとする。 

 

(1) 研究開発項目②－1「新規化学構造を有する樹脂・新規バイオ製造プロセス開発等による海洋生

分解性プラスチックに関する新技術・新素材の開発」 [委託事業] 

新規化学構造を有する樹脂（上市されていない実験室レベルも含む）、新たなバイオ製造プロセス

等の研究開発要素が多く時間を要する開発を対象とする。研究開発期間は、原則５年以内。 

 

(2) 研究開発項目②－2「複合化技術等による海洋生分解性プラスチックに関する新技術・新素材の

開発」[委託事業／助成事業] 

既存の樹脂を複合化して物性や機能性等を高める開発や樹脂に適合する充填剤等の添加剤の開発

等の、新たな用途を創出し社会実装を推進する開発を対象とする。委託事業の研究開発期間は、原

則３年以内、助成事業の研究開発期間は、原則２年以内。 

 

３. 達成目標 

各研究開発項目における達成目標は以下とする。 

 

(1) 研究開発項目②－1「新規化学構造を有する樹脂・新規バイオ製造プロセス開発等による海洋生

分解性プラスチックに関する新技術・新素材の開発」 

【中間目標（2022年度）】 

・海洋生分解性プラスチックの新技術・新素材の開発の目処を付ける。 

 

【最終目標（2024年度）】 

・海洋生分解性プラスチックの新技術・新素材を 1件以上開発し、実用化の目処を付ける。 

 

(2) 研究開発項目②－2「複合化技術等による海洋生分解性プラスチックに関する新技術・新素材の

開発」 

【中間目標（2022年度）】 

・海洋生分解性プラスチックの新技術・新素材を１件以上開発し、実用化の目処を付ける。 
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【最終目標（2024年度）】 

・海洋生分解性プラスチックの新技術、新素材の試作等により、コスト、機能、性能等の面で、

従来の汎用プラスチックと比べて総合的に競争力があることを示す。 
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終
了
時
評
価 

 

 

（別紙２） 研究開発スケジュール 

 

 2020 2021 2022 2023 2024 2025 

研究開発項目① 

海洋生分解性に

係る評価手法の

確立 

（委託） 

      

研究開発項目② 

海洋生分解性プ

ラスチックに関

する新技術・新

素材の開発 

（委託・助成） 

      

 

 

  

中間評価 

事
業
化
、
実
用
化
に
向
け
た
取
組
み 

予算額（予定） ３億円   ６億円    ６億円    ５億円         ５億円 

 

Ｉ
Ｓ
Ｏ
化
の
取
組
み 

 

ステージゲート 

 
実用化開発 
（助成） 

②－1 の場合 

②－2 の場合 

 暫定的な評価手法策定 評価手法確立 

（委託） （委託） 

 新技術・新素材開発（委託） 

中間評価 

中間評価 

新技術・新素材開

発（委託） 
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●各種委員会開催リスト 

 

採択審査委員会 

件名 内容 実施日 

「海洋生分解性プラス

チックの社会実装に向

けた技術開発事業」に

係る採択審査委員会 

研究開発項目①（①の全体提案、部分提案）及び

研究開発項目②（②-1、②-2）に係る採択審査 
2020 年 7 月 21 日 

「海洋生分解性プラス

チックの社会実装に向

けた技術開発事業」に

係る採択審査委員会 

研究開発項目②-1 に係る採択審査 2021 年 5 月 11 日 

 

ステージゲート委員会 

件名 内容 実施日 

「海洋生分解性プラス

チックの社会実装に向

けた技術開発事業」

2021 年度 ステージゲー

ト審査委員会 

研究開発項目②-2「イオン結合を有する海洋生分解

性プラスチックの開発」について、研究開発成果

を踏まえ、研究開発から開発フェーズ「イオン結

合を有する海洋生分解性プラスチックの実用化開

発」の移行（委託→助成事業）の可否について審

議。 

2021 年 12 月 15 日 

 

技術委員会 

件名 内容 実施日 

「海洋生分解性プラス

チックの社会実装に向

けた技術開発事業」   

2021 年度 技術推進委

員会 

・研究開発項目① 

海洋生分解性プラスチックの社会実装に向けた

技術開発事業／海洋生分解性に係る評価手法の確

立に係る進捗報告及び研究開発促進のための技術

討議 

 ・研究開発項目②-2 

海洋生分解性プラスチックの社会実装に向けた

技術開発事業／海洋生分解性プラスチックに関す

る新技術・新素材の開発／イオン結合を有する海

洋生分解性プラスチックの開発に係る進捗報告及

び研究開発促進のための技術討議 

2021 年 7 月 28 日 

「海洋生分解性プラス

チックの社会実装に向

けた技術開発事業」   

2022 年度 技術推進委

員会 

・研究開発項目① 

海洋生分解性プラスチックの社会実装に向けた

技術開発事業／海洋生分解性に係る評価手法の確

立に係る進捗報告及び研究開発促進のための技術

討議。並行して中間評価に向けた研究開発成果の

まとめ方について技術推進委員を通してアドバイ

スした。 

・研究開発項目②-1(1) 海洋生分解性プラスチック

の社会実装に向けた技術開発事業／海洋生分解性

プラスチックに関する新技術・新素材の開発／海

洋生分解性を有する新規な多糖類長鎖短鎖エステ

ルの誘導体の研究開発に係る進捗報告及び研究開

発促進のための技術討議。並行して中間評価に向

けた研究開発成果のまとめ方について技術推進委

員を通してアドバイスした。 

・研究開発項目②-1(2) 海洋生分解性プラスチック

の社会実装に向けた技術開発事業／海洋生分解性

プラスチックに関する新技術・新素材の開発／エ

研究開発項目①：2022

年 6 月 30 日 

研究開発項目②：2022

年 6 月 29 日 
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ステルアミド骨格をベースとする新規海洋生分解

性樹脂素材の開発に係る進捗報告及び研究開発促

進のための技術討議。並行して中間評価に向けた

研究開発成果のまとめ方について技術推進委員を

通してアドバイスした。 

・ 研究開発項目②-2 

海洋生分解性プラスチックの社会実装に向けた技

術開発事業／海洋生分解性プラスチックに関する

新技術・新素材の開発／イオン結合を有する海洋

生分解性プラスチックの実用化開発に係る進捗報

告及び研究開発促進のための技術討議。並行して

中間評価に向けた研究開発成果のまとめ方につい

て技術推進委員を通してアドバイスした。 

「海洋生分解性プラス

チックの社会実装に向

けた技術開発事業」   

2023 年度 技術推進委

員会 

・研究開発項目① 

海洋生分解性プラスチックの社会実装に向けた技

術開発事業／海洋生分解性に係る評価手法の確立

に係る進捗報告及び研究開発促進のための技術討

議。並行して中間評価の指摘事項に対応した研究

開発について技術推進委員を通してアドバイスし

た。 

・研究開発項目②-1(1) 海洋生分解性プラスチック

の社会実装に向けた技術開発事業／海洋生分解性

プラスチックに関する新技術・新素材の開発／海

洋生分解性を有する新規な多糖類長鎖短鎖エステ

ルの誘導体の研究開発に係る進捗報告及び研究開

発促進のための技術討議。並行して中間評価の指

摘事項に対応した研究開発について技術推進委員

を通してアドバイスした。 

・研究開発項目②-1(2) 海洋生分解性プラスチック

の社会実装に向けた技術開発事業／海洋生分解性

プラスチックに関する新技術・新素材の開発／エ

ステルアミド骨格をベースとする新規海洋生分解

性樹脂素材の開発に係る進捗報告及び研究開発促

進のための技術討議。並行して中間評価の指摘事

項に対応した研究開発について技術推進委員を通

してアドバイスした。 

・ 研究開発項目②-2 

海洋生分解性プラスチックの社会実装に向けた技

術開発事業／海洋生分解性プラスチックに関する

新技術・新素材の開発／イオン結合を有する海洋

生分解性プラスチックの実用化開発に係る進捗報

告及び研究開発促進のための技術討議。並行して

中間評価の指摘事項に対応した研究開発について

技術推進委員を通してアドバイスした。 

研究開発項目①：2023

年 8 月 2 日 

研究開発項目②：2023

年 8 月 1 日 

「海洋生分解性プラス

チックの社会実装に向

けた技術開発事業」   

2024 年度 技術推進委

員会 

・研究開発項目① 

海洋生分解性プラスチックの社会実装に向けた技

術開発事業／海洋生分解性に係る評価手法の確立

に係る進捗報告及び最終目標達成度の確認。更に

最終目標達成に向けた技術開発や利活用促進につ

いて討議。 

・研究開発項目②-1(1) 海洋生分解性プラスチック

の社会実装に向けた技術開発事業／海洋生分解性

プラスチックに関する新技術・新素材の開発／海

洋生分解性を有する新規な多糖類長鎖短鎖エステ

ルの誘導体の研究開発に係る進捗報告及び最終目

研究開発項目①：2024

年 8 月 7 日 

研究開発項目②：2024

年 8 月 6 日 
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標達成度の確認。更に最終目標達成に向けた技術

開発や実用化・事業化に向けた取り組みについて

討議。 

・研究開発項目②-1(2) 海洋生分解性プラスチック

の社会実装に向けた技術開発事業／海洋生分解性

プラスチックに関する新技術・新素材の開発／エ

ステルアミド骨格をベースとする新規海洋生分解

性樹脂素材の開発に係る進捗報告及び最終目標達

成度の確認。更に最終目標達成に向けた技術開発

や実用化・事業化に向けた取り組みについて討

議。 

・ 研究開発項目②-2 

海洋生分解性プラスチックの社会実装に向けた技

術開発事業／海洋生分解性プラスチックに関する

新技術・新素材の開発／イオン結合を有する海洋

生分解性プラスチックの実用化開発に係る進捗報

告及び最終目標達成度の確認。更に最終目標達成

に向けた技術開発や実用化・事業化に向けた取り

組みについて討議。 
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●特許論文等リスト 

【特許】 

番

号 
出願者 出願番号 

国内・国

外・PCT 
出願日 状態 名 称 

研究開発項目① 

1 
島津テクノ

リサーチ 

特願 

2023-035759 
国内 2023/03/08 公開 

海洋生分解性プラ

スチックの分解を

分析する方法 

2 
島津テクノ

リサーチ 

特願 

2023-040548 
国内 2023/03/15 公開 

海洋生分解性プラ

スチックの分解中

間生成物を分析す

る方法 

研究開発項目②-1(1) 

1 

日本電気

（株） 

特願 2022-13359 国内 2022/01/31  公開 海洋性分解性を有

するパラミロンエ

ステル誘導体、成

形用樹脂組成物及

び成形体  

2 
日本電気

（株） 
特願 2023-143937 国内 2023/09/05  出願 

多糖類系バイオマ

スプラスチック、

これを用いた成形

用樹脂組成物及び

成形体  

3 
日本電気

（株） 
JP2024-31912 PCT 2024/09/05  取下 

多糖類系バイオマ

スプラスチック、

これを用いた成形

用樹脂組成物及び

成形体  

研究開発項目②-1(2) 

1 （株）日本触

媒、（国開）

理化学研究所 

特願 

2023-031496 
国内 2023/3/2 公開 

海洋生分解性ポリエ

ステル系樹脂、およ

びその製造方法 

2 

（株）日本触

媒、（国開）

理化学研究所 

特願 

2023-031497 
国内 2023/3/2 公開 

生分解性ポリエステ

ル系樹脂、およびそ

の製造方法 

3 

（株）日本触

媒、（国開）

理化学研究所 

特願 

2023-031498 
国内 2023/3/2 公開 

ポリエステルアミド

樹脂、およびその製

造方法 



 

102 

4 

（株）日本触

媒、（国開）

理化学研究所 

JP2024/006966 PCT 2024/2/27 出願 

海洋生分解性ポリエ

ステル系樹脂、およ

びその製造方法 

5 

（株）日本触

媒、（国開）

理化学研究所 

JP2024/006967 PCT 2024/2/27 出願 

ポリエステルアミド

樹脂、およびその製

造方法 

6 

（株）日本触

媒、（国開）

理化学研究所 

特願 

2024-053759 
国内 2024/3/28 出願 

海洋生分解性ポリ

マーブレンド 

7 

（株）日本触

媒、（国開）

理化学研究所 

JP2025/011396 PCT 2025/3/24 出願 
海洋生分解性ポリ

マーブレンド 

8 

（株）日本触

媒、（国開）

理化学研究所 

114111688 (TW) 
TW：台湾、

中華民国 
2025/3/27 出願 

海洋生分解性ポリ

マーブレンド 

研究開発項目②-2 

1 

日清紡ホー

ルディング

ス（株） 

PCT/JP2021/43924 PCT 2021/11/30 公開 

炭化水素基を有す

る海洋生分解促進

剤及び海洋生分解

性組成物 

2 

日清紡ホー

ルディング

ス（株） 

PCT/JP2021/43926 PCT 2021/11/30 公開 

２種以上の１価有

機アニオンを有す

る海洋生分解促進

剤及び海洋生分解

性組成物 

3 

日清紡ホー

ルディング

ス（株） 

PCT/JP2021/43935 PCT 2021/11/30 公開 

海洋生分解性ポリ

マー化合物、海洋

生分解促進剤及び

海洋生分解性樹脂

組成物 

4 

日清紡ホー

ルディング

ス（株） 

PCT/JP2021/43940 PCT 2021/11/30 公開 

海洋生分解性ポリ

オール、海洋生分

解性ポリマー化合

物及び海洋生分解

性樹脂組成物 

5 

日清紡ホー

ルディング

ス（株） 

特願 2022-194941 国内 2022/12/6 公開 

海洋生分解性ポリ

マー化合物、その

製造方法及び海洋
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【論文】 

番

号 
発表者 所属 タイトル 

発表誌名, 

巻、頁番号 

査

読 
発表年月 

研究開発項目① 

1 
岩田忠久 東京大学 生分解性プラスチックの今と

未来 

化学装置, 5, 7

01-708 

無 2021.5 

2 

紙野圭、三浦隆

匡、内野佳仁、

山口薫、髙橋幹

男 

製品評価技術基盤機構

 バイオテクノロジー

センター 

微生物が担うプラスチックの

炭素循環への入り口, 最新の

海洋生分解性プラスチックの

研究開発動向-プラごみ・MPs

の現状と対策- 

テクノシステム

（第２章第３節

）, 139-162 

無 2021.5 

3 
岩田忠久 東京大学 生分解性プラスチックの高性

能化と将来展望 

色材協会誌, 94

, 164-168  

無 2021.6 

4 

中山敦好 産業技術総合研究所 生分解性ポリアミドと生分解

性樹脂の海洋生分解性 

日本接着学会誌

, 57(8), 338-3

45 

無 2021.8 

5 
岩田忠久 東京大学 バイオプラスチックの基礎と

産業展開 

型技術, 36, 40

-45 

無 2021.9 

6 

岩田忠久 東京大学 生分解性プラスチックとバイ

オマスプラスチック～正しく

理解し，的確に開発する！～ 

ペトロテック, 

44, 635-643 

無 2021.9 

7 
中山敦好 産業技術総合研究所 生分解性プラスチックの海洋

分解性評価 

バイオサイエン

スとインダスト

無 2021.9 

生分解性樹脂組成

物 

6 

日清紡ホー

ルディング

ス（株） 

特願 2022-204588 国内 2022/12/21 公開 

海洋生分解性ポリ

マー粒子群及びそ

の製造方法 

7 

日清紡ホー

ルディング

ス（株） 

特願 2023-087000 国内 2023/5/26 公開 

脂肪族不飽和炭素-

炭素結合を有する

海洋生分解性ポリ

マー及びその製造

方法 

8 

日清紡ホー

ルディング

ス（株） 

特願 2023-161795 国内 2023/9/26 公開 

異なるアニオン性

ポリマー化合物か

らなる架橋型海洋

生分解性ポリマー

化合物及びその製

造方法 
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リー, 79(5), 4

32-437 

8 

岩田忠久 東京大学 特集「バイオプラスチック」

のおわりに 

バイオサイエン

スとインダスト

リー, 79(6), 5

36-537 

無 2021.11 

9 

岩田忠久 東京大学 海洋分解性プラスチックの開

発と将来展望 

日本学術会議，

 繊維・高分子

機能加工第120

委員会， 第13

4回講演会特別

講演要旨集 

無 2021.3 

10 

岩田忠久 東京大学 環境にやさしいプラスチック

とは？ 

フランス政府給

費留学生科学部

門の会（ＡＢＳ

ＣＩＦ）会報 

無 2021.3 

11 
岩田忠久 東京大学 環境にやさしいプラスチック

とは？ 

日仏工業技術会

誌  

無 2021.3 

12 

野牧秀隆、磯部

紀之 

JAMSTEC 潜水船およびランダーを用い

たプラスチックの海洋生分解

性を検証する深海底現場実験 

KANRIN（日本船

舶海洋工学誌）

, 102, P10-12 

無 2022.5 

13 
国岡正雄 産業技術総合研究所 プラスチックの環境側面にお

けるＩＳＯ標準化動向 

環境管理, 7, 1

2-21 

無 2022.7 

14 

国岡正雄 産業技術総合研究所 海洋生分解評価法のＩＳＯ標

準化 開発プロセスと審議状

況の報告 

アイソス, 8月

号,P35-48  

無 2022.8 

15 

苗田千尋、黒石

佳奈、藤原英里

奈、江頭佳奈、

森岡千香子、嶽

盛公昭、八十島

誠 

島津テクノリサーチ 海洋生分解性プラスチックの

分解メカニズムの解明および

安全性評価に関する研究 

島津評論, 1 & 

2, 39-48 

無 2022.9 

16 

Noriyuki Isobe

, Yuto Kaku, S

atoshi Okada, 

Sachiko Kawada

, Keiko Tanaka

, Yoshihiro Fu

jiwara, Ryota 

Nakajima, Dass

 Bissessur, an

d Chong Chen  

JAMSTEC Identification of chitin al

lomorphs in poorly crystall

ine samples based on the co

mplexation with ethylenedia

mine 

Biomacromolecu

les, 23(10), 4

220–4229 

有 2022.9 
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17 

岩田忠久 東京大学 生き物がつくるバイオマスプ

ラスチックの高性能化を目指

して 

生物工学会誌, 

100(9),p502-50

6 

無 2022.9 

18 

磯部紀之、Nali

harifetra Rana

ivoarimanana 

JAMSTEC 深海のプラスチック汚染とバ

イオプラスチックの分析 

ぶんせき, 2022

(11), 435-439 

無 2022.11 

19 

岩田忠久 東京大学 生分解性バイオマスプラスチ

ックの開発と将来展望 

日本エネルギー

学会機関誌「え

ねるみくす」, 

101(6), 681-68

7 

無 2022.11 

20 

磯部紀之 JAMSTEC セルロースをもちいた海にや

さしい素材の開発、海洋汚染

問題を解決する生分解性プラ

スチック開発～分解性評価か

ら新素材まで～ 

エヌ・ティー・

エス出版, 329-

333 

無 2023.2 

21 

三浦隆匡、日高

晧平、森美穂子

、山口薫、照井

保幸、荒田芙美

子、内野佳仁、

紙野圭 

NITE-NBRC 第3章 第4節 海洋生分解性の

評価項目と指定の微生物の解

析， 海洋汚染問題を解決す

る生分解性プラスチック開発

 分解性評価から新素材まで 

エヌ・ティー・

エス出版, 96-1

09 

無 2023.2 

22 
岩田忠久 東京大学 生分解性プラスチックの高性

能化と将来展望 

成形加工,   3

5(3), 78-81 

無 2023.3 

23 

世嘉良 宏、中

山敦好、川崎典

起、山野尚子、

伊田小百合、常

盤豊 

産業技術総合研究所 Synthesis and Biodegradatio

n of Optically Active Polym

ers Based on (R)-3-Hydroxyb

utyric Acid 

Asian Journal 

of Organic Che

mistry,  2(8),

 e202300330 

有 2023.6 

24 

日野彰大、川崎

典起、山野尚子

、中村努、中山

敦好 

産業技術総合研究所 Effects of particle size on

 marine biodegradation of p

oly(L-lactic acid) and poly

(ε-caprolactone) 

MATERIALS CHEM

ISTRY AND PHYS

ICS, 303, 1278

13  

有 2023.7 

25 

丸山絢加、中村

章生、中山敦好

、増井昭彦、堀

江好文、岡村秀

雄 

産業技術総合研究所 生分解性プラスチックの天然

海水中での分解性及び生態毒

性評価 

神戸大学海事科

学研究科紀要, 

2023(20), 16 

無 2023.7 

26 

都甲梓、萩原英

昭 

産業技術総合研究所 Free volume can control bio

degradation rate of polylac

tic acid 

POLYMER DEGRAD

ATION AND STAB

ILITY, 216, 11

0488-1~6 

有 2023.10 
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27 

Taku Omura, No

riyuki Isobe, 

Takamasa Miura

, Shun’ichi I

shii, Mihoko M

ori, Yoshiyuki

 Ishitani, Sat

oshi Kimura, K

ohei Hidaka, K

atsuya Komiyam

a, Miwa Suzuki

, Ken-ichi Kas

uya, Hidetaka 

Nomaki, Ryota 

Nakajima, Masa

shi Tsuchiya, 

Shinsuke Kawag

ucci, Hiroyuki

 Mori, Atsuyos

hi Nakayama, M

asao Kunioka, 

Kei Kamino, Ta

dahisa Iwata 

東京大学、海洋研究開

発機構、群馬大学、製

品評価技術基盤機構、

産業技術総合研究所、

日本バイオプラスチッ

ク協会 

Microbial decomposition of 

biodegradable plastics on t

he deep-sea floor 

Nature Communi

cations, 15, 5

68 

有 2024.1 

28 

三森クリスティ

ーナ、坪井隼、

島村麻美子、三

浦隆匡 

NITE･NBRC Application of MicroRespTM 

for quick and easy detectio

n of plastic degradation by

 marine bacterial isolates 

Marine Environ

mental Researc

h, 196, 106430 

有 2024.2 

29 

世嘉良 宏、中

山敦好、川崎典

起、山野尚子、

伊田小百合、常

盤豊 

産業技術総合研究所 Synthesis and Biodegradatio

n of Atactic Polymer Based 

on 3-Hydroxybutanoic Acid 

CHEMISTRY LETT

ERS, 53 (3), u

pae038 

有 2024.3 

30 

Jin Ho Seok an

d Tadahisa Iwa

ta 

東京大学 

Effects of Molecular Weight

 on the Marine Biodegradabi

lity of Poly(L-lactic acid) 

Biomacromolecu

les, 25(7), 44

20-4427 

有 

2024.7 

31 

Y. Nakayama1, 

T. Matsuura1, 

R. Tanaka1, T.

 Shiono1, S. H

ino2, N. Kawas

aki2, N. Yaman

o2, A. Nakayam

1広島大学、2産業技術

総合研究所・バイオメ

ディカル、3三菱ケミ

カル 

Biodegradable Thermoplastic

 Elastomers Synthesized fro

m C7―C10 Aliphatic Dicarbo

xylic Acids, 2-Methyl-1,3-P

ropanediol, and l-Lactide 

Polymer Degrad

ation and Stab

ility, 229, 11

0978 

有 

2024.8 
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a2, R. Teduka3

, K. Tanaka3 

32 

三浦隆匡、宮川

知世、楠屋陽子

、紙野圭 

NITE･NBRC 

Complete genome sequencing 

of four marine bacteria, Gi

lvimarinus japonicus NBRC 1

11987T, Halioxenophilus aro

maticivorans JCM 19134T, Ma

ricurvus nonylphenolicus JC

M 17778T, and Simiduia lito

rea JCM 19759T belonging to

 the family Cellvibrionacea

e 

Microbiology R

esource Announ

cements (MRA),

 13(11), 00873

-24 

有 

2024.10 

33 

日高皓平，坪井

隼，三浦隆匡，

赤坂真理子，紙

野圭 

NITE･NBRC 

微生物による海洋生分解性プ

ラスチックの分解測定法の特

徴 

月刊プラスチッ

クス, 11月号、

34-38 

無 

2024.10 

34 
Jin Ho Seok, T

adahisa Iwata 
東京大学 

Exploring the Biodegradatio

n of Polysaccharide Derivat

ives in Controlled Marine C

onditions: Comparison of Pa

ramylon Acetate, Propionate

, and Graft Copolymers with

 PLA and PCL 

Polymer Degrad

ation and Stab

ility, 232, 11

1181 

有 

2025.1 

35 

Makoto Yasojim

a, Kana Kurois

hi-Kawabe, Chi

hiro Nouda-Ibu

shi, Ryo Fujit

a, Takaki Mine

, Hiroaki Take

mori, Masao Ku

nioka 

島津テクノリサーチ 

Measurement of monomers and

 oligomers (≤20mer) as inte

rmediates using LC–Orbitrap

 MS from marine biodegradat

ion of poly(3-hydroxybutyra

te-co-3-hydroxyhexanoate) i

n laboratory 

Polymer Degrad

ation and Stab

ility, 232, 11

1166 

有 

2025.1 

36 

Kyohei Kuroda1

, Kyosuke Yama

moto1, Rino Is

shiki1, Riho T

okizawa1, Chis

ato Shiiba1, S

hodai Hino2, N

aoko Yamano2, 

Erika Usui3, T

omoyo Miyakawa

3, Takamasa Mi

1産業技術総合研究所

・生物プロセス、2産

業技術総合研究所・バ

イオメディカル、3NIT

E･NBRC 

Metagenomic and metatranscr

iptomic analyses reveal unc

harted microbial constituen

ts responsible for polyhydr

oxybutyrate biodegradation 

in coastal waters 

Journal of haz

ardous materia

ls, 487, 13720

2 

有 

2025.1 
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ura3, Kei Kami

no3, Hideyuki 

Tamaki1, Atsuy

oshi Nakayama2

, Takashi Nari

hiro1 

37 

Rino Isshiki1,

 Kyohei Kuroda

1, Riho Tokiza

wa1, Chisato S

hiiba1, Shodai

 Hino2, Naoko 

Yamano2, Hidey

uki Tamaki1, A

tsuyoshi Nakay

ama2, Takashi 

Narihiro1, Kyo

suke Yamamoto 

1 

1産業技術総合研究所

・生物プロセス、2産

業技術総合研究所・バ

イオメディカル 

Draft genome sequences of s

ix bacterial strains degrad

ing the biodegradable plast

ic polyhydroxybutyrate (PHB

) 

Microbiology R

esource Announ

cements, Vol. 

14, No. 5, e00

10525 

有 

2025.3 

38 

Noriyuki Isobe

, Keiko Tanaka

, Shun’ichi I

shii, Yasuhiro

 Shimane, Sato

shi Okada, Kaz

uho Daicho, Wa

taru Sakuma, K

ojiro Uetani, 

Toshihiro Yosh

imura, Katsuno

ri Kimoto, Sat

oshi Kimura, T

suguyuki Saito

, Ryota Nakaji

ma, Masashi Ts

uchiya, Tetsur

o Ikuta, Shins

uke Kawagucci,

 Tadahisa Iwat

a, and Hidetak

a Nomaki 

東京大学 

Fully circular shapable tra

nsparent paperboard with cl

osed-loop recyclability and

 marine biodegradability ac

ross shallow to deep sea 

Science Advanc

es, 11(15), ea

ds2426 

有 

2025.4 

(予定) 

39 

田中真美、佐野

森、森久保諭、

奥優、金山直樹

東京都産業技術センタ

ー、産業技術総合研究

所 

ポリグリコール酸フィルムの

海洋生分解挙動における試験

環境の影響 

分析化学,74(4,

5), 147-155 

有 
2025.5 

(予定) 
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、大石晃広、萩

原英昭、川口雅

弘 

研究開発項目②-1(1) 

1 

Ｍａｎｉｋａｎ

ｄａｎ Ｉｌａ

ｎｇｏｖａｎ，

 Ｔａｉｚｏ 

Ｋａｂｅ， Ｔ

ａｄａｈｉｓａ

 Ｉｗａｔａ  

東京大学  

Ｐｒｏｃｅｓｓｉｎｇ ａｎ

ｄ Ｅｖａｌｕａｔｉｏｎ 

ｏｆ Ｂｉｏ-Ｂａｓｅｄ Ｐ

ａｒａｍｙｌｏｎ Ｅｓｔｅ

ｒ／Ｐｏｌｙ（ｂｕｔｙｌｅ

ｎｅ ｓｕｃｃｉｎａｔｅ） 

Ｂｌｅｎｄｓ ｆｏｒ Ｉｎ

ｄｕｓｔｒｉａｌ Ａｐｐｌ

ｉｃａｔｉｏｎｓ  

Ｊｏｕｒｎａｌ

 ｏｆ Ｐｏｌ

ｙｍｅｒｓ ａ

ｎｄ ｔｈｅ 

Ｅｎｖｉｒｏｎ

ｍｅｎｔ, 1007 

有 2024/05 

2  

Ｒｕｉｑｉ Ｌ

ｉ， Ｊｉｎ 

Ｈｏ Ｓｅｏｋ

， ａｎｄ Ｔ

ａｄａｈｉｓａ

 Ｉｗａｔａ  

東京大学  

Ｓｙｎｔｈｅｓｉｓ， ｃｈ

ａｒａｃｔｅｒｉｚａｔｉｏ

ｎ ａｎｄ ｓｅａｗａｔｅ

ｒ ｂｉｏｄｅｇｒａｄａｂ

ｉｌｉｔｙ ｏｆ ｐａｒａ

ｍｙｌｏｎ ｍｉｘ ｅｓｔ

ｅｒ ｄｅｒｉｖａｔｉｖｅ

ｓ ｗｉｔｈ ｄｉｆｆｅｒ

ｅｎｔ ＤＳ  

Ｐｏｌｙｍｅｒ

 Ｄｅｇｒａｄ

ａｔｉｏｎ ａ

ｎｄ Ｓｔａｂ

ｉｌｉｔｙ, 11

0733 

 

有 
2024/05 

研究開発項目②-1(2) 

1  

Sumito Kumagai

, Senri Hayash

i, Atsushi Kat

suragi, Motosu

ke Imada, Kaok

o Sato, Hideki

 Abe, Noriyuki

 Asakura,  Yas

umasa Takenaka 

（国開）理化学研究所

、（株）日本触媒 

Improving the Marine Biodeg

radability of Poly(alkylene

 succinate)-based Copolymer

s 

Polymer Journa

l, 56(4), pp.

 419-429 

有 2024/1/17 

2 

Sumito Kumagai

, Senri Hayash

i, Atsushi Kat

suragi, Motosu

ke Imada, Kaok

o Sato, Hideki

 Abe, Noriyuki

 Asakura,  Yas

umasa Takenaka 

（国開）理化学研究所

、（株）日本触媒 

One-Pot Synthesis of Marine

-Biodegradable Poly(Ethylen

e Succinate)-Based Ester Am

ide Copolymers Containing A

mino Acid 

ACS Applied Po

lymer Material

s, 6(14), pp. 

8339-8347 

有 2024/7/8 

3 
Sumito Kumagai

, Motosuke Ima

（国開）理化学研究所

、（株）日本触媒 

Synthesized Characterizatio

n of Block Copolymers consi

Polymer Degrad

ation and Stab
有 2025/5 
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da, Senri Haya

shi, Atsushi K

atsuragi, Kaok

o Sato, Hideki

 Abe, Noriyuki

 Asakura,  Yas

umasa Takenaka 

sting of Poly(ethylene succ

inate) and Poly(amino acid)

s 

ility, 235, 1

11265 

4  

 

Sumito Kumagai

, Motosuke Ima

da, Senri Haya

shi, Hideki Ab

e, Noriyuki As

akura,  Yasuma

sa Takenaka 

（国開）理化学研究所

、（株）日本触媒 

Imparting Marine Biodegrada

bility to Poly(ethylene suc

cinate) (PES) by Blending w

ith PES-based Copolymer 

ACS Applied Po

lymer Material

s, 7(11), pp. 

6865-6873 

有 2025/6/2 

 

【外部発表】 

(a)学会発表・講演 

番

号 
発表者 所属 タイトル 学会名・イベント名等 発表年月 

研究開発項目① 

2020年度 

1 蒲生昌志、内藤航、篠原直

秀、岩﨑雄一、 眞野浩行

、梶原秀夫、石川百合子、

恒見清孝、 林彬勒、小倉

勇、小野恭子、Ｍｉａｎｑ

ｉａｎｇ Ｘｕｅ 

産業技術総合研究

所 

海洋プラ・マイクロ

プラの環境リスク評

価 

令和２年度 安全科学 

研究部門講演会「安全な社

会を支えるリスク評価研究

」 

2021.2 

2 八十島誠 株式会社島津テク

ノリサーチ 

プラスチックへの化

学物質収着実験条件

の最適化に関する研

究 

水環境学会 2021.3 

2021年度 

3 岩田忠久 東京大学 生分解性バイオマス

プラスチックの高性

能化を目指して 

プラスチック成形加工学会

 第20回「成形加工実践講

座シリーズ（材料編）」 

2021.4 

4 岩田忠久 東京大学 生分解性バイオマス

プラスチックの高性

能化を目指して 

プラスチック成形加工学会

、第20回成形加工実践講座

シリーズ（材料編）特別講

演要旨集 

2021.4 

5 中山敦好 産業技術総合研究

所 

生分解性ポリマー 日本ゴム協会関西支部第３

４回サタデーセミナー 

2021.4 
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6 岩田忠久 東京大学 生分解性バイオマス

プラスチックの高性

能化に関する研究 

高分子学会・高分子同友会 2021.5 

7 中山敦好、山野尚子、川崎

典起、中村努 

産業技術総合研究

所 

生分解性プラスチッ

クの海水生分解加速

試験法の検討 

第１９回 産総研・産技連

ＬＳ－ＢＴ合同研究発表会 

2021.5 

8 中山敦好、山野尚子、川崎

典起、中村努 

産業技術総合研究

所 

生分解性樹脂のラボ

海水生分解試験に影

響する因子 

第７０回高分子学会年次大

会 

2021.5 

9 高橋勇貴 愛媛県産業技術研

究所 紙産業技術

センター 

生分解性プラスチッ

クの海洋浸漬試験 

令和３年度産業技術研究所

成果発表会 

2021.5 

10 岩田忠久 東京大学 海洋分解性繊維の開

発と生分解性スイッ

チ機能の付与 

 

技術情報協会セミナー 2021.6 

11 八十島誠、嶽盛公昭、友野

卓哉、藤原英里奈、江頭佳

奈、峯孝樹 

島津テクノリサー

チ 

石油系プラスチック

及び海洋生分解性プ

ラスチックへの化学

物質収着実験条件の

最適化並びに収着特

性 

第29回環境化学討論会 2021.6 

12 岩田忠久 東京大学 高性能な海洋分解性

バイオマスプラスチ

ックの開発と生分解

性評価 

2021年繊維学会年次大会 2021.6 

13 江頭佳奈、友野卓哉、嶽盛

公昭、八十島誠 

島津テクノリサー

チ 

LC-TOFMSを用いた生

分解性プラスチック

の分解生成物の探索 

第43回京都大学環境衛生工

学研究会シンポジウム 

2021.7 

14 岩田忠久 東京大学 生分解性プラスチッ

クの現状と展望 

マテリアルライフ学会 受

賞講演 

2021.7 

15 岩田忠久 東京大学 生分解性プラスチッ

クの現状と展望 

マテリアルライフ学会、学

会賞受賞講演 

2021.7 

16 岩田忠久 東京大学 プラスチックと人類

および環境の共存を

目指して～海で分解

するプラスチックの

開発～ 

GREEN SEA 瀬戸内ひろし

ま・プラットフォーム 

2021.8 

17 中山敦好、川崎典起、山野

尚子、日野彰大、中村努 

産業技術総合研究

所 

大阪湾とその他の海

域での生分解性プラ

スチックの生分解挙

動 

第 ２８ 回「瀬戸内海研

究フォーラム ｉｎ 福岡

」 

2021.8 
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18 岩田忠久 東京大学 生分解性バイオマス

プラスチックの基礎

と高性能化技術の開

発 

Ｒ＆Ｄ支援セミナー 2021.8 

19 中山敦好、山野尚子、川崎

典起、日野彰大、中村努、

増井昭彦、岡村秀雄 

産業技術総合研究

所 

実環境浸漬試験によ

る生分解性プラスチ

ックの生分解 

令和３年度日本水産学会秋

季大会 

2021.9 

20 佐野森、田中真美、森久保

諭、濱野智子、許琛、成田

武文、白波瀬朋子 

東京都立産業技術

研究センター 

東京湾海水を用いた

微生物ポリエステル

の生分解性評価と試

験条件の検討 

 

ＴＩＲＩクロスミーティン

グ２０２１（成果発表会） 

2021.9 

21 岩田忠久 東京大学 海で分解するプラス

チックの開発～環境

問題をプラスチック

の視点から考える 

日仏工業技術会 2021.9 

22 黒石佳奈、森岡千香子、江

頭佳奈、嶽盛公昭、八十島

誠 

島津テクノリサー

チ 

海洋生分解性プラス

チックの分解生成物

の定量・前処理条件

の検討 

第２４回日本水環境学会シ

ンポジウム 

2021.9 

23 中山敦好、川崎典起、日野

彰大、山野尚子、増井昭彦 

産業技術総合研究

所 

生分解性プラスチッ

クの海水生分解時に

おける無機栄養源の

効果 

２０２１年度西日本・中四

国・関西支部 合同大会 

2021.9 

24 藤原英里奈、苗田千尋、嶽

盛公昭、八十島誠 

島津テクノリサー

チ 

疎水性および親水性

化合物を用いたプラ

スチックペレットへ

の収着実験条件の検

討 

第２４回日本水環境学会シ

ンポジウム 

2021.9 

25 黒田恭平１、山本京祐１、

時沢里保１、椎葉千慧１、

中山敦好２、山野尚子２、

三浦隆匡３、玉木秀幸１、

成廣隆１ 

１産業技術総合研究

所 生物プロセス

研究部門、２産業技

術総合研究所 バ

イオメディカル研

究部門、３製品評価

技術基盤機構 バ

イオテクノロジー

センター(NITE・NB

RC) 

嫌気海洋環境を模擬

した生分解性プラス

チックの分解性評価 

日本微生物生態学会第３４

回大会（オンライン開催） 

2021.10 

26 三浦隆匡１、島村麻美子１

、臼井絵里香１、森美穂子

１、内野佳仁１、山口薫１、

笠石里江子１、森知里１、

１NITE・NBRC、２岩

手大学、３鹿児島大

学、４島根大学、５

広島大学 

実海域に浸漬した生

分解性プラスチック

フィルムの付着菌叢

と崩壊度の関係 

第34回微生物生態学会 2021.10 
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寺尾拓馬１、日高晧平１、

山田美和２、加藤太一郎３

、吉田真明４、植木龍也５

、田川訓史５、木下浩１、

髙橋幹男１、紙野圭１ 

27 岩田忠久 東京大学 海で分解するプラス

チックの開発と将来

展望 

日仏科学講座 2021.10 

28 中山敦好 産業技術総合研究

所 

生分解性プラスチッ

クとその海洋での生

分解挙動 

第４３回講演会「マイクロ

プラスチック問題解決への

アプローチ」 

2021.10 

29 佐野森、田中真美、森久保

諭、濱野智子、許琛、成田

武文、白波瀬朋子 

東京都立産業技術

研究センター 

微生物産生ポリエス

テルの東京湾海水中

における生分解挙動

と試験条件の影響 

プラスチック成形加工学会

 第２９回秋季大会 成形

加工シンポジア’２１ 

2021.11 

30 岩田忠久 東京大学 持続可能な社会に貢

献する高分子 

日本化学会、化学技術基礎

講座２０２１ 

 

2021.11 

31 岩田忠久 東京大学 生分解性バイオマス

プラスチックの高性

能化を目指して 

第419回ゴム技術フォーラ

ム、特別講演要旨集 

2011.11 

32 梶原秀夫、石川百合子、恒

見清孝、小野恭子、蒲生昌

志 

産業技術総合研究

所 

海洋生分解性プラス

チック導入の可能性

がある製品群の特性

化：海洋プラスチッ

クごみ低減効果推定

モデリングに向けて 

日本リスク学会第３４回年

次大会 

2021.11 

33 岩田忠久 東京大学 生分解性バイオマス

プラスチックの開発

動向と多糖類エステ

ル誘導体の可能性 

技術情報協会技術セミナー 2021.11 

34 岩田忠久 東京大学 生分解性バイオマス

プラスチックの高性

能化を目指して 

第４１９回ゴム技術フォー

ラム月例会 

2021.11 

35 岩田忠久 東京大学 多糖類エステル誘導

体の高性能化と海洋

分解性評価 

第１８回多糖コンソーシア

ム 

2021.12 

36 山口薫１、稲葉重樹１、三

浦隆匡１、森美穂子１、内

野佳仁１、島村具仁子１、

田渕由希子１、寺尾拓馬１

、日高晧平１、山田美和２

、加藤太一郎３、吉田真明

１NITE・NBRC、２岩

手大学、３鹿児島大

学、４島根大学、５

広島大学、６東京大

学、７ＪＡＭＳＴＥ

Ｃ 

実海域に浸漬した生

分解性プラスチック

素材等より分離され

たラビリンチュラ類

について 

第６回ラビリンチュラシン

ポジウム 

2021.12 
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４、植木龍也５、田川訓史５

、岩田忠久６、磯部紀之７

、木下浩１、髙橋幹男１、

紙野圭１ 

37 中山敦好 産業技術総合研究

所 

海洋プラスチック問

題とバイオポリマー 

京都工業会 材料技術講座 2021.12 

38 中山敦好 産業技術総合研究

所 

ＮＥＤＯＰＪ「海洋

生分解評価法 ―実

験室内加速試験およ

び簡易実海域試験―

」 

 

「海洋生分解性プラスチッ

ク標準化コンソーシアム」

設立記念講演会 

2022.1 

39 中山敦好 産業技術総合研究

所 

生分解性ポリアミド

と生分解性樹脂の海

水生分解性 

第２７３回日本接着学会関

東支部月例講演会 

2022.1 

40 岩田忠久 東京大学 高性能な生分解性プ

ラスチックの創製と

将来展望 

コンバーティック・ジャパ

ン 

2022.1 

41 中山敦好 産業技術総合研究

所 

持続可能な社会に適

合したバイオプラス

チック―生分解性プ

ラスチックの実用化

の現状と海洋での生

分解挙動について― 

産学官協働ローカルイノベ

ーション創出事業研究会 

令和３年度第１回 ＳＤＧ

ｓ 推進技術研究会 

2022.2 

42 寺尾拓馬、森美穂子、島村

麻美子、内野佳仁、山口薫

、三浦隆匡、日高晧平、臼

井絵里香、笠石里江子、森

知里、木下浩、髙橋幹男、

紙野圭 

NITE・NBRC ＬＣ／ＭＳ／ＭＳを

用いた生分解性プラ

スチック分解物（モ

ノマー／オリゴマー

）の一斉分析手法の

確立と海洋微生物に

よるプラスチック分

解様式の調査 

日本農芸化学会2022年度大

会（京都、オンライン開催

） 

2022.3 

43 三浦隆匡１、島村麻美子１

、臼井絵里香１、森美穂子

１、内野佳仁１、山口薫１、

笠石里江子１、森知里１、

寺尾拓馬１、日高晧平１、

齋藤祐介２、山田美和２、

加藤太一郎３、吉田真明４

、植木龍也５、田川訓史５

、木下浩１、髙橋幹男１、

紙野圭１ 

１NITE・NBRC、２岩

手大学、３鹿児島大

学、４島根大学、５

広島大学 

安定的な国際標準試

験法の構築に向けた

実海域における生分

解性プラスチック付

着菌叢の季節変動の

調査 

日本農芸化学会2022年度大

会（京都、オンライン開催

） 

2022.3 
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44 齋藤祐介１、三浦隆匡２、

山口薫２、紙野圭２、山田

美和１ 

１岩手大・農、２NIT

E・NBRC 

実海域に浸漬した生

分解性プラスチック

ナイロン４における

付着菌叢の解析 

日本農芸化学会2022年度大

会（京都、オンライン開催

） 

2022.3 

45 黒石佳奈、苗田千尋、藤原

英里奈、森岡千香子、江頭

佳奈、嶽盛公昭、八十島誠 

島津テクノリサー

チ 

新たな生分解度測定

法の開発を目指した

海洋生分解性プラス

チックの分解生成物

の定量 

 

第５６回日本水環境学会年

会 

2022.3 

46 中山敦好 産業技術総合研究

所 

海洋プラスチック問

題と生分解性ポリマ

ー～研究と開発の現

状～ 

京都工業会 ケミカル講座 2022.3 

47 岩田忠久 東京大学 海洋分解性プラスチ

ックの開発と将来展

望 

繊維・高分子機能加工第１

２０委員会 第１３４回講

演会 

2022.3 

48 石川百合子、梶原秀夫 産業技術総合研究

所 

海洋生分解性プラス

チックに適用可能な

河川モデルの開発 

第５６回日本水環境学会年

会 

2022.3 

49 藤原英里奈、苗田千尋、嶽

盛公昭、八十島誠 

島津テクノリサー

チ 

石油系プラスチック

及び海洋生分解性プ

ラスチックに対する

化学物質の収着特性

に関する研究 

第５６回日本水環境学会年

会 

2022.3 

50 岩田忠久 東京大学 高性能な生分解性バ

イオマスプラスチッ

クの創製と環境生分

解 

化学工学会シンポジウム 2022.3 

2022年度 

51 昔鎭浩、榎本有希子、岩田

忠久 

東京大学 パラミロンエステル

とポリ乳酸からなる

グラフト共重合体の

合成と二段階酵素分

解性 

第71回高分子学会年次大会 2022.5 

52 日野彰大、山野尚子、川崎

典起、中山敦好 

産業技術総合研究

所 

生分解性ポリマーの

粒子径が海水中での

生分解に与える影響

  

第20回産総研・産技連LS-B

T合同研究発表会 

2022.6 

53 国岡正雄 産業技術総合研究

所 

NEDOプロの概要 産総研海洋生分解性プラス

チック標準化コンソーシア

ム関西センター見学会セミ

ナー  

2022.7 
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54 中山敦好 産業技術総合研究

所 

海洋生分解評価法の

国際標準化の現状―

実験室内加速試験及

び簡易実海域試験 

産総研海洋生分解性プラス

チック標準化コンソーシア

ム関西センター見学会セミ

ナー  

2022.7 

55 金山直樹、管原明希、中村

清香、渡邉亮太、大石晃広

、佐藤浩昭、萩原英昭 

産業技術総合研究

所 

微生物産生ポリエス

テルフィルムの海洋

生分解に伴う劣化構

造分析 

マテリアルライフ学会第33

回研究発表会  

2022.7 

56 磯部紀之、田中圭子、石井

俊一、齋藤継之、野牧秀隆 

JAMSTEC 肉厚な再生セルロー

スからなる透明板紙

の成形加工・リサイ

クル・深海分解性 

セルロース学会、第２９回

年次大会 

2022.7 

57 森美穂子、寺尾拓馬、島村

麻美子、紙野圭 

NITE-NBRC LC/MS/MS分析、GC分

析による海洋微生物

のプラスチック分解

様式の解析 

日本農芸化学会関東支部20

22年度大会 

2022.8 

58 三浦隆匡1、島村麻美子1、

臼井絵里香1、森美穂子1、

内野佳仁1、山口薫1、笠石

里江子1、日高晧平1、坪井

隼1、齋藤祐介2、山田美和2

、加藤太一郎3、吉田真明4

、植木龍也5、田川訓史5、

木下浩1、照井保幸1、紙野

圭1 

1NITE･NBRC, 2岩手

大学, 3鹿児島大学,

 4島根大学, 5広島

大学 

実海域における生分

解性プラスチックへ

の付着菌叢および崩

壊度と相関性が高い

菌種について 

日本微生物生態学会第35回

大会 

 

2022.11 

59 中山敦好、山野尚子、川崎

典起、日野彰大、大本貴士

、平野寛、山中勇人、神澤

岳史、宗綱洋人、小島洋治

、渡邉雅也、高橋勇貴、西

田典由、岡村秀雄 

産業技術総合研究

所、大阪産業技術

研究所、滋賀県東

北部工業技術セン

ター、広島県西部

工業技術センター

、愛媛県紙産業技

術センター、神戸

大学 

瀬戸内海各地におけ

る水質と生分解性ブ

ラスチックの海洋生

分解性との関係  

瀬戸内海研究フォーラム i

n 和歌山 

2022.8 

60 国岡正雄 産業技術総合研究

所 

ISO Standardization

 related to the eva

luation methods for

 marine biodegradab

le plastics 

7th International marine

 debris conference (7IMD

C) 

2022.9 

61 中山敦好、日野彰大、川崎

典起、山野尚子 

産業技術総合研究

所 

PHB、PCL、PA4のラボ

海水生分解試験にお

けるBODと残存樹脂量

との関係 

第71回高分子討論会 2022.9 
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62 金山直樹、中村清香、佐藤

浩昭、萩原英昭 

産業技術総合研究

所 

ソフトレーザー脱離

イオン化精密質量分

析法による微生物産

生コポリエステルの

共重合組成分布解析 

第71回高分子討論会 2022.9 

63 昔鎭浩， 榎本有希子， 

岩田忠久 

東京大学 パラミロンエステル

グラフト共重合体の

合成と酵素・環境微

生物による生分解性

評価 

第71回高分子討論会 2022.9 

64 中山敦好、山野尚子、川崎

典起、日野彰大、大本貴士

、平野寛、山中勇人、神澤

岳史、宗綱洋人、小島洋治

、渡邉雅也、高橋勇貴、佐

野森、加藤太一郎、岡村秀

雄 

産業技術総合研究

所、大阪産業技術

研究所、滋賀県東

北部工業技術セン

ター、広島県西部

工業技術センター

、愛媛県紙産業技

術センター、東京

都産業技術センタ

ー、鹿児島大学、

神戸大学 

上市されている生分

解樹脂フィルムの実

海域での崩壊性挙動 

第71回高分子討論会 2022.9 

65 黒石佳奈、苗田千尋、江頭

佳奈、嶽盛公昭、八十島誠 

島津テクノリサー

チ 

生分解メカニズム解

明に向けた海洋生分

解性プラスチックの

分解生成物の定性・

定量評価 

第25回日本水環境学会シン

ポジウム 

2022.9 

66 綿野哲寛１、神谷貴文１、

山﨑創太１、村中康秀１、

伊藤彰２、三浦隆匡３、糸

賀公人４、植松正吾５ 

１静岡県・環衛研

、２静岡県・工技

研、３ＮＩＴＥ・

ＮＢＲＣ、４八幡

物産（株）、５植

松技術事務所 

海洋生分解性プラス

チックの海水・海底

砂泥反応系での分解

過程における微生物

叢・菌数の調査 

第57回⽇本⽔環境学会年会 2023.3 

67 神谷貴文１、綿野哲寛１、

瀧井美樹１、村中康秀１、

伊藤彰２、糸賀公人３、植

松正吾４ 

１静岡県・環衛研

、２静岡県・工技

研、３八幡物産（

株）、４植松技術

事務所 

海洋生分解性プラス

チックの評価試験で

安定した結果を得る

には？ 

第57回⽇本⽔環境学会年会 2023.3 

68 森美穂子、寺尾拓馬、島村

麻美子、笠石里江子、三浦

隆匡、坪井隼、日高皓平、

紙野圭 

NITE･NBRC 海洋での生分解性プ

ラスチック分解に関

わる微生物の探索～

分解生成物の機器分

析によるアプローチ 

日本農芸化学会2023年度大

会 

2023.3 
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69 石川百合子１、梶原秀夫１

、濱谷義晃２、村田道拓２

、川口智也２ 

１産業技術総合研

究所、２株式会社

日水コン 

被覆肥料カプセルを

対象とした海洋生分

解性プラスチックの

河川流出シミュレー

ション 

第57回日本水環境学会年会 2023.3 

70 黒石佳奈、苗田千尋、江頭

佳奈、森岡千香子、藤原英

里奈、峯孝樹、嶽盛公昭、

八十島誠 

 

島津テクノリサー

チ 

質量分析を用いた海

洋生分解性プラスチ

ックの分解過程にお

ける特性変化に関す

る研究 

第57回日本水環境学会年会 2023.3 

2023年度 

71 Tatarazako N, Okazaki Y,

 Muramatsu Y, Yoshimura 

N 

愛媛大学 Ecotoxicity of Wate

r-Soluble Synthetic

 Film.  

SETAC EUROPE 33rd Annual

 Meeting 

2023.4 

72 Okazaki Y, Tatarazako N 愛媛大学 Detection of Size-D

ependent Physical E

ffects of Microplas

tics Using Extended

 Acute Toxicity Tes

t 

SETAC EUROPE 33rd Annual

 Meeting 

2023.4 

73 新野竜大、新倉良之、市川

覚士、黒崎恵子、久田尚紀

、鶴田祐子、川崎秀夫、原

田靖之、鑪迫典久 

愛媛大学 ジフェニルカーボネ

ートの環境有害性評

価 

第２回 環境化学物質３学

会合同大会 

2023.5 

74 鑪迫典久、岡崎友紀代、谷

川巧真、村松雄介、吉村延

能 

愛媛大学 水溶性フィルムの生

態影響 

第２回 環境化学物質３学

会合同大会 

2023.5 

75 鑪迫典久、新野竜大、山本

裕史 

愛媛大学 環境化学物質に関す

る国際研究の動向と

トピックス ― Ｓ

ＥＴＡＣ において 

第２回 環境化学物質３学

会合同大会 

2023.5 

76 都甲梓、萩原英昭 産業技術総合研究

所 

陽電子消滅寿命測定

法を用いたポリ乳酸

フィルムの自由体積

サイズと酵素分解速

度の相関解明 

第７２回高分子学会年次大

会 

2023.5 

77 金山直樹、中村清香、佐野

森、田中真美、森久保諭、

菅根海人、佐藤浩昭、萩原

英昭 

産業技術総合研究

所、東京都産業技

術センター 

高分解能MALDI-TOF質

量分析法による海洋

生分解性ポリエステ

ルの共重合組成分布

解析 

第７２回高分子学会年次大

会 

2023.5 

78 中山敦好、日野彰大、川崎

典起、山野尚子、清末和之 

産業技術総合研究

所 

保存海水によるポリ

エステル類の生分解 

第７２回高分子学会年次大

会 

2023.5 
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79 昔鎭浩、岩田忠久 東京大学 多糖類ミックスエス

テル誘導体の合成と

物性及び海洋生分解

性の相関解明 

第７２回高分子学会年次大

会 

2023.5 

80 中山敦好、山野尚子 、日

野彰大、川崎典起、清末和

之 

産業技術総合研究

所 

生分解性プラスチッ

クの海洋生分解性評

価法の開発 

第２１回 産総研・産技連

ＬＳ－ＢＴ合同研究発表会 

2023.5 

81 昔鎭浩、岩田忠久 東京大学 ポリ乳酸・ポリカプ

ロラクトン側鎖を有

する海洋生分解性多

糖類エステルの開発 

２０２３年繊維学会年次大

会 

2023.6 

82 中山敦好 産業技術総合研究

所 

生分解性プラスチッ

クの土壌・海洋生分

解性評価と実験上の

ポイント 

技術情報協協会セミナー 2023.6 

83 岩田忠久 東京大学 高性能なバイオプラ

スチック創製から見

た木質 木質科学者

に期待すること 

第１５回木質科学シンポジ

ウム 

2023.6 

84 黒石佳奈、苗田千尋、江頭

佳奈、森岡千香子、峯孝樹

、嶽盛公昭、八十島誠 

島津テクノリサー

チ 

質量分析を用いた海

洋生分解性プラスチ

ックの分解過程にお

ける特性変化に関す

る研究 

第２回環境化学物質３学会

合同大会 

2023.6 

85 都甲梓、萩原英昭 産業技術総合研究

所 

陽電子消滅寿命測定

法を活用したポリ乳

酸フィルムの自由体

積サイズ測定と酵素

分解速度との相関解

明  

マテリアルライフ学会「第

３４回研究発表会」 

2023.7 

86 中山敦好、日野彰大、川崎

典起、山野尚子 

産業技術総合研究

所 

生分解性プラスチッ

クの海洋生分解性の

評価手法の開発－海

水の活性化処理 

第３０ 回２０２３ 年度

瀬戸内海研究フォーラムｉ

ｎ 山口 

2023.8 

87 岩田忠久 東京大学 高性能な生分解性バ

イオマスプラスチッ

クの創製と海洋分解

性評価 

第１０回グリーンケミスト

リ―研究会シンポジウム第

２４回プラスチックリサイ

クル化学研究会研究討論会

合同研究発表会 

2023.8 

88 都甲梓、萩原英昭 産業技術総合研究

所 

ポリ乳酸フィルムの

陽電子消滅寿命測定

法による自由体積サ

第７２回高分子討論会  2023.9 
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イズ測定と酵素分解

速度の相関解明 

89 黒石佳奈、苗田千尋、江頭

佳奈、峯孝樹、嶽盛公昭、

八十島誠 

島津テクノリサー

チ 

海洋生分解性プラス

チックの生分解度と

分解生成物量の関係 

第２６回水環境学会シンポ

ジウム 

2023.9 

90 黒田 恭平１、山本 京祐

１、一色 理乃１、時沢 

里保１、椎葉 千慧１、山

野 尚子２、日野彰大２、

中山 敦好２、臼井 絵里

香３， 三浦 隆匡３、玉

木 秀幸１、成廣 隆１ 

１産業技術総合研

究所・生物プロセ

ス、２産業技術総

合研究所・バイオ

メディカル、３NIT

E･NBRC 

嫌気条件における生

分解性プラスチック

の海洋生分解性評価 

日本微生物生態学会 第３

６回大会 

2023.10 

91 山本京祐１、黒田恭平１、

一色理乃１、時沢里保１、

椎葉千慧１、中山敦好２、

日野彰大２、山野尚子２、

臼井 絵里香３， 宮川 

知世３， 三浦隆匡３、玉

木秀幸１、成廣隆１ 

１産業技術総合研

究所・生物プロセ

ス、２産業技術総

合研究所・バイオ

メディカル、３NIT

E･NBRC 

生分解性プラスチッ

クの海洋生分解性評

価のための加速試験

における分解微生物

の解析 

日本微生物生態学会 第３

６回大会 

2023.10 

92 Tatarazako N､Okazaki Y､M

uramatsu Y､Yoshimura N 

愛媛大学 Ecotoxicity of Wate

r-Soluble Synthetic

 film - Chronic, Ex

tended and Combined

 exposure test of W

ater-Soluble Synthe

tic Polymer. 

SETAC North America 44th

 Annual Meeting 

2023.11 

93 Okazaki Y､Tatarazako N 愛媛大学 Evaluation method o

f ecotoxicity for b

iodegradable plasti

cs.  

SETAC North America 44th

 Annual Meeting 

2023.11 

94 都甲梓、萩原英昭 産業技術総合研究

所 

ポリ乳酸フィルムの

酵素分解速度と自由

体積サイズの相関解

明 

第２８回高分子分析討論会 2023.11 

95 小野恭子，内藤航，恒見清

孝，梶原秀夫，蒲生昌志 

産業技術総合研究

所 

マイクロプラスチッ

クの環境排出量推定

に関する現状の手法

と課題 

日本リスク学会第３６回年

次大会 

2023.11 

96 坪井隼、臼井絵里香、笠石

里江子、三浦隆匡、楠屋陽

子、紙野圭 

NITE･NBRC 微生物添加技術によ

る生分解性プラスチ

ックの海洋生分解性

評価手法 

日本微生物生態学会第３６

回大会 

2023.11 
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97 綿野哲寛、神谷貴文、瀧井

美樹、三浦隆匡、糸賀公人

、植松正吾、梅澤和寛、谷

幸則 

静岡県・環衛研、N

ITE･NBRC、八幡物

産（株）、植松技

術事務所、静岡大

学 

海水・海底砂泥反応

系における生分解性

プラスチックの生分

解度のばらつきを生

み出す因子の探索 

日本微生物生態学会第３６

回浜松大会 

2023.11 

98 金山直樹、佐野森、中村清

香、田中真美、森久保諭、

佐藤浩昭、萩原英昭 

産業技術総合研究

所、東京都産業技

術センター 

海洋生分解が進行し

た共重合ポリエステ

ルフィルム残渣の化

学構造解析  

第２８回高分子分析討論会 2023.11 

99 萩原英昭、金山直樹、田中

真美、森久保諭、佐野森 

産業技術総合研究

所、東京都産業技

術センター 

海洋生分解試験を行

ったポリエステルフ

ィルム表面近傍の自

由体積サイズ解析  

第２８回高分子分析討論会 2023.11 

100 三浦隆匡、笠石里江子、日

高晧平、島村麻美子、楠屋

陽子、寺尾拓馬、紙野圭 

NITE･NBRC 生分解性プラスチッ

クの分解能を有する

新規海洋性細菌の系

統解析と生分解活性

の評価 

日本微生物生態学会第３６

回大会 

2023.11 

102 兵藤夏未、甘弘毅、 木村

聡、 岩田忠久、粕谷健一 

東京大学 微生物産生ポリエス

テルを用いたマイク

ロビーズ作製と物性

および海洋分解性評

価 

２０２３年 繊維学会秋季

研究発表会 

2023.11 

102 岩田忠久 東京大学 高性能な生分解性バ

イオマスプラスチッ

クの創製と海洋分解

性評価 

第１１５回ニューフロンテ

ィア材料部会例会「持続可

能な社会を実現するための

プラスチック」 

2023.11 

103 中山敦好 産業技術総合研究

所 

生分解性プラスチッ

クの海洋での生分解 

大阪バイオプラスチックビ

ジネス推進ネットワーク第

４回セミナー 

2023.12 

104 石川百合子１、梶原秀夫１

、勝見尚也２、小倉 勇１

、濱谷義晃３、大町佳史３

、村田道拓３、川口智也３ 

１産業技術総合研

究所、２石川県立

大学、３株式会社

日水コン 

Estimation of Conce

ntration for Polyme

r-Coated Fertilizer

 in the River Water 

2nd International Sympos

ium on Plastic Pollution

 in Asian Waters - From 

Land to Ocean -PPAW2024-

  

2024.2 

105 Gakushi Fujimura, Ryotar

o Numazawa, Yutaka Kamed

a, Emiko Fujita 

千葉工業大学 Horizontal and Vert

ical Distributions 

of Microplastics la

rger than 20 micron

s in Sea Water at T

okyo Bay 

2nd International Sympos

ium on Plastic Pollution

 in Asian Waters - From 

Land to Ocean -PPAW2024-

  

2024.2 

106 Eiji Fukazawa, Yutaka Ka

meda, Emiko Fujita 

千葉工業大学 Occurrences of micr

oplastics larger th

2nd International Sympos

ium on Plastic Pollution

2024.2 
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an 20 microns in se

diments at Tokyo Ba

y 

 in Asian Waters - From 

Land to Ocean -PPAW2024-

  

107 神谷貴文、綿野哲寛、瀧井

美樹 

静岡県・環衛研 プラスチック材料の

実験室内海洋生分解

度評価方法の改良 

第６０回静岡県公衆衛生研

究会 

2024.2 

108 岩田忠久 東京大学 高性能な生分解性バ

イオマスプラスチッ

クの創製と海洋分解

性評価 

令和５年度 海洋生分解性

プラスチック標準化コンソ

ーシアム講演会 

2024.2 

109 小野恭子、内藤航、恒見清

孝、梶原秀夫、蒲生昌志 

産業技術総合研究

所 

マイクロプラスチッ

クのリスク評価・管

理のための環境排出1

量推定手法に関する

現状と課題 

第５８回日本水環境学会年

会 

2024.3 

110 臼井絵里香、三浦隆匡 NITE･NBRC 冷蔵保管した海水の

細菌群集構造の変化 

第５８回日本水環境学会年

会 

2024.3 

111 三浦隆匡、楠屋陽子 NITE･NBRC 実海域における生分

解性プラスチックの

分解に寄与する生分

解菌叢の特定とそれ

に紐付く分離株の解

析 

日本農芸化学会２０２４年

度大会シンポジウム  

2024.3 

112 石川百合子１、梶原秀夫１

、勝見尚也２、小倉 勇１

、濱谷義晃３、大町佳史３

、村田道拓３、川口智也３ 

１産業技術総合研

究所、２石川県立

大学、３株式会社

日水コン 

小矢部川水系におけ

る被覆肥料カプセル

のプラスチック流出

シミュレーション 

第５８回日本水環境学会年

会 

2024.3 

113 深澤 英司、埒 慎悟、本

田 薪吏、藤田 恵美子、

亀田 豊 

千葉工業大学 東京湾底質中の粒径2

0μm以上のマイクロ

プラスチック調査 

第５８回日本水環境学会年

会 

2024.3 

114 藤村 学史、沼沢 勇太朗

、埒 慎悟、深澤 英司、

藤田 恵美子、亀田 豊 

千葉工業大学 東京湾海水中の粒径2

0μm以上のマイクロ

プラスチックの詳細

広域調査 

第５８回日本水環境学会年

会 

2024.3 

115 綿野哲寛、神谷貴文、瀧井

美樹、渡邉充洋 

静岡県・環衛研 海水および海底砂泥

反応系における生分

解性プラスチックの

生分解度のばらつき

を生み出す因子の探

索 

第５８回日本水環境学会年

会 

2024.3 

116 神谷貴文、綿野哲寛、瀧井

美樹、渡邉充洋、糸賀公人

、植松正吾 

静岡県・環衛研、

八幡物産（株）、

植松技術事務所 

海洋生分解性プラス

チックの評価試験で

安定した結果を得る

第５８回日本水環境学会年

会 

2024.3 
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には？―砂泥の前処

理による効果― 

117 中山敦好、日野彰大、山野

尚子、川崎典起、岡村秀雄 

産業技術総合研究

所 

海水中の微生物数と

その挙動、樹脂の生

分解活性との関係 

日本農芸化学会２０２４年

度東京大会 

2024.3 

118 岩田忠久 東京大学 深海でも生分解性プ

ラスチックは分解す

ることを実証！ 

海と地球のシンポジウム２

０２３～科学のフロンティ

ア×研究船～ 

2024.3 

119 岩田忠久 東京大学 高性能な海洋生分解

性バイオマスプラス

チックの開発を目指

して 

日本化学会第104回春季大

会 

2024.3 

2024年度 

120 Eiji Fukazawa, Yutaka Ka

meda, Emiko Fujita 

千葉工業大学 Occurrences of micr

oplastics larger th

an 20 microns in se

diments at Tokyo Ba

y 

Second UN Ocean Decade R

egional Conference 

2024.4 

121 Gakushi Fujimura, Ryotar

o Numazawa, Yutaka Kamed

a, Emiko Fujita 

千葉工業大学 Occurrences of micr

oplastics larger th

an 20 microns in su

rface waters at Tok

yo Bay 

Second UN Ocean Decade R

egional Conference 

2024.4 

122 岩田忠久 東京大学 高性能な生分解性バ

イオマスプラスチッ

クの開発と海洋分解

性評価~生分解性プラ

スチックは深海でも

分解されることを実

証~ 

第7回 食・触コンソーシ

アム シンポジウム 

2024.4 

123 Yutaka Kameda 千葉工業大学 Development of Semi

-automatic Analytic

al Methods for Fine

 Microplastics larg

er than 1 μm in Su

rface Water by Rama

n Imaging Microscop

y 

SETAC EUROPE 34TH ANNUAL

 MEETING 

2024.5 

124 Yutaka Kameda and Emiko 

Fujita 

千葉工業大学 Occurrences of Micr

oplastics larger th

an 20 Microns in Se

diments at Tokyo Ba

y 

SETAC EUROPE 34TH ANNUAL

 MEETING 

2024.5 
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125 Yutaka Kameda and Emiko 

Fujita 

千葉工業大学 Occurrences of micr

oplastics larger th

an 20 microns in su

rface waters at Tok

yo bay 

SETAC EUROPE 34TH ANNUAL

 MEETING 

2024.5 

126 Tadahisa Iwata 東京大学 Development and Mar

ine Biodegradation 

of High-Performance

 Biodegradable Biom

ass Plastics 

Polymer2024 2024.5 

127 岩田忠久 東京大学 高性能な生分解性バ

イオマスプラスチッ

クの創製と深海分解

性評価 

科学工学技術委員会・講演

会、東京都中小企業振興公

社 

2024.5 

128 Tatarazako N、Okazaki Y 愛媛大学 Evaluation Method o

f Ecotoxicity for B

iodegradable Plasti

cs Ⅱ 

SETAC EUROPE 34th Annual

 Meeting 

2024.5 

129 川崎典起、日野彰大、山野

尚子、中山敦好 

産業技術総合研究

所・バイオメディ

カル 

Ｎ－メチロールポリ

アミド４の合成、物

性、生分解性 

第73回高分子年次大会 2024.6 

130 中山敦好1、川崎典起1、日

野彰大1、山野尚子1、岡村

秀雄2 

1産業技術総合研究

所・バイオメディ

カル、2神戸大学 

ＰＨＢ、ＰＣＬ、Ｐ

Ａ４の海水生分解挙

動の比較 

第73回高分子年次大会 2024.6 

131 中山敦好1、川崎典起1、日

野彰大1、山野尚子1、岡村

秀雄2 

1産業技術総合研究

所・バイオメディ

カル、2神戸大学 

ＰＨＢ、ＰＣＬ、Ｐ

Ａ４の海水生分解挙

動の比較と海水微生

物 

概要 

JACI/GSCシンポジウム 2024.6 

132 中山敦好1、川崎典起1、日

野彰大1、山野尚子1、岡村

秀雄2 

1産業技術総合研究

所・バイオメディ

カル、2神戸大学 

生分解プラスチック

の開発と国際標準化 

第22回産総研・産技連 LS

-BT 合同研究発表会 

2024.6 

133 金山直樹、中村清香、佐野

 森、田中真美、森久保諭

、佐藤浩昭、萩原英昭 

産業技術総合研究

所、東京都産業技

術センター 

高分解能質量分析法

による共重合ポリエ

ステル海洋生分解残

渣の組成分布解析 

第73回高分子学会年次大会 2024.6 

134 昔 鎭浩、岩田 忠久 東京大学 BOD試験による海洋生

分解性評価：ポリ乳

酸の分子量の影響 

第73回高分子学会年次大会 2024.6 

135 昔 鎭浩、岩田 忠久 東京大学 ポリ乳酸の海洋生分

解性に対する分子量

の影響 

第13回JACI/GSCシンポジウ

ム 

2024.6 
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136 沼沢勇太朗１， 藤村学史

１， 亀田豊１， 藤田恵

美子 

千葉工業大学 東京湾海水中におけ

る粒径20㎛以上のマ

イクロプラスチック

垂直分布調査 

第3回環境化学物質合同大

会（広島；2024年） 

2024.7 

137 藤村学史，沼沢勇太朗，亀

田豊，藤田恵美子 

千葉工業大学 東京湾表層水中にお

ける20μｍ以上のマ

イクロプラスチック

汚染特性調査 

第3回環境化学物質合同大

会（広島；2024年） 

2024.7 

138 楠屋陽子 NITE･NBRC 海洋プラスチックご

み問題の解決に向け

た海洋生分解性プラ

スチック普及促進の

取組 

日本微生物資源学会第30回

大会シンポジウム 

2024.7 

139 八十島誠、黒石佳奈、苗田

千尋、藤田遼、峯孝樹、嶽

盛公昭 

島津テクノリサー

チ 

海洋生分解性プラス

チック分解中間物の

測定および分解メカ

ニズムに関する研究 

第3回環境化学物質合同大

会 

2024.7 

140 深澤英司， 亀田豊， 藤

田恵美子， 藤村学史， 

沼沢勇太朗 

千葉工業大学 粒径20μｍ以上を対

象とした東京湾堆積

物中のマイクロプラ

スチック調査 

第3回環境化学物質合同大

会（広島；2024年） 

2024.7 

141 岩田忠久 東京大学 高性能な生分解性バ

イオマスプラスチッ

クの開発と深海分解

性評価 

24‐1高分子学会講演会、

バイオプラスチックの最前

線 

2024.7 

142 宮武孟蔵、岡崎友紀代、ヒ

ョウジョウ、鑪迫典久 

愛媛大学 ヒメダカ、オオミジ

ンコを用いた生分解

性プラスチックの生

態影響について 

第3回環境化学物質合同大

会 

2024.7 

143 中山敦好1、川崎典起1、日

野彰大1、山野尚子1、岡村

秀雄2 

1産業技術総合研究

所・バイオメディ

カル、2神戸大学 

瀬戸内海を中心とし

た各地の海水による

生分解性プラスチッ

クの海洋生分解性 

第31回瀬戸内海研究フォー

ラムｉｎ大阪 

2024.8 

144 中山敦好 産業技術総合研究

所・バイオメディ

カル 

生分解性プラスチッ

クの海洋での分解と

分解性制御 

第11回高分子学会グリーン

ケミストリー研究会シンポ

ジウム 第25回プラスチッ

クリサイクル化学研究会研

究討論会 合同研究発表会 

2024.8 

145 八十島誠、苗田千尋、藤田

遼、中尾隆美、峯孝樹、嶽

盛公昭 

島津テクノリサー

チ 

分解途上の海洋生分

解性プラスチックへ

のPAHの吸着と胆汁酸

への脱離 

第27回水環境学会シンポジ

ウム 

2024.9 
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146 中山敦好1、川崎典起1、日

野彰大1、山野尚子1、岡村

秀雄2 

1産業技術総合研究

所・バイオメディ

カル、2神戸大学 

海水生分解試験のた

めの海水の活性化処

理の検討 

第73回高分子討論会 2024.9 

147 八十島誠、苗田千尋、藤田

遼、峯孝樹、嶽盛公昭 

島津テクノリサー

チ 

質量分析は海洋生分

解性プラスチックの

分解を捉えられるか

？ 

第27回水環境学会シンポジ

ウム 

2024.9 

148 鑪迫典久 愛媛大学 高分子材料のバイオ

アッセイによる評価 

第27回日本水環境学会シン

ポジウム 

2024.9 

149 昔 鎭浩、岩田 忠久 東京大学 海洋分解性低置換度

セルロースアセテー

トの熱成形性と機械

的特性の向上：Ｃｅ

Ａｃ－ｇｒａｆｔ－

ＰＬＡの活用 

第73回高分子学会討論会 2024.9 

150 岩田忠久 東京大学 高性能な生分解性バ

イオマスプラスチッ

クの開発と海洋分解

性評価 

日本食品工学会、2024食品

工学応用技術勉強会 第2

回「環境配慮パッケージ技

術」 

2024.9 

151 Jin Ho Seok and Tadahisa

 Iwata 

東京大学 Marine Biodegradabi

lity of Poly(L-lact

ic acid) and the Ef

fects of Molecular 

Weight 

ISBP2024 The Internation

al Symposium on Biopolym

ers 

2024.10 

152 Okazaki Y、Tatarazako N 愛媛大学 Development of ecot

oxicity test method

s for biodegradable

 plastics Ⅲ ~ The 

decomposition pretr

eatment method to o

btain testing sampl

es 

SETAC North America 45th

 Annual Meeting 

2024.10 

153 綿野哲寛、山﨑創太、神谷

貴文、糸賀公人、植松正吾

、梅澤和寛、谷幸則 

静岡県・環衛研、

八幡物産(株)、植

松技術事務所、静

岡県立大学 

海水・海底砂泥反応

系における生分解性

プラスチックの生分

解度のばらつきを生

み出す因子の探索 

日本微生物生態学会第37回

広島大会 

2024.10 

154 岩田忠久 東京大学 深海でも生分解性プ

ラスチックは微生物

により分解されるこ

とを実証 

第１９回東京大学の海研究

「辺境を行く」、海洋アラ

イアンスシンポジウム 

2024.11 
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155 T. Shuto1, R. Tanaka1, Y

. Nakayama1, T. Shiono1,

 S.Hino2, N. Kawasaki2, 

N. Yamano2, A. Nakayama2 

1広島大学、2産業

技術総合研究所・

バイオメディカル 

Seawater degradabil

ity of aliphatic po

lyesters from vario

us dicarboxylic aci

ds and diols 

 13th Joint Conference 

of Renewable Energy and 

Nanotechnology (JCREN) 

2025.1 

156 三浦隆匡1、笠石里江子1、

日高晧平1、島村麻美子1、

宮川知世1、楠屋陽子1、臼

井絵里香1、寺尾拓馬1、内

野佳仁1、紙野圭1、齋藤祐

介2、山田美和2、古野洋子

3、横山理沙3、加藤太一郎

3、笠根弘敏4、吉田真明4

、植木龍也5、田川訓史5 

1NITE，2岩手大学

，3鹿児島大学，4

島根大学，5広島大

学 

Cellvibrionaceae科

に属する海洋細菌の

生分解性プラスチッ

クに対する生分解活

性について 

日本農芸化学会2025年度札

幌大会 

2025.3 

157 日高皓平1、三浦隆匡1、笠

石里江子1、島村麻美子1、

宮川知世1、三森クリスチ

ーナ1、楠屋陽子1、臼井絵

里香1、寺尾拓馬1、齋藤祐

介2、山田美和2、古野洋子

3、横山理沙3、加藤太一郎

3、笠根弘敏4、吉田真明4

、植木龍也5、田川訓史5、

内野佳仁1、坪井隼1、紙野

圭1 

１NITE，2岩手大学

，3鹿児島大学，4

島根大学，5広島大

学 

Degradation activit

y and phylogenetic 

analysis of bacteri

a isolated from bio

degradable plastics

 immersed in the se

as around Japan 

日本農芸化学会2025年度札

幌大会 

2025.3 

158 小野恭子、内藤航、吉田愛

、加藤悦子、梶原秀夫、石

川百合子、蒲生昌志 

産業技術総合研究

所 

マイクロプラスチッ

クの発生量および環

境排出量推定に資す

る情報の体系的整理 

第59回日本水環境学会年会 2025.3 

159 八十島誠、苗田千尋、藤田

遼、中尾隆美、峯孝樹、嶽

盛公昭 

島津テクノリサー

チ 

分解性 / 非分解性プ

ラスチックへのPAHs

の吸着と胆汁酸への

脱離 

第59回日本水環境学会年会 2025.3 

160 深澤英司， 亀田豊， 藤

田恵美子 

千葉工業大学 東京湾底質中におけ

る粒径20μｍ以上の

マイクロプラスチッ

クの水平分布に影響

を与える物理的要因

の推定 

第59回日本水環境学会年会 2025.3 

161 中山敦好1， 日野彰大1，

 川崎典起1， 山野尚子1

， 成廣 隆2， 黒田 

恭平2， 一色 理乃2，山

1産業技術総合研究

所・バイオメディ

カル、2産業技術総

合研究所・生物プ

海水の持つプラスチ

ック生分解活性と海

水中の微生物数、菌

多様性との関係 

日本農芸化学会2025年度大

会 

2025.3 



 

128 

本 京祐2， 玉木 秀幸2

，  臼井 絵里香3， 

三浦 隆匡3， 紙野 圭3 

ロセス、3NITE･NBR

C 

162 綿野哲寛、山﨑創太、神谷

貴文、渡邉充洋、糸賀公人

、植松正吾、梅澤和寛、谷

幸則 

静岡県・環衛研、

八幡物産（株）、

植松技術事務所、

静岡県立大学 

海水・海底砂泥反応

系における生分解性

プラスチックの生分

解度のばらつきを生

み出す因子の探索 

第59回日本水環境学会年会 2025.3 

163 神谷貴文，綿野哲寛，長倉

美由紀，渡邉充洋，瀧井美

樹 

静岡県・環衛研、

静岡県中部健康福

祉センター 

海洋生分解性プラス

チックの評価試験で

安定した結果を得る

には？―（３）栄養

塩の添加による効果

― 

第59回日本水環境学会年会 2025.3 

164 石川百合子1、梶原秀夫1、

勝見尚也2、小倉 勇1、濱

谷義晃3、大町佳史3、村田

道拓3、川口智也3 

1産業技術総合研究

所、2石川県立大学

、3株式会社日水コ

ン 

被覆肥料カプセルに

海洋生分解性を付加

したシナリオ下での

プラスチック削減効

果シミュレーション 

第59回日本水環境学会年会 2025.3 

165 Jin Ho Seok, Tadahisa Iw

ata 

東京大学 Tunable Thermal and

 Mechanical Propert

ies of Marine Biode

gradable Cellulose 

Acetate through ble

nding with CeAc-gra

ft-PLA 

ISWST 2025 International

 Symposium on Wood Scien

ce and Technology 

2025.3 

研究開発項目②-1(1) 

1 

Ｍａｎｉｋａｎｄａｎ 

Ｉｌａｎｇｏｖａｎ， 

Ｈｏｎｇｙｉ Ｇａ

ｎ， Ｔａｉｚｏ Ｋ

ａｂｅ， Ｔａｄａｈ

ｉｓａ Ｉｗａｔａ  

東京大学  

Ｃｈａｒａｃｔｅ

ｒｉｚａｔｉｏｎ 

ｏｆ ｐｏｌｙ

（ｂｕｔｙｌｅｎ

ｅ ｓｕｃｃｉｎ

ａｔｅ－ｃｏ－ａ

ｄｉｐａｔｅ） 

ａｎｄ ｐａｒａ

ｍｙｌｏｎ ｅｓ

ｔｅｒ ｂａｓｅ

ｄ ｐｏｌｙｍｅ

ｒ ｂｌｅｎｄｓ  

２０２３年繊維学会年

次大会  
2023.6  

2 加部泰三、岩田忠久  東京大学  
β１，３‐グルカ

ン誘導体の熱膨張

性  

２０２３年繊維学会年

次大会  
2023.6  

3 
李瑞琪、昔鎭浩、岩田

忠久  
東京大学  

置換度が異なるパ

ラミロン長鎖・短

鎖ミックスエステ

ル誘導体の合成、

物性及び生分解性

評価  

２０２３年繊維学会年

次大会  
2023.6  
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4 

Ｒｕｉｑｉ Ｌｉ， 

Ｊｉｎ Ｈｏ Ｓｅｏ

ｋ， ａｎｄ Ｔａｄ

ａｈｉｓａ Ｉｗａｔ

ａ  

東京大学  

Ｓｙｎｔｈｅｓｉ

ｓ， Ｃｈａｒａ

ｃｔｅｒｉｚａｔ

ｉｏｎ ａｎｄ 

Ｂｉｏｄｅｇｒａ

ｄａｂｉｌｉｔｙ 

ｏｆ Ｐａｒａｍ

ｙｌｏｎ Ｍｉｘ 

Ｅｓｔｅｒ Ｄｅ

ｒｉｖａｔｉｖｅ

ｓ ｗｉｔｈ Ｄ

ｉｆｆｅｒｅｎｔ 

ＤＳ  

Ｔｈｅ １３ｔｈ Ｓ

ＰＳＪ Ｉｎｔｅｒｎ

ａｔｉｏｎａｌ Ｐｏ

ｌｙｍｅｒ Ｃｏｎｆ

ｅｒｅｎｃｅ （ＩＰ

Ｃ２０２３）  

2023.7  

5 

Ｍａｎｉｋａｎｄａｎ 

ＩＬＡＮＧＯＶＡＮ， 

Ｈｏｎｇｙｉ Ｇａ

ｎ， Ｔａｉｚｏ Ｋ

ＡＢＥ， Ｔａｄａｈ

ｉｓａ ＩＷＡＴＡ  

東京大学  

Ｔｈｅ Ｅｆｆｅ

ｃｔｓ ｏｆ Ｂ

ｌｅｎｄ Ｃｏｍ

ｐｏｓｉｔｉｏｎ 

ｏｎ ｔｈｅ Ｐ

ｈｙｓｉｃａｌ 

Ｐｒｏｐｅｒｔｉ

ｅｓ ｏｆ ｐｏ

ｌｙ（ｂｕｔｙｌ

ｅｎｅ ｓｕｃｃ

ｉｎａｔｅ ｃｏ 

ａｄｉｐａｔｅ） 

ａｎｄ Ｐａｒａ

ｍｙｌｏｎ Ｍｉ

ｘ Ｅｓｔｅｒ 

Ｂａｓｅｄ Ｂｉ

ｎａｒｙ Ｇｒｅ

ｅｎ Ｂｌｅｎｄ

ｓ  

Ｔｈｅ １３ｔｈ Ｓ

ＰＳＪ Ｉｎｔｅｒｎ

ａｔｉｏｎａｌ Ｐｏ

ｌｙｍｅｒ Ｃｏｎｆ

ｅｒｅｎｃｅ （ＩＰ

Ｃ２０２３）  

2023.7  

6 

Ｍａｎｉｋａｎｄａｎ 

ＩＬＡＮＧＯＶＡＮ， 

Ｔａｉｚｏ ＫＡＢ

Ｅ， Ｔａｄａｈｉｓ

ａ ＩＷＡＴＡ  

東京大学  

Ｓｔｒｕｃｔｕｒ

ｅ－ｐｒｏｐｅｒ

ｔｙ ｒｅｌａｔ

ｉｏｎｓｈｉｐｓ 

ｉｎ ｂｉｎａｒ

ｙ ｐｏｌｙｍｅ

ｒ ｂｌｅｎｄｓ 

ｏｆ ｐａｒａｍ

ｙｌｏｎ ｅｓｔ

ｅｒ ａｎｄ ｂ

ｉｏ－ｂａｓｅｄ 

ｐｏｌｙｅｓｔｅ

ｒｓ  

２０２３年高分子討論

会  
2023.9  

7 

Ｒｕｉｑｉ Ｌｉ， 

Ｊｉｎ Ｈｏ Ｓｅｏ

ｋ， ａｎｄ Ｔａｄ

ａｈｉｓａ Ｉｗａｔ

ａ  

東京大学  

Ｓｙｎｔｈｅｓｉ

ｓ， ｍｅｃｈａ

ｎｉｃａｌ ｐｒ

ｏｐｅｒｔｉｅｓ 

ａｎｄ ｂｉｏｄ

ｅｇｒａｄａｂｉ

ｌｉｔｙ ｅｖａ

ｌｕａｔｉｏｎ 

ｏｆ ｐａｒａｍ

ｙｌｏｎ ｅｓｔ

Ｔｈｅ ５ｔｈ Ｉｎ

ｔｅｒｎａｔｉｏｎａ

ｌ Ｃｅｌｌｕｌｏｓ

ｅ Ｃｏｎｆｅｒｅｎ

ｃｅ （ＩＣＣ２０２

２＋１）  

2023.9  
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ｅｒ ｄｅｒｉｖ

ａｔｉｖｅｓ ｗ

ｉｔｈ ｄｉｆｆ

ｅｒｅｎｔ ＤＳ  

研究開発項目②-1(2) 

1 竹中康将 
（国開）理化学研

究所 

海洋生分解性を有す

るバイオマスプラス

チックの開発と実用

化に向けた取り組み 

第１３２回触媒討論会・特

別講演 
2023/9/15  

2  

 

熊谷澄人、竹中康将、今田

基祐、佐藤香央子、林千

里、葛城敦詞、阿部英喜、

朝倉則行 

（国開）理化学研

究所 

海洋生分解性を指向

した長鎖ジカルボン

酸ユニット含有ポリ

（エチレンサクシ

ネート）コポリマー

の合成と物性評価 

第７２回高分子討論会 2023/9/26 

3 

竹中康将、今田基祐、佐藤

香央子、熊谷澄人、林千

里、葛城敦詞、阿部英喜 

（国開）理化学研

究所 

長鎖ジカルボン酸ユ

ニットを導入した海

洋生分解性エステル

アミドポリマーの開

発 

第７２回高分子討論会 2023/9/28  

4 

Sumito Kumagai, Senri 

Hayashi, Atsushi 

Katsuragi, Motosuke 

Imada, Kaoko Sato, 

Noriyuki Asakura,  

Hideki Abe, Yasumasa 

Takenaka 

（国開）理化学研

究所 

Synthesis and 

Characterization of 

Marine 

Biodegradable 

Poly(ethylene 

succinate) based 

Copolymers 

Containing Long-

chain Dicarboxylate 

Units 

Korea-Japan Symposium on 

Chemistry with AI for 

Carbon Neutrality 
2024/5/9 

５ 

熊谷澄人、竹中康将、林千

里、葛城敦詞、今田基祐、

佐藤香央子、阿部英喜、朝

倉則 

（国開）理化学研

究所 

ポリアミノ酸含有ポ

リ（エチレンサクシ

ネート）ブロック共

重合体の合成と物性

評価 

第７３回高分子学会年次大

会 
2024/6/6 

６ 

熊谷澄人、竹中康将、林千

里、葛城敦詞、今田基祐、

佐藤香央子、阿部英喜、朝

倉則行 

（国開）理化学研

究所 

ポリ（アルキレンサ

クシネート）への海

洋生分解性付与とポ

リマー物性評価 

第１３回ＪＡＣＩ／ＧＳＣ

シンポジウム 
2024/6/18 

７ 

熊谷澄人、竹中康将、今田

基祐、佐藤香央子、平石知

裕、林千里、葛城敦詞、阿

部英喜、朝倉則行 

（国開）理化学研

究所 

ポリ（エチレンサク

シネート）骨格を有

する新規コポリマー

の合成と海洋生分解

性評価 

第１３４回触媒討論会 2024/9/17 

８ 
今田基祐、熊谷澄人、林千

里、阿部英喜、竹中康将 
（株）日本触媒 

ポリエチレンサクシ

ネートを基軸とする

海洋生分解性かつ高

バリア性プラスチッ

クの開発と応用 

第３３回ポリマー材料

フォーラム 
2024/11/15 

９ （株）日本触媒 （株）日本触媒 

エステルアミド骨格

をベースとする新規

海洋生分解性樹脂素

材の開発 

エコマテリアルシンポジウ

ム「生分解性プラスチック

の最先端研究と認証制度」 

2025/3/7 

研究開発項目②-2 

1 上村直弘 

日清紡ホール

ディングス

（株） 

イオン結合を有す

る海洋生分解性プ

ラスチックの開発 

高分子学会・エコマテ

リアル研究会 
2022/3/11 
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2 上村直弘 

日清紡ホール

ディングス

（株） 

天然高分子を原料

とした海洋生分解

性ポリマービーズ

代替素材の開発 

第 11 回 JACＩ/GSC シ

ンポジウム 

ポスターセッション 

2022/6/16 

3 上村直弘 

日清紡ホール

ディングス

（株） 

イオン結合を有す

る海洋生分解性素

材の開発 

第 12 回 JACＩ/GSC シ

ンポジウム 

ポスターセッション 

2023/6/14 

 

(b)新聞・雑誌等への掲載  

番

号 
発表者 所属 タイトル 

雑誌名・学会名・イベント

名等 
発表年月 

2022年度 

1 
磯部紀之 JAMSTEC 深海のひみつセミナー＆こども画伯体

験 in 別府 

海と日本Project 2022.7 

2 磯部紀之 JAMSTEC プログラミングで海のSDGs! 海と日本Project 2022.10 

3 
磯部紀之 JAMSTEC 深海プラスチック汚染の現状と海にや

さしい素材の開発 

TOKYO PACK 2022 2022.10 

4 
磯部紀之 JAMSTEC 深海のプラスチックごみ汚染のいまと

これから 

うみカフェ in 海洋都市横

浜 

2023.1 

5 
磯部紀之 JAMSTEC リサイクル可能で深海でも生分解する

透明な板紙 

令和4年度海洋プラスチック

ごみ学術シンポジウム 

2023.3 

2023年度 

6 
中山敦好 産業技術総合

研究所 

海洋と生分解性プラスチック 2023年度日本水産学会近畿

支部前期例会 

2023.9 

7 
中山敦好 産業技術総合

研究所 

バイオエコノミー（海洋生分解性プラ

スチック） 

産業技術支援フェア in KA

NSAI 2023 

2023.10 

8 

日野彰大，

山野尚子，

川崎典起，

中山敦好 

産業技術総合

研究所 

生分解性プラスチックのラボ海洋生分

解試験法の開発 

ポリマー材料フォーラム 2023.11 

9 
中山敦好 産業技術総合

研究所 

農業分野におけるオンデマンド型生分

解性材料 

アグリビジネス創出フェア

（農水省） 

2023.11 

10 

岩田忠久 東京大学 自然に還る！驚異の材料革命 循環型

社会の実現に貢献する生分解テクノロ

ジー 

BSフジ、ガリレオX 2023.11 

11 

中山敦好 産業技術総合

研究所 

土壌・海洋生分解性評価技術 大阪バイオプラスチックビ

ジネス推進ネットワーク商

談会 

2024.2 

12 

中山敦好、

日野彰大、

川崎典起、

山野尚子 

産業技術総合

研究所 

生分解性プラスチックの海洋生分解評

価手法の開発 

第９回四国オープンイノベ

ーションワークショップ 

2024.3 
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13 

岩田忠久 東京大学 生分解性プラスチックは深海でも微生

物により分解されることを実証 

プレスリリース：東大、JAM

STEC、群大、NITR、AIST、J

BPA 

2024.1 

14 

岩田忠久 東京大学 世界初！“生分解性プラスチック”深

海実験 急増するプラごみ・海洋汚染

の解決策は？ 

NHK総合 みみより！くらし

解説 

2024.2 

 

15 岩田忠久 東京大学 「守ろう！私たちの綺麗な海」 FMヨコハマ 2024.3 

2024年度 

16 岩田忠久 東京大学 

｢GENKI LABO｣【９０％以上の人が説明

できない】プラスチックが環境に悪い

本当の理由 

市岡元気 YouTubeチャンネ

ル 
2024.5 

17 岩田忠久 東京大学 ヴィランの言い分「虫歯」 NHK Eテレ 2024.6 

18 岩田忠久 東京大学 
ぶらっとラボ、 「自然にかえるプラ

 深海でも」 
朝日新聞夕刊  2024.7 

19 岩田忠久 東京大学 いまからサイエンス テレビ東京 2024.9 

20 岩田忠久 東京大学 ガリレオＸ BSフジ、ガリレオＸ 2024.9 

21 

黒田恭平1，

日野彰大2，

中山敦好２

，成廣隆１

， 三浦隆

匡3，紙野圭

3 

1産業技術総合

研究所・生物

プロセス、2産

業技術総合研

究所・バイオ

メディカル、3

NITE･NBRC 

沿岸域でのポリヒドロキシ酪酸(PHB)生

分解のカギは微生物叢の多様性 

産業技術総合研究所プレス

リリース 
2025.1 

22 

中山敦好1、

日野彰大1、

国岡正雄1、

森浩之2、田

中真美3、神

澤岳史4、永

濱毅紘4、大

山雅寿5、大

本貴士6、宗

綱洋人7、明

賀久弥8 

1産業技術総合

研究所、2日本

バイオプラス

チック協会、3

東京都立産業

技術研究セン

ター、4滋賀県

東北部工業技

術センター、5

滋賀県工業技

術総合センタ

ー、6大阪産業

技術研究所、7

広島県立総合

技術研究所西

部工業技術セ

ンター、8愛媛

県産業技術研

究所 紙産業技

術センター 

実際の海・湖で海洋生分解性プラスチ

ックは「分解」にどれだけ時間がかか

るのか？ 

－海洋生分解性プラスチックの実環境

での生分解性を実証するための試験方

法を定めた国際規格が発行－ 

産業技術総合研究所プレス

リリース 

2025.5 
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研究開発項目②-1(2) 

1 
（株）日本

触媒 

（株）日本触

媒 

ＮＥＤＯ事業で新規海洋生分解性プラ

スチックを開発 

株式会社日本触媒のＨＰに

おけるニュースリリース 
2024/1 

2 
（株）日本

触媒 

（株）日本触

媒 

Development of novel marine biodegr

adable plastics in the NEDO’s proj

ect 

株式会社日本触媒（英語ペ

ージ）のＨＰにおけるニュ

ースリリース 

2024/1 

3 
（国開）理

化学研究所 

（国開）理化

学研究所 

ＮＥＤＯ事業で新規海洋生分解性プラ

スチックを開発 －包装・農業用途向

け高ガスバリア性の海洋生分解性素材

－ 

研究成果（プレスリリース

） 
2024/1 

研究科発項目②-2 

1 

日清紡ホー

ルディング

ス（株） 

日清紡ホー

ルディング

ス（株） 

海藻由来素材の開発 化学工業日報 
2021/12/

2  

2 

日清紡ホー

ルディング

ス（株） 

日清紡ホー

ルディング

ス（株） 

海水接触で機能発現 

（生分解性プラ） 
化学工業日報 

2021/12/

15 

3 

日清紡ホー

ルディング

ス（株） 

日清紡ホー

ルディング

ス（株） 

海洋生分解性素材  

新コンセプト 
日刊工業新聞 

2022/2/1

8 

4 

日清紡ホー

ルディング

ス（株） 

日清紡ホー

ルディング

ス（株） 

イオン結合を含む海洋生分解性プ

ラスチック 

日本工業出版 月間「プラ

スチックス」 

2022/11/

10 

5 

日清紡ホー

ルディング

ス（株） 

日清紡ホー

ルディング

ス（株） 

海洋マイクロプラスチック問題の

解決に向け、海藻由来アルギン酸

原料の球状微粒子を開発 

（株）矢野総研研究所 

海洋生分解性素材市場の

展望と戦略」 

2023/2/2

8 

6 

ＮＥＤＯ：

国立研究開

発法人新エ

ネルギー・

産業技術総

合開発機構 

日清紡ホー

ルディング

ス（株） 

ＮＥＤＯ：

国立研究開

発法人新エ

ネルギー・

産業技術総

合開発機構 

日清紡ホー

ルディング

ス（株） 

イオン結合を有する海洋生分解性

プラスチック素材を開発 

NEDO/日清紡共同プレスリ

リース 

2023/9/2

7 

7 

日清紡ホー

ルディング

ス（株） 

日清紡ホー

ルディング

ス（株） 

イオン結合を有する海洋生分解性

素材 

シーエムシー出版 

高分子材料の分解制御技

術 

2024/4/5 

 

(c)その他 （受賞実績） 

番

号 
受賞者 所属 タイトル 受賞名等 受賞年月 

研究開発項目① 

1 
岩田忠久 東京大学 受賞業績「生分解性バイ

オマスプラスチックの高

性能化に関する研究」 

令和３年度科学技術分野

の文部科学大臣表彰 科

学技術賞（研究部門） 

2021.4 
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2 
岩田忠久 東京大学 受賞業績「生分解性プラ

スチックの現状と展望」 
マテリアルライフ学会総

説賞 
2021.7 

3 

江頭佳奈 島津テクノリ

サーチ 
優秀ポスター賞「LC-

TOFMS を用いた生分解性

プラスチックの分解生成

物の探索」 

第 43 回京都大学環境衛

生工学研究会シンポジウ

ム 

2021.7 

4 
国岡正雄 産業技術総合研

究所 
令和３年度産業標準化表

彰 
経産産業大臣表彰 2021.10 

5 
国岡正雄 産業技術総合研

究所 
高分子学会フェロー 高分子学会 2022.9 

6 
中山敦好 産業技術総合研

究所 
令和 5 年度 産業標準事

業表彰 
産業標準化貢献者表彰 

2023.10  

7 

萩原英昭、金山直

樹、田中真美、森

久保諭、佐野森 

産業技術総合研

究所、東京都産

業技術センター 

海洋生分解試験を行った

ポリエステルフィルム表

面近傍の自由体積サイズ

解析  

第２８回高分子分析討論

会 審査委員賞 
2023.11 

8 
神谷貴文、綿野哲

寛、瀧井美樹 
静岡県・環衛研 第４分科会 優秀賞 第６０回静岡県公衆衛生

研究会 
2024.2 

研究開発項目②-1(2) 

１ 熊谷 澄人 
（国開）理化学

研究所 

海洋生分解性を指向した

長鎖ジカルボン酸ユニッ

ト含有ポリ（エチレンサ

クシネート）コポリマー

の合成と物性評価 

第７２回高分子討論会・

優秀ポスター賞受賞 
2023/9/26 

２ 
（国開）理化学研

究所、（株）日本

触媒 

（国開）理化学

研究所、（株）

日本触媒 

エステルアミド骨格を

ベースとする新規海洋生

分解性樹脂素材開発 

第３回 サステナブル 

マテリアル展 
2023/10 

３ Sumito Kumagai 
（国開）理化学

研究所 

Synthesis and 

Characterization of 

Marine Biodegradable 

Poly(ethylene 

succinate) based 

Copolymers Containing 

Long-chain 

Dicarboxylate Units 

Korea-Japan Symposium 

on Chemistry with AI 

for Carbon Neutrality 

2024/5/9 

４ 今田基祐 （株）日本触媒 

ポリエチレンサクシネー

トを基軸とする海洋生分

解性かつ高バリア性プラ

スチックの開発と応用 

第３３回ポリマー材料

フォーラム・優秀ポス

ター賞受賞 

2024/11/15 

５ 
（国開）理化学研

究所、（株）日本

触媒 

（国開）理化学

研究所、（株）

日本触媒 

エステルアミド骨格を

ベースとする新規海洋生

分解性樹脂素材開発 

第４回 サステナブル 

マテリアル展 
2024/10 

６ （株）日本触媒 （株）日本触媒 

海洋生分解性プラスチッ

ク ＲＸ－１２－ＢＤシ

リーズ（開発品） 

新機能性材料展 ２０２

５ 
2025/1 

 

(c)その他（展示会＠NEDO ブース) 

番

号 
展示会名 内容 場所 実施年月 

1 第 1 回サステナブルマテリアル展 

パネル、動画、展示物 

（研究開発項目①、研

究開発項目②-2） 

幕張メッセ 2021 年 12 月 

2 Nano tech 2022 

パネル、展示物 

(研究開発項目②-2) 

  

東京ビックサイト 2022 年 1 月 

3 第 2 回サステナブルマテリアル展 

パネル、動画、展示物 

（研究開発項目①、研

究開発項目②-1(1)、

②-1(2)、②-2） 

幕張メッセ 2022 年 12 月 
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3 第 3 回サステナブルマテリアル展 

パネル、動画、展示物 

（研究開発項目①、研

究開発項目②-1(1)、

②-1(2)、②-2） 

幕張メッセ 2023 年 10 月 

4 第 4 回サステナブルマテリアル展 

パネル、動画、展示物

（研究開発項目①、研

究開発項目②-1(1)、

②-1(2)、②-2） 

幕張メッセ 2024 年 10 月 

 

(c)その他（ISO 国際標準化） 

番

号 
ISO 規格番号 規格名 提案者 提案年月 状況 

1 
ISO 16636 簡易実海域フィールド分解試験 中山 敦好 2022 年 3

月 

2025年 4月

発行 

2 
ISO/DIS 18957 実験室内加速海洋生分解試験 中山 敦好 2022 年 8

月 

国際審議中 

3 
ISO/CD 23292 海洋生分解における微生物量の測定法 三浦 隆匡 2024 年 5

月 

国際審議中 

ISO 16636 を活用した受託分析を東京都立産業技術研究センターが、2025 年 9 月より実施。 
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